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概要

少子化時代の到来により､大学は学生確保のためにさまざまな変革を求めら

れている｡大学の付加価値向上や教育の質的向上など､組織ごとにさまざまな

取り組みを試行錯誤するようになった｡ -方､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄが急速な普及と

発展をみせている｡ﾊﾟ-ｿﾅﾙ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀも高性能化の-途をたどってお

り､ｴﾝﾄﾞﾕ-ｻﾞがｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを介して､映像･音声を含んだﾏﾙﾁﾒﾃﾞ

ｲｱ･ｺﾝﾃﾝﾂを受け取ることが容易になった｡

このようなことから､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを利用した授業配信､いわゆるe-Leaming

ｻ-ﾋﾞｽの展開によって､さまざまな側面から大学変革を進めようという取り

組みが活発になってきた｡電子図書館ｼｽﾃﾑによる高品質な授業の提供は､

学内に向けては学生の学習促進､および､教職員の相互閲覧によるﾃｲ-ﾁﾝ

ｸﾞ･ｽｷﾙの向上が期待できるし､ -般社会に向けては付加価値向上につなが

る｡

しかし､ e-Leamingというｻ-ﾋﾞｽの多様性から､ｼｽﾃﾑ構築の際には検討

すべき項目も多く､いわゆる提携ｼｽﾃﾑが存在しないことが､ｻ-ﾋﾞｽ提供

に対する大きな障壁となってきた｡本研究ではこの状況を鑑み､ e-Leamingの現

状調査とその分析をおこなった｡また､多岐にわたる目的や制約条件を整理し､

どの場面でどのような技術が利用できるのかについて考察する｡これにより､

目的と制約に応じたｼｽﾃﾑ構成のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの確立を目指す｡

ｰ21-



1はじめに

1.1大学と沿革

今､大学をはじめとする高等教育は大きな変革を求められている｡

その大きな理由のひとつに､少子化の時代の本格的な到来が挙げられる｡平

成元年には25%程度であった大学進学率は､平成15年には40%を超えるに至った｡

しかし､それにともなって順調に増加してきた大学入学者数は､平成12年頃か

ら60万人程度で横ばいの状況を続けている｡中学卒業から3年を経た少年の人口､

いわゆる18歳人口が大きく減少しているためである(図1 *1)｡大学進学率の上昇

を加味しても､このまま少子化の傾向が続けば大学入学者数の減少は避けられ

ない｡定員と大学進学希望者数の関係から､ 2007年には進学希望者のほぼ100%

が大学に合格するという予想もある｡実際､大学によってはすでに定員割れを

経験し､それよって経営難に陥るという事例も見受けられるようになった｡

このように､絶対的な受験者数の減少に対して､各大学はより多くの学生を

確保するための対策を模索している｡ -般的に優秀な人材の確保には受験者数

を増加させることが効果的であるが､そのためには受験生に対して大学の特色

をｱﾋﾟ-ﾙすることが重要になる｡多くの大学がさまざまな工夫を始めている

が､それらは以下の3種類に大別することができる｡

･教育内容の多様化

･教育内容の透明化や質的向上

･教育機会の多様化

教育内容の多様化は､既存のものよりもさらに専門的なｺ-ｽを設置するこ

とで､その講義内容を特色として打ち出す方法である｡教育に対する学生の多

様化するﾆ-ｽﾞに応えると同時に､報道による話題性による効果も高い｡この

例としては､東海大学が開設した航空機操縦士養成ｺ-ｽや､萩国際大学のｺﾞ

ﾙﾌ文化･ｽﾎﾟ-ﾂ心理医科学ｺ-ｽなどが挙げられる｡

-方､講義の透明化や質的向上に取り組む大学も多い｡たとえば､通常の講

義を公開講義の-部として組み入れ､その内容を-般に広く公開するといった

取り組みがなされている｡また､いわゆるﾌｱｶﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄ

･1『日本の将来推計人口(平成14年1月推計)』[1]より､2020年の人口分布をそのまま対応させた｡従って､

18歳未満で死去するであろう人口､あるいは､ 18歳以降で死去した人口については考慮していない｡
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図1 : 18歳人口の推移

(Faculty Development)と呼ばれる取り組みもある｡これは､講義は授業料の対価

として大学から学生に提供されるｻ-ﾋﾞｽである､という考え方から､授業の

質的改善ｼｽﾃﾑを大学全体として組織的に構築する方法である｡具体的には､

教員同士による講義の内容評価や､受講者からのｱﾝｹ-ﾄ結果によってﾌｲ

-ﾄﾞﾊﾞｯｸを受け､講義の質的な見直しや教員の個人的な指導力の向上を目指

している｡ﾌｱｶﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄを取り入れる大学は､全大学の60%

を優に超えているとみられる｡

さらに､教育機会の多様化に取り組む大学も多い｡今までの大学のｶﾘｷｭ

ﾗﾑは年度を単位として構成されており､年度の途中で入学することや､逆に

卒業や修了をすることは制度上困難であった｡しかし､短期的な留学などによ

って年度の区切りにおける入学や卒業が困難である場合や､企業からの出向と

いう形で入学する場合など､年度を単位としない入学･卒業に対するﾆ-ｽﾞが

高まっていた｡また､特に大学院での比率が高い社会人学生[2]の場合は､昼間

の講義に出席することが難しい場合も多く､夜間に開催される講義や､時間に

束縛されないﾋﾞﾃﾞｵ講義など-のﾆ-ｽﾞも多い｡このような要求に応えるべく､

半期や四半期ごとの入学･卒業を可能にしたり､働きながら学ぶことができる

ようなｶﾘｷｭﾗﾑを構成したりするのである｡
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1.2ｲﾝﾀｰﾈｯﾄおよぴﾃﾞ/くｲｽの進化と高等教育

1990年代初頭に商用化されたｲﾝﾀ-ﾈｯﾄは､ WorldWideWebやp2Pﾌｱｲ

ﾙ共有といったｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝの登場により､学術機関だけでなく商用や-

般家庭にまで広く普及した｡さらに近年では､ ADSLの登場や光ﾌｱｲﾊﾞの価格

低下により､ﾗｽﾄ･ﾜﾝ･ﾏｲﾙと呼ばれる局舎からの加入者線の広帯域化

が進んでいる｡これにより､ -般家庭においてもｱﾆﾒ-ｼｮﾝや動画像を多

用したｺﾝﾃﾝﾂ(いわゆるﾘｯﾁ･ｺﾝﾃﾝﾂ)を享受することができる｡

-方､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄの拡大にともなって､個人の計算機環境も大きな進化

を遂げている｡計算機自体が小型化･軽量化と無線LANやBluetoothなど標準化

が両輪となり､ﾓﾊﾞｲﾙ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾃｲﾝｸﾞ環境を急速に加速させたのであ

る｡これにより､ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀを常時携帯することが-般的に

なりつつある｡利用者はﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ上で多くの情報を扱い､

ほとんどすべての仕事をﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀで済ませることができる｡

このような変化は､高等教育の現場にもさまざまな影響を与えている｡たと

えば､講義でのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝ資料の提供方法としては､板書やｵ-ﾊﾞ- ･

ﾍﾂﾄﾞ･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ(OHP)が長きにわたって利用されてきた｡しかし､今では

OHPが使われる光景を目にすることはまれで､それに変わってﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･

ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ上でﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝ･ｿﾌﾄｳｪｱを利用することが圧倒的

に多くなっている｡これは､ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ上で資料を作成し､

そのまま講義でﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝできるという手軽さに依るところが大きい｡

大学や大学院における講義は､講義室に教員と受講生が集まる面接授業が-

般的である｡古くからの講義の方式であることや､旧文部省の従来方針が面接

授業を基本としていたこと､教員が受講生の反応を見ながら進めることができ

る点で優れていることなどから､この方式は現状でも大多数を占めるものと思

われる｡しかし､遠隔地との動画像によるｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝを利用した遠隔

講義も､着実に増加している｡高品質で実時間性の高いｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ･

ｼｽﾃﾑが安価に構築できるようになり､遠隔地にいても面接授業をおこなう

場合に遜色ないｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝを､容易に実現できるようになったためで

ある｡これは､ﾈｯﾄﾜ-ｸの広帯域化と低価格化､および､高品質画像を配

送できるﾊ-ﾄﾞｳｪｱやｿﾌﾄｳｪｱの登場､ 1998年の大学設置基準改定によ

る規制の緩和などが大きく影響している｡

さらに､ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝのあり方自体にも変化が見られる｡学生と教員
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のｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝは講義と同様に面接が基本であった｡すなわち､講義直

後や休み時間等に直接教員のもとを訪れていた｡これに対し､ﾈｯﾄﾜ-ｸを

利用した場合には､講義をｻﾎﾟ-ﾄする目的で設置されたweb掲示板の利用や､

教員にﾒ-ﾙで質間するといった方法でのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝとなる｡これを

応用して､課題の提出などをﾒ-ﾙ経由やwebでの投稿などで代用するｹ-ｽも

多い｡

1.3 e-Learningへの期待と間題点

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄの登場は､人々の生活ｽﾀｲﾙを大きく変えっつある｡その

-つとして､時間的･場所的拘束からの解放､という点が挙げられるだろう｡

社会的な生活時間や現実的な居場所に囚われることなく､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞやｺﾐ

ｭﾆｹ-ｼｮﾝを楽しむことができる｡高等教育もその例外ではない｡職業や

学習方法の多様化から､深夜であっても自宅から受講であり､自分のﾍﾟ-ｽで

学習できるような環境に対する要求が高まっている｡

前述のように､面接授業においても､利用される資料はﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ化される

ことによって再利用性が劇的に向上し､課題提出や試験等が面接以外のｺﾐｭ

ﾆｹ-ｼｮﾝ手段が利用されるようになってきた｡そして､このような特徴を

最大限に応用し､上記のような要求に応えるべくさらに利便性を追求して､

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽが提供されるようになってきている｡

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽという言菓は､ある特定のｻ-ﾋﾞｽ内容やｼｽﾃﾑを指す

ものではない｡現実的には目的ごとにｻ-ﾋﾞｽを設計し､ｵ-ﾀﾞ-･ﾒ-ﾄﾞで

ｼｽﾃﾑを構築している場合が大勢を占めている｡このような手法によって､

面接授業を補完するものとして利用されたり､逆に面接寸受業に取って代わる完

全な授業として提供されたりするなど､ e-Leamingは多面的な意味を持つように

なった｡

ｵ-ﾀﾞ- ･ﾒ-ﾄﾞでのｼｽﾃﾑ構築には､他組織が提供するｻ-ﾋﾞｽとの差

別化や､目的に応じてｻ-ﾋﾞｽを柔軟に設計できる魅力があるとも云える｡し

かし､定型的なｼｽﾃﾑによる安価な構築を目指しても､不可能であるという

のが実情であろう｡それは､ e-Leamingの目的が組織によって多岐にわたるため

である｡そもそも今まで論じてきたように教育自体が多様化しているのである

から､それを補完する､あるいは､それを置き換えるe-Leamingが､定型的ｻ-

ﾋﾞｽとして確立できないことは無理もない｡
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今､教育の多様化に対する要求に応えるためe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの構築を任さ

れた担当者は､ "形のないｻ-ﾋﾞｽを形にする"という難問に直面している｡どの

ような目的で､どのようなｼｽﾃﾑを､どのような技術で利用するか…先行す

るｻ-ﾋﾞｽを参考にしながら手探りの試行錯誤が繰り返し続く｡

本課題研究ではこの状況を鑑み､ e-Leamingの現状調査とその分析をおこなっ

た｡ e-Leamingは数多くの要素技術を集積して構築されているが､最適な技術の

組み合わせは､ｻ-ﾋﾞｽの目的や提供対象､実施上の制約条件に大きく依存す

る｡そこで､多岐にわたる目的や制約条件を整理し､どの場面でどのような技

術が利用できるのかについて考察する｡さらに､現状調査の対象となった事例

のいくつかを用いて､考察内容を検証する｡また同時に本学での授業ｱ-ｶｲ

ﾌﾞについても検討し､より適切な構成要素を提案する｡

1-4 e-Learningに関する用語

e-Leamingの分野では特殊な用語が使われることが多く､また多義にわたる用

語も見受けられる｡ここでは､このような用語のなかで､本論文で多用するも

のの本論文における定義をまとめる｡

■面接授業

通学課程における-般的な授業方法を指す｡教室等､ある場所に教員と受講生

が-堂に会し､対面して授業をおこなう｡

■ LT (Leaming Technology)

教育のために利用される情報処理技術の総称｡規格から実行､評価までを含

み､学習形態も対面授業やｸﾞﾙ-ﾌﾟ学習､座学､実習までを包括している｡

■ CBT (Computer-Based Training)

学習ｺﾝﾃﾝﾂの提供のみならず､学習管理機能までもｺﾝﾋﾟｭ-ﾀを活用

して提供したｼｽﾃﾑ｡

■ WBT (Web-Based Training)

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを通じて､WorldWideWebの技術によって教材などのｺﾝﾃﾝ

ﾂを取得し､学習をすることの包括的総称｡
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■ LMS (Leaming Management System)

履修者の履歴および進捗管理､成績管理､目標に到達するための学習予定設

定､学習に利用するｺﾝﾃﾝﾂの-元管理などをおこなうｼｽﾃﾑ｡履修者の

学習支援をすると共に､教員に対しても効率的な指導を可能にする環境を提供

する｡

1.5本文の構成

本章に続き､ 2章では既存のe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの調査に基づいて､その目的や

公開内容､公開範囲､実施上の制約などについて整理･分析する｡ 3章では

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構成するさまざまな要素を列挙し､その性質や特徴を整理

する｡さらに､ 2章の分析を立脚点として目的や制約条件に応じた評価を与える｡

4章では､乱立するe-Leamingの標準化に対する取り組みについてまとめ､ 3章で

の分析からそれぞれの標準化のねらいを明らかにする｡

5章では､調査対象となった組織のいくつかのｻ-ﾋﾞｽを､今までの分析に基

づいて評価し､その構成について議論する｡さらに､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの将来

的展望について考察する｡最後に6章では得られた知見と今後の課題を述べて総

括とする｡
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2 e-Learningの目的と実施上の制約

e-Leamingを提供する組織は1998年頃から増加し始め､ 2005年7月の時点では相

当数の大学や組織でなんらかのｻ-ﾋﾞｽが提供されている｡本研究では､

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの現状を把握するため､実際に運用されているe-Leamingｻ-

ﾋﾞｽについて調査した｡本章ではその調査結果を通じて､高等教育における

e-Leamingを実施する目的と､ｻ-ﾋﾞｽを実施する際のｺｽﾄ上､制度上､その

他の制約条件を分析する｡

なお､調査対象となった組織は国内の20組織に及ぶ｡対象組織が国内のもの

に限定されているのは､教育関連や著作権関連の法制が国によって異なること

により､それによって制約や実現方法が大きく影響を受けるためである｡調査

の対象とした組織の-覧､および､個々の組織で提供されているｻ-ﾋﾞｽの概

要については､付録Aを参照されたい｡

2.1 e-Learningｻｰﾋﾞｽの目的

e-Leamingの構築目的は､ｻ-ﾋﾞｽが提供するｺﾝﾃﾝﾂからも自明なように､

大域的には総じて"教育すること"に帰着する｡しかしその内容を分析すると､局

所的にはさまざまな目的に細分化することができる｡さらに､ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ化さ

れたｺﾝﾃﾝﾂの利便性から､"教育すること"とは若干異なる視点で利用するこ

とも可能である｡そのような副次的効果を目的の-つとして構築されているｻ

-ﾋﾞｽもある｡

ｻ-ﾋﾞｽの構築目的は､ｼｽﾃﾑや利用ﾎﾟﾘｼなどのさまざまな構成要素に

おいて､その構造を設計する際の基礎となるものである｡したがって､目的の

分析と分類は下記の項目分析の基礎となるものである｡このことから､本章で

はまず､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構築･提供する目的の分析から始める｡

2.1.1講義補助と自習支援

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽのｺﾝﾃﾝﾂとなる講義は､期限付きで公開されるものと

それ以外のものに分類できる｡このうち前者は､講師のﾎﾟﾘｼや視聴者との契

約に基づいて期限が決定されるものである｡ -方､後者のｺﾝﾃﾝﾂは､内容

が古くなったなどの事情がない限り公開され続ける｡ e-Leamingで提供されるｺ

ﾝﾃﾝﾂの多くは後者に分類できる｡

学生を含む視聴者は､後者のようなｺﾝﾃﾝﾂをいつでも視聴することがで
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きる｡すなわち､ある面接授業の予習や復習として利用したり､あるいは面接

授業と関係なく視聴して自習することが可能である｡前者を講義補助､後者を

自習支援と呼ぶ｡

今回の調査対象のなかで､講義補助や自習支援を明示的な目的として掲げて

いるのは､ 8つの組織や大学であった｡しかし､他の組織のｺﾝﾃﾝﾂも"継続

的公開"であるものが多く､その意味ではe-Leamingｻ-ﾋﾞｽを提供している組織

の多くが､講義補助や自習支援の効果を暗黙的に期待していると思われる｡

明示的に講義補助や自習支援を目的としている組織には､それに応じたｼｽ

ﾃﾑを構築しているｹ-ｽもある｡これには､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの自宅からの

利用を可能にするための環境整備や､自発的な学習を支援するｼｽﾃﾑの提供

などが含まれる｡たとえば､金沢大学のIT教育推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(付録A.4)では､

学生に対してVirtual Private Network(VPN)環境を提供している｡これにより､大

学内からの利用を前提に設計されていたｻ-ﾋﾞｽを､自宅からも利用できるよ

うに拡張することに成功した｡また､帝塚山大学のTIESｼｽﾃﾑ(付録A.16)では､

ｼｽﾃﾑ内に学習進捗管理機能や試験機能､受講者間でのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

を実現する機能を備えている｡これによって受講者の学習意欲を維持･向上さ

せることに成功している｡

2.1.2単位認定

大学の設置時や設置後の水準を-定以上に保つため､文部科学省によって大

学設置基準が定められている｡単位認定を認める授業は､大学設置基準の第二

十五条第二項の規定"大学が履修させることのできる授業等"で定められており､

長きにわたって面接授業を原則としてきた｡しかし､平成13年の文部科学省告

示第五十-号[3]によって制約が緩和され､図2に示される条件を満たしていれば､

e-Leamingでの学習に対して単位を認定することが可能になった｡特に､学部で

は卒業要件の124単位のうち60単位までの上限が定められているが､大学院の場

合にはこの制約はない｡

上記の条件は､以下のこつの実現を要求している｡

･教員と受講者の間の双方向ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝと､それを利用した質疑応

答等の指導

･受講者間の双方向ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

本研究の調査では､20組織のうち5組織で単位認定を目的としてe-Leamingｼｽ

ﾃﾑを構築している｡そして､この5組織すべてにおいて､上記の条件を満たす
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大学設置基準第二十五条第二項の規定に基づき､大学が履修させることができる授業等について定める

件

通信衛星､光ﾌｱｲﾊﾞ等を用いることにより､多様なﾒﾃﾞｨｱを高度に利用して､文字､音声､静止画､

動画等の多様な情報を-体的に扱うもので､次に掲げるいずれかの要件を満たし､大学において､大学

設置基準第二十五条第-項に規定する面接授業に相当する教育効果を有すると認めたものであるこ

と｡

1.(略)

2.毎回の授業の実施に当たって設問解答､添削指導､質疑応答等による指導を併せ行うものであ

って､かつ､当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されているもの

図2 :平成13年文部科学省告示第51号(平成13年3月30日)

ため､なんらかの双方向ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能を提供している｡

2.1.3大学の付加価値向上

国立大学の法人化にともない､経営内容や事業内容の透明化が求められるよ

うになった｡特に授業は､大学が持つ最大の学術資源であるにもかかわらず､

-部の公開講座といった限られた機会を除いて外部から見える状態にはない｡

このため､大学の情報開示を進めるひとつの手段として､大学事業のなかでも

重要な位置を占める授業の公開が注目されることとなった｡

なお､研究も授業と並んで大学の核となる両輪のひとつである｡しかし､研

究は企業との共同研究や特許申請に絡んで公開できないことが多い｡ -方､授

業は著作権間題を解決すれば比較的公開が簡単である｡このことも､授業によ

って事業の透明性を確保しようと云う動きのひとつの要員であろう｡

授業内容を公開することには､いくつかの大きな利点がある｡まず､そもそ

も授業が大学の教育内容を端的に示す情報資源であるということがある｡授業

の質の高さは､ひいては大学の質の高さを表し､そこからまた研究の質の高さ

を連想させるに十分な情報となる｡質の高さをｱﾋﾟ-ﾙすることで､外部から

の大学全体に対する評価が向上し､そこから大学の付加価値向上-と直結する｡

受験を中心とした切り口から見ても､授業の公開は受験生と大学の双方にと

って大きなﾒﾘｯﾄがある｡受験生は実際におこなわれている授業をあらかじ

め受講することができ､より現実に近い形で大学の水準や教育内容に触れるこ

とができる｡このような詳細な情報を得ることで大学や大学院選択に幅ができ､

さらに進学後に齢齢が発生することも低減できる｡ -方､大学にとっては教育

-30-



水準の高さをｱﾋﾟ-ﾙすることで､より質の高い学生の獲得が期待できる｡

研究の質の高さは､多くの研究成果からもはかることができるが､上記の通

り教育の水準の高さも研究の質を想起させる｡このことは､企業との共同研究

や受託研究の契約締結に際し､少なからずよい影響を与えることが期待できる｡

2.1.4地域貢献事業

平成14年､文部科学省は国立大学の地域貢献を促進するため､ ｢地域貢献特

別支援事業費｣を創設した｡このことに見られるように､地域と密着した大学

事業が重視されるようになってきている｡

大学が地域に対して貢献できることはさまざまであるが､その中でも大学が

持つ学術資源の地域還元は､広く取り組まれている事業のひとつである｡この

中では､生涯教育による個々人-の直接的な還元だけではなく､地域の抱える

問題に対して学術的な見地から解決法を提案する､といった内容を盛り込む事

例もあり､地域貢献での学術資源開放も多様化の様相を呈している｡

このような形での地域貢献事業は､定期的な公開講座を通じておこなうこと

が-般的であった｡しかし､大学の地域連携に対する期待が高まるにしたがっ

て､地域-の知識開放を公開講座という形ではなく､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを応用

したﾈｯﾄﾜ-ｸ経由での方式が求められるようになった｡これにより､時間

や場所の制約から公開講座に参加できない地域住民に対しても知を還元できる

だけでなく､地域に根ざす大学を広くｱﾋﾟ-ﾙすることができる｡

2.1.5知識共有

授業は､大学の持つ最大の学術資源である｡ 1999年､このような学術資源の

世界に向けた開放が人類の教育を新しいｽﾃ-ｼﾞ-と導く､という信念に基づ

いて､ MIT (ﾏｻﾁｭ-ｾｯﾂ工科大学)でMIT OCW (Open CourseWare)が開始さ

れた｡このﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは､ MITの持つ学術資源を世界中の教育者､学生､およ

び個人で学習する人々に無料で送り届けること､そしてOCWという概念を世界

中に浸透させることを目的としている｡

2005年､日本においても､国内6大学によって日本OCW協会が設立された(付

録A.20)｡日本ocw協会では､非営利かつ教育目的の場合に限って､大学の授業

内容に対する著作権を放棄し公開することを目的としている｡

このような知識共有は､MITOCW-のｱｸｾｽの約6割がｱｼﾞｱ圏からである

ということからもわかるように､地理的な制約から最先端の教育を受けること
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ができない人々-､学習の機会を提供するものとして高い注目を集めている｡

知識共有は､講義の-般公開という目的を追求し､人類全体の発展を目指した

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの新しい形と云えるだろう｡この意味でも､知識共有を目的

としたｻ-ﾋﾞｽに対しては､教育現場からも今後ますます賛同者が増えていく

ことが予想される｡

2.1.6ﾌｱｶﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄ

近年､学生の学力低下が問題となっている｡この最大の原因は､ 1でも述べた

少子化にともなう進学率の上昇にある｡すなわち､高校における成績の上位者

だけが大学に進学していた時代は終わり､中位､あるいは成績下位者までもが､

大学や大学院に進学することができるようになってきたことに起因している｡

さらに直近の将来的には､小中学校のゆとり教育世代の大学入学が控えており､

学力の大幅な低下が危倶されている｡

これに対し､平成13年の大学設置基準要項細則の改訂により､大学教員の資

格が｢大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すること｣

と定められ､研究業績は必須でないことに留意することとされた｡すなわち､

大学教員に対して明示的に教育能力が求められるようになったのである｡

このことを受け､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構築する-つの目的として､ﾌｱｶﾙ

ﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄを加えるｹ-ｽが増加してきた｡そもそも､ﾌｱｶﾙ

ﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄはe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの目的として想定されていない｡

しかし､大学執行部による教員の教育能力に対する評価､あるいは教員が授業

を相互参照してﾌｲ-ﾄﾞﾊﾞｯｸをかけること､さらには課題提出ｼｽﾃﾑや掲

示板等を流用した受講者からのﾌｲ-ﾄﾞﾊﾞｯｸ･ｼｽﾃﾑを準備することで､

ﾌｱｲﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄにも応用できるためである｡

2.1.7地理的分散に対する利便性の向上

科学技術を中心とした学問の専門化･細分化が急速に進んでいる｡それにと

もなって､学生数の減少とは対照的に､総合大学や-部の単科大学では実験施

設などのためにｷﾔﾝﾊﾟｽ数が増加している｡このような大学の場合､歴史的

な､あるいは立地的な問題によって､ｷﾔﾝﾊﾟｽが地理的に分散している場合

が多い｡

このような大学では､ｷﾔﾝﾊﾟｽ間での円滑な意思疎通が難しく､結果とし

て教育面でも受講者の利便性を損なうことが指摘されてきた｡このため､ｷﾔ
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ﾝﾊﾟｽ間の教育面での関係を強固にすることを目的として､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄや

scs (space collaboration System)による遠隔授業､および､蓄積型教材を利用し

たe-Leamingに期待が寄せられている｡

2.1.8多様な教育機会の提供

21世紀にはいり､人々の生活ｽﾀｲﾙは大きく変化しつつある｡これは目本

に特化して見られる傾向ではなく､世界的にも先進国の生活ｽﾀｲﾙが徐々に

影響を広げることで､このような生活ｽﾀｲﾙの変化が見られるようになって

きた｡

これにはさまざまな原因が考えられるが､そのひとつとしてｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ

の撞頭を指摘できる｡ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄが持つ側面のなかで､生活ｽﾀｲﾙに変

化をもたらしているのは次のふたっである｡まず､生活をする上での時間や居

場所に対する制約を著しく低下させること｡これによって､人々は深夜の自宅

からでも､ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞや銀行取引が可能になった｡次に､世界規模のｸﾞﾛ-

ﾊﾞﾙなﾈｯﾄﾜ-ｸであること｡先進国で提供されているｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上の

ｻ-ﾋﾞｽは､原則として途上国でも分け隔てなく享受することができる｡

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽは､上記のような特徴を教育に応用した多様な教育機会の

提供を目的にする場合もある｡たとえば､社会人学生の学習支援はその代表的

な例だろう｡面接授業時間には会社に出社し､夜にe-Leamingで受講するという

ｽﾀｲﾙは､社会人学生の増加にともなってよく見られる光景になりつつある｡

また､世界に向けた知識共有や､生涯学習を目的とした地域貢献事業なども､

講義の意味では多様な教育機会を提供するための取り組みの-種であると云え

る｡

2.2実施上の制約

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの歴史は浅く､必要性や重要性は認識し始められているも

ののまだ十分とは言い難い｡そのため､法整備が十分でなかったり､誤解や不

十分な理解に基づいてｻ-ﾋﾞｽ方針が決定されたりすることもあり､そのこと

に起因してさまざまな制約が生じる｡また､多様で複雑な目的を実現するため､

ｼｽﾃﾑもさまざまな技術を有機的に複合させたものとなることが多く､その

ために技術的な制約に直面することもある｡

このような制約は､目的の実現を阻む壁になることもあり､制約のために目
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的の縮小や変更を余儀なくされることもある｡また､ｻ-ﾋﾞｽの構成要素を取

捨選択する際にも､大きな影響を及ぼすことは云うまでもない｡

ここでは､ｻ-ﾋﾞｽを構築する上で上記のように目的と並んで重要な､さま

ざまな制約条件について整理する｡

2.2.1著作権

教育分野､特に高等教育の講義体系に関係する法的制約としては､著作権法

が挙げられる｡

我が国における著作権は､昭和45年5月6日に施行された著作権法により定義､

規定されており､国内外の社会情勢に加味して適宜改正､変更されている｡

著作権法の目的は､著作権法第1章総則第1節通則第1条に｢著作物並びに

実演､ﾚｺ-ﾄﾞ､放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこれに隣接する権

利を定め､これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ､著作者等の権利の

保護を図り､もって文化の発展に寄与すること｣と明記されており､著作権法第

1章総則第1節通則第2条(定義)によると､著作物とは｢思想又は感情を創作

的に表現したものであって､文芸､学術､美術又は音楽の範囲に属するもの｣

であり､著作者とは｢著作物を創作する者｣と定義されている｡

この条項内にある遠隔教育およびe-Leamingに特に関係する用語定義としては

｢公衆送信｣ ｢放送｣ ｢有線放送｣ ｢自動公衆送信｣ ｢送信可能化｣等が挙げ

られる｡これらの定義は図3に示す｡

e-Leamingや遠隔授業で利用される講義資料としてのﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂの

配布も､その形態に応じて用語が異なる｡

たとえば､公衆によって直接受信されることを目的として無線通信又は有線

電気通信の送信を行うことを､公衆送信､というため､ e-Leamingにおいて講義

資料としてのﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂを､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを用いて送信すること

は｢公衆送信｣に該当する｡この公衆送信のうち､公衆によって同-の内容の

送信が同時に受信されることを目的として行う無線通信の送信のことを､放送､

とし､放送のうち､有線電気通信の送信のことを有線放送というため､遠隔授

業のように､同時性が必要となる講義資料の送信は｢放送｣に該当し､さらに

それが有線按続で実現されている場合は｢有線放送｣に該当する｡また､公衆

送信のうち､放送又は有線放送に該当するものを除き､公衆からの求めに応じ

自動的に行うものは自動公衆送信と定義されているため､ Web上にある講義資
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著作権法第1章総則第2節通則

(定義)

第2条

7の2.公衆送信

公衆によって直接受信されることを目的として無線通信又は有線電気通信の送信(有線電気通信設備

で､その-の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同-の構内(その構内が2以上の者の占有に

属している場合には､同-の者の占有に属する区域内)にあるものによる送信(ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの著作物の

送信を除く｡ )を行うことをいう｡

8.放送

公衆送信のうち､公衆によって同-の内容の送信が同時に受信されることを目的として行う無線通信の

送信をいう｡

9.放送事業者

放送を業として行なう者をいう｡

9の2.有線放送

公衆送信のうち､公衆によって同-の内容の送信が同時に受信されることを目的として行う有線電気通

信の送信をいう｡

9の4.自動公衆送信

公衆送信のうち､公衆からの求めに応じ自動的に行うもの(放送又は有線放送に該当するものを除く｡ )

をいう｡

9の5.送信可能化

次のいずれかに掲げる行為により自動公衆送信し得るようにすることをいう｡

ｲ公衆の用に供されている電気通信回線に接続している自動公衆送信装置(公衆の用に供する電気通

信回線に接続することにより､その記録媒体のうち自動公衆送信の用に供する部分(以下この号におい

て｢公衆送信用記録媒体｣という｡ )に記録され､又は当該装置に入力される情報を自動公衆送信する

機能を有する装置をいう｡以下同じ｡ )の公衆送信用記録媒体に情報を記録し､情報が記録された記録

媒体を当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体として加え､若しくは情報が記録された記録媒体を

当該自動公衆送信装置の公衆送信用記録媒体に変換し､又は当該自動公衆送信装置に情報を入力するこ

と｡

ﾛその公衆送信用記録媒体に情報が記録され､又は当該自動公衆送信装置に情報が入力されている

自動公衆送信装置について､公衆の用に供されている電気通信回線-の接続(配線､自動公衆送信装置

の始動､送受信用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの起動その他の-連の行為により行われる場合には､当該-連の行為の

うち最後のものをいう｡ )を行うこと｡

図3 :遠隔教育に特に関係する著作権法での用語定義
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著作権法第2章著作者の権利第3節権利の内容第5款著作権の制限

(学校その他の教育機関における複製等)

第35条

学校その他の教育機関(営利を目的として設置されているものを除く｡ )において教育を担任する者

及び授業を受ける者は､その授業の過程における使用に供することを目的とする場合には､必要と認め

られる限度において､公表された著作物を複製することができる｡ただし､当該著作物の種類及び用途

並びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は､この限りで

ない｡

2公表された著作物については､前項の教育機関における授業の過程において､当該授業を直接受け

る者に対して当該著作物をその原作品若しくは複製物を提供し､若しくは提示して利用する場合又は当

該著作物を第3 8条第1項の規定により上演し､演奏し､上映し､若しくは口述して利用する場合には､

当該授業が行われる場所以外の場所において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信(自動公衆送

信の場合にあっては､送信可能化を含む｡ )を行うことができる｡ただし､当該著作物の種類及び用途

並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は､この限りでな

い｡

図4 :改正平成15年6月18日･法律85号著作権第2章第3節第5款第35条

料を受講者が予復習の目的で利用する場合は｢自動公衆送信｣となる｡送信可

能化については､ (ｲ)の場合は､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ等の公共電気通信回線に接

続されている端末で､講義資料などが記録されている媒体が見えるようにした

り直接入力したりすることであり､ (ﾛ)はたとえば講義資料が保存されてい

るﾉ-ﾄPCをｲﾝﾀ-ﾈｯﾄに接続するように､記録媒体や装置を公共電気通

信回線に接続することを示している｡

この著作権法の中で､教育機関､特にe-Leamingや遠隔教育に最も密接に関わ

る条文は､著作権法第2章第3節第5款の､第35条(学校その他の教育機関におけ

る複製等) ､第36条(試験間題としての複製等)である｡

教育に係る権利制限の拡大に関する条項を列挙すると以下のようになる｡

･教育機関における児童生徒等による複製(著35条1項)

･授業の同時中継に伴う教材等の公衆送信(著35条2項)

･試験問題としての公衆送信(著36条1項)

以下にその条文を抜粋する｡

図4､ 5にあるように､著作権法は､平成15年6月(施行日は平成16年1月1日)

-36-



著作権法第2章著作者の権利第3節権利の内容第5款著作権の制限

(試験問題としての複製等)第36条

公表された著作物については､入学試験その他人の学識技能に関する試験又は検定の目的上必要と認め

られる限度において､当該試験又は検定の問題として複製し､又は公衆送信(放送又は有線放送を除き､

自動公衆送信の場合にあっては送信可能化を含む｡次項において同じ｡ )を行うことができる｡ただし､

当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することと

なる場合は､この限りでない｡

2営利を目的として前項の複製又は公衆送信を行う者は､通常の使用料の額に相当する額の補償金を著

作権者に支払わなければならない｡

図5 :改正平成15年6月18日･法律85号著作権第2章第3節第5款第36条

の著作権法の-部改正によって､社会情勢を加味した形で以下のように制約を

-部緩和している｡

･授業での使用を目的として例外的に無許諾で教材等の複製は､ ｢教育を担任

する者｣限定ではなく､ ｢授業を受ける者｣にも可能

･遠隔地で同時中継の授業を受ける生徒等向けに例外的に無許諾で公衆送信可

能

･ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ等を利用して試験を行う場合に､試験問題として著作物を例

外的に無許諾で公衆送信可能

2.2.2設備ｺｽﾄ

eﾗ-ﾆﾝｸﾞﾏｶﾞｼﾞﾝ*2によると､ 2002年3月20日から4月15日､ 5月5目から5

月30目､6月5目から6月30目の3回に､eﾗ-ﾆﾝｸﾞﾏｶﾞｼﾞﾝ上で行ったe-Leaming

導入ｺｽﾄに関するｱﾝｹ-ﾄの内､第2回目ｱﾝｹ-ﾄおよび第3回目は､手

軽な100万円以内が主流であった｡

このｱﾝｹ-ﾄでは1000万円以上かけている会社も､本格的導入に踏み切っ

ている会社も多少はある､という見方ができる-方で､現在では､企業だけで

なく大学でも､ e-Leamingの導入および運営を他企業-外注するﾆｭ-ｽを目に

するようになった｡

これは､ e-Leamingが､対象とする規模や目的によって初期導入ｺｽﾄや運用

ｺｽﾄが異なり､導入時に必要なｺｽﾄの見積もりが困難であるだけでなく､

* 2http :"www･nextet･net/e-leaming/
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ｾｷｭﾘﾃｲ対策やｼｽﾃﾑの管理維持等の運用も複雑化していることが原因

と考えられる｡これらの対策を行う自信や時間がなく､特に教育担当部門では

積極的に関与したくないという風潮があるため､例えば､埼玉大学では2005年4

月より､ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀを活用した新たな英語教育｢cALL｣ｼｽﾃﾑの共同開発･

運用保守を日本電気株式会社pEC)に外注している*3｡

本論文では､高等教育の場としての大学にe-Leaming設備を設計･導入するた

めに予想し､概算されるべき初期ｺｽﾄを以下のように考える｡

･e-Leamingに関わる設備(ｼｽﾃﾑ･ﾈｯﾄﾜ-ｸ)の購入

･独自に開発する場合は､その開発ｺｽﾄと時間

･ｼｽﾃﾑおよびﾈｯﾄﾜ-ｸの設計と､それに携わる人員

･導入するe-Leamingを有効に利用するための人員育成にかかる時間

･導入するe-Leamingの告知･教育･啓蒙

目的に即した規模とｾｷｭﾘﾃｲおよび運用ﾎﾟﾘｼを考え､この初期ｺｽﾄ

と､運用に関わるｺｽﾄを概算･合算した上で適期的にe-Leamingの導入効果を

定期的に測る必要がある｡その上で､e-Leamingによる教育効果を上げるために､

教育環境や受講対象の規模拡大･縮小､ｺﾝﾃﾝﾂの充足､ｽﾀｯﾌの増員な

どを含む超中期的な運営戦略を考える必要がある｡

2.2.3運用ｺｽﾄ

慶鷹義塾大学政策･ﾒﾃﾞｨｱ研究科では､ 21世紀coEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｢次世代ﾒ

ﾃﾞｨｱ･知的社会基盤｣を実施しており､ e-Leamingの技術･実証両面からの研

究も含まれている｡この研究の拠点となるVCOM[4]は､慶応義塾大学sFC研究

ｺﾝｿ-ｼｱﾑの-つとして､ 1995年5月から慶応義塾大学金子郁容研究室を中

心として運営されている｡

その研究活動の-環として､慶鷹義塾大学政策･ﾒﾃﾞｨｱ研究科の金子研究

室が､全国の私立大学でe-Leamingを実施している教員ないし担当部署職員を対

象にe-Leamingについてのｱﾝｹ-ﾄを実施している*4｡

このｱﾝｹ-ﾄは､2003年3月から4月の間､ 335の大学を対象に回答率41%(136

大学)で行っており､ ｢導入上の課題｣として上げられたものの上位5位は､以

* 3hq3://www.nec.co.]p/press/ja/050 1/1 902･html

* 4http ://wwwIVCOm･Orj p/e-leaming/

-38-



下の5項目であった*5｡

･学生･教官のe-1eamingｼｽﾃﾑの利用指導･ｻﾎﾟ-ﾄ体制

･利用可能なe-1eaming用ｺﾝﾃﾝﾂの学内制作

･導入のための学内(学部･学科･教員)のｺﾝｾﾝｻｽづくり

･運用を含めた効果的なe-1eamingｼｽﾃﾑの設計

･ e-1eamingｼｽﾃﾑの維持･管理

このほかにも｢個人情報の漏洩防止･ｳｲﾙｽ対策･不正利用などｾｷｭﾘﾃ

ｲの確保｣や｢e-1eamingｼｽﾃﾑ導入予算の確保｣などに多くの回答が得られ

ている｡また､活用のﾒﾘｯﾄとして｢大学運営ｺｽﾄ(教官人件費･施設費

など)が削減できる｣と回答したのはわずか8団体であり､全体の6%にも満たな

い*6

このｱﾝｹ-ﾄからもわかるように､大学を含む多くの経営体は､その組織

目的を達成するために､ ｢物的資源｣ ｢情報的資源｣ ｢人的資源｣を獲得･開

発し､環境のﾆ-ｽﾞに応じてそれらを有効に活用する必要がある｡高等教育の

場としての大学に導入されたe-Leaming設備を管理･運用･維持するためには､

以下のｺｽﾄが予想される｡

･講義資料や試験などのｺﾝﾃﾝﾂ作成･開発に関わる人員と時間

･講義資料や試験などのｺﾝﾃﾝﾂ作成のための編集機材

･導入されたe-Leaming環境で講義をｻﾎﾟ-ﾄする人員と機材

･導入されたe-Leaming環境を維持･保守する人員と機材､時間

･受講者情報や著作権などのｾｷｭﾘﾃｲ対策のための人員､機材

･環境の変化に伴う人員の育成と機材の入れ替え

･教育管理ｺｽﾄ(教員が本来管理すべき情報の情報化に伴うｺｽﾄ)

導入されたe-Leaming環境で講義をｻﾎﾟ-ﾄしたり環境を維持･保守したりす

る人員､またはｾｷｭﾘﾃｲ対策やｺﾝﾃﾝﾂ作成に関わる人員については､

人的資源開発(HRD: Human Resources Development)と言い換えることができる｡

人的資源開発は､人的資源の獲得･開発に関わる活動であり､ ｢経営体の将

来の人的資源の需要を予測し､経営体の戦略の実現に必要な人的資源を確保す

るために実施される-連の活動｣と定義される｡これらは､具体的には､ HRP

(Human Resource Plaming:人的資源計画)､ HRD (Human Resource Development:

* 5hflp ://www.vcom. or.)p/e-leaming/kadai.hlml

* 6hflp :Nww.vcom. or)p/e-leaming/meril.hlml
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人的資源開発)､ HRU (Human Resource Utilization‥人的資源活用)という三つの側

面から成り立っており､採用･選抜･配置から組織設計･開発､教育･訓練ま

でを含む広範な活動である｡学習計画や教材個々の質について教育工学的な手

法を用いて科学的に分析するｲﾝｽﾄﾗｸｼｮﾅﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾝ(ID: Instructional

Design)等の分野の研究開発成果を含め､人事管理の枠を超えたより包括的な概

念としてとらえる必要があり､必要十分なｺｽﾄの算定が最も困難な部分であ

ると云える｡

2.2.4視聴環境

商用ｵﾍﾟﾚ-ﾃｲﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑやｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝ･ｿﾌﾄｳｪｱの歴史

は､淘汰と独占､および､若干の多様化による寡占の繰り返しであった｡この

数年､ある種の独占状態にあった市場はふたたび寡占状態に突入し､利用者は

いくつかのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑから自分の好みによって選択できる環境ができつ

つある｡

利用者に選択肢が与えられることは-般的に好ましいことであるが､

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの提供者にとっては､ある種の制約となる場合がある｡たと

えば､ wBTとしてｻ-ﾋﾞｽを提供する場合を考えてみよう｡ wBTではｺﾝﾃﾝ

ﾂ提供にWorld Wide Webの技術を利用するため､利用者のｲﾝﾀﾌｪｲｽは

Webﾌﾞﾗｳｻﾞになる場合がほとんどであろう｡そこで高度なｲﾝﾀﾌｪｲｽを実

現する場合には､特定のWebﾌﾞﾗｳｻﾞに特化した機能を暗に利用してしまうこと

も多く､結果として他のﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを排除してしまう可能性がある｡

このような問題を解決するような汎用的なｲﾝﾀﾌｪｲｽの構築も､技術的

には可能であるが､構築ｺｽﾄの増加は免れることができない｡また､運用中

に間題が発生する可能性も高くなり､運用ｺｽﾄの増加にもつながる可能性が

ある｡

2.2.5教員の認識

ﾌｱｶﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄの項でも述べたように､日本の大学におけ

る教育の役割が重視されていたのは平成13年頃からである｡しかし､長らく授

業が教員の聖域のように扱われていたこともあり､ ｢授業の評価｣に基づくﾌ

ｱｶﾙﾃｲ･ﾃﾞﾍﾞﾛﾂﾌﾟﾒﾝﾄの概念に対して､いくらかの抵抗が認められる

ことも否定できない｡同様に､教育に対する著作権の例外規定を拡大解釈し､

さまざまな方向で著作権法に抵触するような引用も見受けられる｡
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e-Leamingではさらにその傾向が大きい｡特に､授業の公開による透明化や質

的改善が目的に盛り込まれると､過剰なまでの拒否反応によって断念に追い込

まれるｹ-ｽもあるだろう｡また､付加価値向上や知識共有を目指した公開で

は､講義資料に著作物が含まれるために著作権処理が必要となり､そのために

公開範囲を当初の目標よりも大幅に制限する例もある｡

この間題は制約条件の-つとして列挙しているが､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを提供

する側から見たときの外的要素に基づくものではない｡したがって､ e-Leaming

の目的にかかわらず､ e-Leamingによる授業公開の意味､それにともなう講義の

収録や講義資料の公開､講義資料に引用する著作物とそれに関連する著作権法

の十分な理解など､教員の間に高い意識を浸透させることが重要である｡この

ような取り組みを続けることで､教員の認識改善によってこの制約はなくなる

だろう｡

2.3まとめ

本章では､実際に運用されているe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの調査に基づいて､高等

教育におけるe-Leamingを実施する目的と､ｻ-ﾋﾞｽを実施する際のｺｽﾄ上､

制度上､その他の制約条件を分析した｡

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの目的に関しては､組織内の自習支援や授業補助の他にも､

大学の付加価値向上や授業の質的向上など､多くの副次的効果を目的としてと

らえたｻ-ﾋﾞｽが多い｡このような目的は､総じてﾈｯﾄﾜ-ｸを経由するこ

とによる､時間的･空間的な解放というe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの特性を活用したも

のであり､世界に広く大学の情報を知らしめるという共通点がある｡面接授業

だけでは得ることが難しかった効果を､ e-Leamingの特性をうまく利用した物で

あるといえるだろう｡

逆に､世界に広く公開することがさまざまな制約を生み出していることもわ

かった｡その中でももっとも顕著なのは著作権に関する問題であろう｡また､

ﾕ-ｻﾞ環境の多様化やｱｸｾｽ数増加によるｺｽﾄ問題なども挙げられる｡こ

のような制約をどのように解決していくかが､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの目的を達成

するための重要な分岐点となる｡
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3 e-Learningの構成要素に開する考察

前章では､運用中のe-Leamingｻ-ﾋﾞｽに対する調査に基づいて､高等教育に

おけるe-Leamingの目的と実施上の制約条件を整理した｡

本章では､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構成するさまざまな要素について整理する｡

これらの要素は技術的なものや､ｻ-ﾋﾞｽに対する考え方なども含む｡そして､

前章で列挙した目的と制約条件が､これらの要素を複雑に束縛することを示し

ながら､場合に応じた最適と思われる解を提示する｡

3.1公開範囲

ｺﾝﾃﾝﾂを取得･視聴することができる範囲を､ｺﾝﾃﾝﾂの公開範囲と

呼ぶ｡ｺﾝﾃﾝﾂを｢誰に見せたいか｣ ､あるいは｢誰に見ることを許可する

か｣ということは､ｻ-ﾋﾞｽの目的から直結している事項である｡また､主に

著作権に関する間題などから､公開範囲は今回の分析の対象としている項目の

なかでも､もっとも制約が厳しいもののひとつでもある｡このような制約から､

当初の予定されていた目的が変更されることも少なくない｡

公開範囲は､大別して-般に広く公開する場合と､特定の組織やｸﾞﾙ-ﾌﾟに

限定して公開する場合がある｡ここでは､これらの公開範囲に制約を与える事

項と､それによって影響される項目に関して分析する｡

3.1.1一般公開

-般公開には､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽ-のｱｸｾｽをﾈｯﾄﾜ-ｸ的に広く公開

する方法と､ｻ-ﾋﾞｽ-ｱｸｾｽできる端末の利用を広く公開する方法の2種類

がある｡

Pﾈｯﾄﾜｰｸ･ｱﾄﾞﾚｽによって制限した上で-般公開

この方法は､特定の端末からのみのｱｸｾｽを許可するものである｡端末の

利用者は限定しない｡ -般的には､組織内ﾈｯﾄﾜ-ｸのｱﾄﾞﾚｽ･ﾌﾞﾛﾂｸ

からのｱｸｾｽのみを許可し､そのｱﾄﾞﾚｽ･ﾌﾞﾛﾂｸ内に公共端末を設置す

る｡来訪者は自由に公共端末からｺﾝﾃﾝﾂにｱｸｾｽすることができる｡公

共端末の設置場所としては､その目的から公共性の高い空間に設置することが

望ましい｡たとえば､大学においては図書館などが利用できるだろう｡
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この方法は､公共端末-の物理的なｱｸｾｽが必要になるため､多数の-般

利用者の目に触れることは難しい｡したがって､講義の公開による大学運営の

透明化､および､大学の付加価値向上といった目的には適していない｡逆に､

緩やかに地理的に束縛されたｻ-ﾋﾞｽを提供することになるため､地域貢献事

業にはやや適している｡

-方､著作権の面からは大きな利点がある｡ｺﾝﾃﾝﾂを送信するためのｻ

-ﾊﾞと公衆端末が同-構内にある場合､その通信は著作権法第-章第二節第二

条7の2によって､公衆送信として扱われない*7｡この除外規定によって､構内ﾈ

ｯﾄﾜ-ｸ上で交換される通信については､公衆送信権については免除される｡

したがって､ｺﾝﾃﾝﾂに著作物が含まれている場合でも､権利処理をおこな

わずして公開できる可能性がある*8｡

また､ -般利用者がｺﾝﾃﾝﾂにｱｸｾｽする端末は､たかだか公共端末の

台数に限られる｡このため､設計段階では組織内利用者のｱｸｾｽ数を見積も

るだけで､最大ｱｸｾｽ数の見積もりを立てることができる｡これにより､ｻ

-ﾊﾞに過剰投資する危険を回避することができ､効果的な投資を実現しやすい｡

さらに､ -般利用者のｱｸｾｽ環境は組織側で公共端末内に用意したもので

あるため､ﾌﾞﾗｳｻﾞや動画再生ｿﾌﾄｳｪｱの互換性間題によって､ e-Leaming

ｻ-ﾋﾞｽを正常に利用できないという事態を回避できる｡

■ﾈｯﾄﾜｰｸ的に制約しない一般公開

大学の付加価値の向上や知識共有を目的とする場合は､どこからでもｱｸｾ

ｽできることが重要になる｡たとえば､遠隔地に住む受験希望者が授業の祝聴

を希望した場合､大学までの来訪を要求するのは現実的ではないだろう｡した

がって､このような場合にはﾈｯﾄﾜ-ｸ的なｱｸｾｽ制限をせずに､ｻ-ﾋﾞ

ｽを公開･提供しなければならない｡

この方法でもっとも問題となるのはｺﾝﾃﾝﾂの著作権である｡ -般公開に

よって不特定多数のものがｺﾝﾃﾝﾂをﾈｯﾄﾜ-ｸ経由で送信する場合､そ

*7ただし､ｻ-ﾊﾞと公衆端末の間がすべて有線で接続されている必要がある｡これは著作権法が､構内

無線通信が-般的でなかった時代に策定されたからで､法整備が現状に追いついていない-例であると

いえるだろう｡

*8公衆送信権が免除される場合､ｺﾝﾃﾝﾂをﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲに表示するには､上映権が必要となること

もある｡すでにいくつかの判例もあるが､詳細については個々に確認しなければならないだろう｡
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れは公衆送信と認められる｡この場合は教育に対する例外規定が適用されず､

いかなる場合でも必ず著作権処理が必要になる｡ WWWのように､視聴者からの

ｱｸｾｽ要求駆動で送信されるｺﾝﾃﾝﾂに対しても､ 1997年から｢送信可能

化権｣として著作権の対象となっており､同様に著作権処理が必要である｡著

作権に関しては､本章3.7節を参照されたい｡

また､ｼｽﾃﾑの設計段階における､同時ｱｸｾｽ数の見積もりが困難であ

るという間題もある｡特に最大同時ｱｸｾｽ数に関しては､その見積もりが窮

めて困難である｡これは､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄでのｺﾝﾃﾝﾂに対するｱｸｾｽ傾

向は､ﾒﾃﾞｨｱでの露出などの影響に左右されやすく､ﾊﾞ-ｽﾄ性を持ちやす

いためである｡実際､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄで公開されているさまざまなｺﾝﾃﾝﾂ

のなかには､そのｺﾝﾃﾝﾂが報道されたことによってｱｸｾｽが集中し､ｻ

-ﾋﾞｽの-時停止とｼｽﾃﾑの増強を迫られた例も少なくない｡したがって､

ｱｸｾｽ制限をしない-般公開ｻ-ﾋﾞｽのｼｽﾃﾑ設計に際しては､最大ｻ-

ﾋﾞｽ容量を超えるｱｸｾｽについては保証しないというﾎﾟﾘｼに基づいて､あ

らかじめ最大ｻ-ﾋﾞｽ容量を決定しておくことが重要だろう｡このことが､ｼ

ｽﾃﾑ-の過剰投資を防ぐと共に､ｱｸｾｽ集中によるｻ-ﾋﾞｽ停止が発生し

た際に､あわてずに対処できるようにするための礎となる｡

さらなる間題は､ｻ-ﾋﾞｽ利用者の視聴環境の多様性にある｡視聴者がどの

ようなﾈｯﾄﾜ-ｸ環境からｱｸｾｽしてくるか､あるいは､どのようなｵﾍﾟ

ﾚ-ﾃｲﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑを利用し､その上でどのようなﾌﾞﾗｳｻﾞや動画再生ｿ

ﾌﾄｳｪｱなどを利用するかは､あらかじめ想定することができない｡特に､

知の体系化と開放を目的として国際化したｺﾝﾃﾝﾂを発信する場合には､発

展途上国を中心とした海外からのｱｸｾｽを想定しなければならない｡そこで

は､視聴者側に十分な帯域のﾈｯﾄﾜ-ｸや､十分な性能の計算機を期待する

ことはできず､そのような環境においても十分に利用できるようなｺﾝﾃﾝﾂ

設計が必要となる｡ｺﾝﾃﾝﾂに関しては本章3.2節を参照されたい｡

3.1.2組織内公開

知識共有や大学付加価値の向上など､ -般公開を必要とする目的が特になけ

れば､組織内公開､あるいは､組織間で連携する場合には､それらの組織内に

閉じた公開で十分である｡ｻ-ﾋﾞｽの利用者があらかじめ想定できるために､

同時ｱｸｾｽ数などが予測しやすく､初期設計や追加の設備投資がしやすい｡

このような公開を実現するためには､ｻ-ﾋﾞｽ-ｱｸｾｽできるｱﾄﾞﾚｽを
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制限する方法と､ｻ-ﾋﾞｽ-のｱｸｾｽを認証によって制限する方法がある｡

■ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｱﾄﾞﾚｽによる制限

この方法は､ｻ-ﾋﾞｽにｱｸｾｽできるｱﾄﾞﾚｽを､特定のｱﾄﾞﾚｽ･ﾌﾞﾛ

ｯｸのみに制限する方法である｡ｱｸｾｽ認証と組み合わせない単純なｱﾄﾞﾚ

ｽ制限の場合には､組織の来訪者がﾈｯﾄﾜ-ｸ-接続した際に､その来訪者

がe-Leamingｻ-ﾋﾞｽにｱｸｾｽできることとなる｡この意味で､単純なｱﾄﾞﾚ

ｽ制限だけでは､ｱﾄﾞﾚｽ制限した上での-般公開とさほど大きな違いはない｡

したがって､なんらかの利用者認証と組み合わせることが必要であろう｡

すでに｢ﾈｯﾄﾜ-ｸ･ｱﾄﾞﾚｽによって制限した上で-般公開｣において

述べたように､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを提供するｻ-ﾊﾞと視聴者のｸﾗｲｱﾝﾄが

同-構内にあれば､ｺﾝﾃﾝﾂの送信は公衆送信として扱われない｡したがっ

て､論理的な"ｱﾄﾞﾚｽ･ﾌﾞﾛﾂｸ"が地理的な=構内"に束縛されており､そのよ

うなｱﾄﾞﾚｽ･ﾌﾞﾛﾂｸのみからのｱｸｾｽを許可するような制限をかければ､

ｺﾝﾃﾝﾂの公開に公衆送信権に関する権利処理を必要としない*9｡

-方､大学ｷﾔﾝﾊﾟｽの地理的分散に対応することを目的としている場合や､

他大学との連携のなかで授業を共有する場合などでは注意が必要である｡すな

わち､他のｷﾔﾝﾊﾟｽに設置されたｻ-ﾊﾞからのｺﾝﾃﾝﾂ取得は公衆放送と

して認められることが多く､その場合は送信可能化権の取得が必要であるため､

すべてのｺﾝﾃﾝﾂで例外なく著作権処理が必要となるのである｡

■ｱｸｾｽ認証による制限

単位認定を目的とした場合は､学習進捗管理や成績管理を実現するために履

修登録が必要であるから､自ずとｱｸｾｽに認証が必要となる｡ -方､組織の

構成員に関する情報は､基本的に組織によって管理されていると考えてもよい｡

これを利用し､均-に全ての構成員に対してｱｶｳﾝﾄを発行することで､認

証を経由した自由なｱｸｾｽを実現するという方法も考えられるだろう｡この

ような方式は､講義補助や自習支援などの目的に合致する｡

認証によるｱｸｾｽ制限の実現には､利用者情報の管理が必須である｡この

情報には-般的に個人情報などを含むため､ｱｸｾｽ認証をおこなわない

e-Leamingｼｽﾃﾑと比すると､その管理維持には大きな運用ｺｽﾄが見込まれ

*9同様に､上映権など他の著作権については個々に確認する必要がある｡
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る｡特に並行して-般-も公開する場合には､利用者情報の流出を防ぐために､

ｼｽﾃﾑを分離することも視野に入れなければならない｡

認証によってｱｸｾｽを特定の利用者のみに限定していたとしても､著作権

に関してはやはり注意を要する｡上記の場合と同様に､組織外ﾈｯﾄﾜ-ｸか

らのｱｸｾｽは､公衆放送として認められる可能性があるためであり､送信可

能化権の取得が必要となる場合がある｡

ただし､この問題が解決された場合は､受講者にとって利便性の高いｻ-ﾋﾞ

ｽになる｡すなわち､ e-Leamingｼｽﾃﾑ-のｱｸｾｽ権限さえあれば､自宅な

どの組織外からｺﾝﾃﾝﾂにｱｸｾｽできるため､真に時間や場所の制約から

解放されるのである｡

3.2ｺﾝﾃﾝﾂ構成

e-Leamingで提供するｺﾝﾃﾝﾂは､文字や静止画などの静的なものと音声や

動画などの動的なものがある｡これらが単独でもちいられることは少なく､ -

般的には複数の要素からｺﾝﾃﾝﾂを構成する｡

なお､既出の平成13年文部科学省告示第五十-号によれば､ e-Leamingで大学

が履修させることができる授業は､ ｢通信衛星､光ﾌｱｲﾊﾞ等を用いることに

より､多様なﾒﾃﾞｨｱを高度に利用して､文字､音声､静止画､動画等の多様

な情報を-体的に扱うもの｣と定めている｡また､平成10年の大学通信教育設

置基準の-部改正により､電子化された文字や写真などによって構成された教

材は､ ｢印刷教材その他これに準ずる教材｣とされた｡

以上のことから､ e-Leamingのｺﾝﾃﾝﾂを静的なもののみで構成した場合､

それは｢印刷教材等による授業｣と解釈され､ ｢ﾒﾃﾞｨｱを利用して行う授業｣

としては単位を認められない｡単位認定を目的としてｻ-ﾋﾞｽを提供する場合

には､このことに留意してｺﾝﾃﾝﾂの構成を検討する必要がある｡

3.2.1ｺﾝﾃﾝﾂの種類

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄで交換される情報は単-のﾒﾃﾞｨｱから成るものではなく､

複数のﾒﾃﾞｨｱが組み合わされたものが多い｡特にWebで配信されているｺﾝﾃ

ﾝﾂは､その傾向が顕著である｡ WBTを主流とするe-Leamingにおいても､その

傾向に沿う形でさまざまなﾒﾃﾞｨｱを駆使したｺﾝﾃﾝﾂが提供されている｡
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■静止画や文字による資料

静止画や文字は音声や動画像と比較して情報量が小さく､そのためにｲﾝﾀ

-ﾈｯﾄの賓明期から情報交換ﾒﾃﾞｨｱの主力として利用されてきた｡また､

音声や動画像を編集するための環境は今でも広く普及しているとは云えず､計

算機の性能向上やﾈｯﾄﾜ-ｸの帯域増加が顕著な現在においても､個人が生

成する情報の多くは文字と静止画によるものである｡講義資料においてもこの

傾向は大きく変わるものではなく､音声や動画像を必要とする特殊なｶﾘｷｭ

ﾗﾑをのぞいて､ Adobe社の提唱するPDF (Portable Document Fomat)や､ Microso氏

社のPowerPointなどが利用されている｡

このように､静止画や文字による資料は広く利用されていることもあり､

e-Leaming向けの再配布にもｺｽﾄが小さいという特徴がある｡また､資料に簡

単なｱﾆﾒ-ｼｮﾝを含めることができるようになってきており､表現の貧弱

さを補うことができる｡さらに､受信者のﾈｯﾄﾜ-ｸ環境や計算機環境に対

しても､基本的に特別なものを要求することはない｡このため､利用者環境を

予測できないような範囲に公開する場合には､静止画や文字だけで構成された

ｺﾝﾃﾝﾂを準備することも､利用者に対する配慮として重要である｡

■音声や動画像

前述のように､単位認定を目的としたｻ-ﾋﾞｽを提供する場合には､音声や

動画像などの動的ｺﾝﾃﾝﾂを複合的に利用することが必須となる｡しかし､

単位認定を目的としない場合であっても､動的ｺﾝﾃﾝﾂの表現力の豊かさか

ら､ e-Leamingのｺﾝﾃﾝﾂには動的ｺﾝﾃﾝﾂを組み入れる場合が多い｡これ

は､視覚と聴覚に訴えることによって深い理解を促すというねらいがある｡ま

た､語学のように学習内容の性質上､動的ｺﾝﾃﾝﾂが必要不可欠なものも少

なくない｡

-方､表現の豊かさと引き替えに､視聴者にはある程度以上の環境を要求す

ることに注意しなければならない｡たとえば､音声や動画は文字などと比較し

てより大きな帯域を消費するのに加え､視聴中は継続してその帯域を消費し続

ける｡

また､多くの再生ｿﾌﾄｳｪｱは､再生開始時にﾊﾞｯﾌｱﾘﾝｸﾞと呼ばれる

処理をおこなう｡ﾊﾞｯﾌｱﾘﾝｸﾞは､ｸﾗｲｱﾝﾄ内にあらかじめ-定量のﾃﾞ

-ﾀを蓄積しておくことで､ﾈｯﾄﾜ-ｸの梅摸による再生が停止を防ぐため

の技術である｡しかし､狭帯域環境下ではﾊﾞｯﾌｱﾘﾝｸﾞがなかなか完了せず､
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実際に再生が始まるまでに多くの時間を要することがある｡この時間は､視聴

者の学習意欲を低下させるのに十分であろう｡したがって､動画像ｺﾝﾃﾝﾂ

を用意する際には､必要に応じて狭帯域環境下の視聴者に配慮し､適切な方式

と動画像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを選択しなければならない｡

3.2.2静的資料の生成

近年のﾃﾞﾊﾞｲｽの進化によって､多くの授業がﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ

での電子化資料投影を取り入れているが､依然としてﾎﾜｲﾄ･ﾎﾞ-ﾄﾞなどの

旧来の方法が適した授業もある｡ e-Leamingのｺﾝﾃﾝﾂとして静的資料を配布

するにあたり､その資料がもともとどのような素材について､電子化資料の場

合とそれ以外の場合に分類して考察する｡

■電子化資料

前述のように､電子化資料のﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝが広く利用されるようにな

っている｡特に､ Microso氏社製のPowerPointやApple社製のKeyNoteのような､ﾌﾟ

ﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝ専用ｿﾌﾄｳｪｱがよく利用されている｡

電子化資料を利用している場合には､公開に際するｺｽﾄを低く抑えること

ができること､および､ wBTによるe-Leamingｻ-ﾋﾞｽとの親和性の高さを期待

できる｡既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑのなかには､ -般的によく使われているいくつ

かのﾌｱｲﾙ形式を変換することなく､webﾍﾟ-ｼﾞとして直接出力できるものも

ある｡授業で使用したままの資料をそのまま配信できるため管理ｺｽﾄが低い｡

また､このような機能を持ち合わせていないｼｽﾃﾑでも､多くのｿﾌﾄｳｪ

ｱが資料をHTMLやpDFといった､ web技術と親和性の高いﾌｱｲﾙ形式に変換

することができる｡

-方､板書を進めていくことで深い理解を期待するような科目では､あらか

じめ用意されたものを表示していくだけの電子化資料は､基本的に利用できな

い｡また､受講者からの質疑に対して図示しながら応答する場合も､あらかじ

め準備された電子化資料の範囲を超えるものに関しては､板書で対応せざるを

得ない｡

このような板書による資料については､電子化するために次節で述べるよう

な手法をもちいる必要がある｡
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■電子化資料以外の媒体

即興性や柔軟性に優れた板書､あるいは､ﾉ-ﾄ-の記録を最低限に抑えて

講義-の集中力を高めるためのﾊﾝﾄﾞｱｳﾄなど､旧来の講義資料にも有利な

点は多く､それゆえにこれらは電子化資料と組み合わせて利用されることも多

い｡

その代表的なものが､電子ﾎﾜｲﾄ･ﾎﾞ-ﾄﾞとも云うべきｼｽﾃﾑであろう｡

従来の電子化資料をﾀﾌﾞﾚｯﾄ･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀからﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀを経由して投

影し､必要に応じてｽﾀｲﾗｽで手書き入力によって加筆する｡この入力はも

ちろんｺﾝﾋﾟｭ-ﾀに対するものであるから､電子化資料と同期して保存し､

後に加筆の様子までを再現しながら閲覧することができる｡

また､旧来のﾎﾜｲﾄ･ﾎﾞ-ﾄﾞをそのまま利用し､板書を赤外線などのｾﾝ

ｻ-で検出して電子化するｼｽﾃﾑもある*10｡入力にｺﾝﾋﾟｭ-ﾀを利用しな

いこの方式は､教員がｺﾝﾋﾟｭ-ﾀに不慣れであっても利用できる｡また､記

録には板書が進行する様子を含むため､授業の動画像や音声と組み合わせるこ

とで､実際の板書をあとから再現することも可能である｡

3.2.3動画像の収録方法

配信ｺﾝﾃﾝﾂに含まれる動画は､基本的に教員を撮影したものとなること

が多い｡この場合､どのような形で収録するかということも検討課題のひとつ

となる｡ここでは､ e-Leaming専用ｺﾝﾃﾝﾂとして収録する方法と､面接授業

を収録して流用する方法について考察する｡

表1 :動画像の収録方法の比較

(1) (2) (3) (4)

専用 ｺ ﾝ ﾃ ﾝ ﾂ の収録 ○ (〕 × ×

面接授業(手動収録) △ △ △ △

面按授業(自動収録) × × △ ○

(1)ｺﾝﾃﾝﾂの品質(2)著作権対応

(3)初期ｺｽﾄ(4)運用ｺｽﾄ

* 10 eBeam社のeBeam(hflp://www.ebeam.comnや､ｺｸﾖ社のmimio(http://Ⅵ-･kokuyomimioICOmりなどがよ

く利用されている｡
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■e-Learning専用ｺﾝﾃﾝﾂの作成

専用ｺﾝﾃﾝﾂとして動画像を収録する場合は､ e-Leamingでの受講者にとっ

て利便性の高いｺﾝﾃﾝﾂを作成できる｡たとえば､収録時間の調整や収録後

の編集作業などにより､内容ごとに完結したｺﾝﾃﾝﾂを作成できる｡面接授

業では､時間的制約によって内容の途中で終了することも多いが､このような

点で専用収録は質の高いｺﾝﾃﾝﾂを提供できる｡また､技術伝承のような実

技を含むｺﾝﾃﾝﾂでは手元の接写などの必要があるが､このような複雑なｺ

ﾝﾃﾝﾂの作成も可能となる｡

-方､この方法を採用するにはさまざまな面でのｺｽﾄに留意しなければな

らない｡初期ｺｽﾄとしては､撮影用機材や編集用機材は必須であるし､音響

などの面で既存講義室が収録に適さない場合には､専用ｽﾀｼﾞｵを設置するこ

とも考えられる｡

運用ｺｽﾄとしては､教員をはじめとするｺﾝﾃﾝﾂ作成に関わる人件費､

および､撮影および編集などの資源開発ｺｽﾄが挙げられる｡前者は､教員の

稼働が面接授業とは別の枠として必要であることに起因する問題であり､対面

授業以外に収録時間を必要とするということだけではなく､典型的にはｺﾝﾃ

ﾝﾂの構成の違いから､講義資料等の準備に要する時間に関しても勘案する必

要がある｡

また､専用ｺﾝﾃﾝﾂとしての晶質を確保するためには､動画像の収録や編

集に関する高度な知識と技術が必要である｡このような人材を組織内から供給

するためには､稼働費のほかに育成用として初期投資･および継続的な投資が

必要であるし､外注する場合にも収録機会に応じた出費が見込まれる｡後者の

資源開発ｺｽﾄは主にこのような用途で発生すると思われる｡

■面接授業の流用

面按授業を収録してe-Leamingのｺﾝﾃﾝﾂに流用するには､収録専用のｽﾀ

ﾂﾌを準備して手動で収録する方法と､講義室に固定ｶﾒﾗを設置して全自動

で収録する方法がある｡ここでは､それぞれを手動収録､および､自動収録と

呼ぶことにする｡

面接授業を流用する場合は､いずれの方法を利用するにしても､専用収録ほ

どの品質のｺﾝﾃﾝﾂを期待することはできない｡たとえば､ﾏｲｸの集音が

十分でなかったり､無線ﾏｲｸの電池が切れたりといった外乱が起こりうる｡

また､これらの外乱や受講者からの質問などで､予定の内容を消化せずに講義
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が終了することも多い｡

教員はあくまで講義室(遠隔授業の場合は遠隔地を含む)に居る受講者を主な

対象者として講義をするため､これらの外乱によって授業をやり直したり､授

業と本質的に関係のない外乱をすぐに解決したりすることはできない｡また､

そもそもﾏｲｸを使用せずに授業をしたり､途中で立ち位置を変更したりする

と､集音やｶﾒﾗでの追従に問題が発生したりすることもある｡

著作権についても注意を要する｡授業に利用するﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃ-ｼｮﾝ資料に

は､著作物の引用が含まれていることが多い｡したがって､ -般公開が必要な

場合には著作権処理が必要となるが､膨大な講義資料を全て確認するのは現実

的ではない｡

手動収録では､これらの問題のいくつかは緩和することができる｡たとえば､

外乱に対しては授業と並行して解決できるものもあるし､ﾏｲｸの使用の確認

や､教員の動きに追従した収録なども可能であろう｡さらに､学生との質疑に

対してもｽﾀｯﾌがﾏｲｸを持って対応することで､集音することができる｡

-方の自動収録では､講義室には講義する教員以外のｽﾀｯﾌがいないこと

が-般的であり､上記のように授業途中での外乱には対応できない｡また同様

にｽﾀｯﾌが居ないことから､ｶﾒﾗは講義室に据え付けて使わざるを得ない

ため､自動追従機能が装備されていない場合は教員の移動に対応できない｡学

生との質疑応答の集音に関しては､教員が質疑の内容を繰り返すなどの配慮が

必要である｡

以上のように､面接授業の流用は専用ｺﾝﾃﾝﾂの作成と比較して劣る印象

があるが､教員やｽﾀｯﾌの意識を高めることで多くの問題を解決できる｡た

とえば､授業資料は必ずｵﾘｼﾞﾅﾙを使うことを徹底すれば､引用に関する著

作権問題は発生しない｡また､手動収録の場合には､教員があらかじめ決めら

れたｻｲﾝを送ることで､公開に際して問題がある部分で収録を中断する､と

いう方法もとられている｡

さらに､ｺｽﾄ面で造かに有利であることにも注意しなければならない｡た

とえば､収録に携わるｽﾀｯﾌには高度な知識や技術が必要ないため､学生の

TA (TeachingAssistant)を採用することができる｡自動収録に関する設備投資は必

要ではあるが､運用ｺｽﾄはほぼ必要ないと言っても過言ではないだろう｡実

際､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを提供している多くの組織が､対面授業を流用したｺﾝ

ﾃﾝﾂを採用している｡
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3.2.4動画像配信ﾌﾟﾗﾂﾄﾌｵｰﾑ

動画像配信はさまざまな方式が開発され､栄枯盛衰を繰り返してきた｡現在

ではWindows Media 9, Real, QuickTimeの3種類の配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが主流に

なっている｡これらの動画像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの特徴を､表2にまとめた｡

表2 :動画像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの比較

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

Windows Media 9

Re al

QuickTime

△αooo△∂oo

△c△do o o x o

O△eO x △/× Og

(1)配信ｻ-ﾊﾞが無償で利用可能

(2)ｴﾝｺ-ﾀﾞが無償で利用可能

(3)再生ｿﾌﾄｳｪｱが無償で利用可能

(4)ﾏﾙﾁﾋﾞｯﾄﾚ-ﾄ対応

(5)再生ｿﾌﾄｳｪｱがﾏﾙﾁﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑで動作可能

(6)音声の多言語化対応

(7)著作権保護機能

α windows 2003 Serverに付属

b Windows/MacOSX/-部Linuxのみ

c商用利用を想定した仕様のものは有料

d商用利用を想定した仕様のものは有料

e QuickTime Proは有償

′Windows/MacO SXのみ

g ()uickTime Proのみ

TWindows Media 9

windows Media 9[5]は､ Microso氏社が提供している統合型ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑで

ある｡ｴﾝｺ-ﾀﾞ(wME; Windows Media Encoder)や再生ｿﾌﾄｳｪｱ(WMP;

windows Media Player)などが無償で配布されており､配信ｻ-ﾊﾞ(wMS; Windows

Media Server)に関しても､ Microsoft社のｻ-ﾊﾞ用ｵﾍﾟﾚ-ﾃｲﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑ

windows 2003 SeⅣerに付属している｡

Microsoft社はWindowsｵﾍﾟﾚ-ﾃｲﾝｸﾞ･ｼｽﾃﾑの開発元であるから､
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windowsMedia9を構成する各種のｿﾌﾄｳｪｱは､概してWindowsを動作環境

とする｡特に､ｺﾝﾃﾝﾂの作成者側のｼｽﾃﾑとしては､配信ｻ-ﾊﾞは上記

の通りWindows 2003 Server上での稼働となるし､ｴﾝｺ-ﾀﾞに関しても各種

windows上でのみの動作となる｡

-方､視聴者環境として再生ｿﾌﾄｳｪｱに目を向けてみると､若干の制限

はあるものの､ Windowsの他にもMacOSX対応版が無償で公開されている｡さら

に､ -部のLinuxではMicroso氏社からのﾗｲｾﾝｽ供与を受け､互換性のある再

生ｿﾌﾄｳｪｱを付属させて出荷している｡

windowsMedia9の最大の特徴は高速ｽﾄﾘ-ﾐﾝｸﾞ機能にある｡この機能は､

ﾌｱｽﾄｽﾀ-ﾄ､ﾌｱｽﾄｷﾔﾂｼｭ､ﾌｱｽﾄﾘｺﾈｸﾄと呼ばれる3つの

技術で構成されており､再生開始時のﾊﾞｯﾌｱﾘﾝｸﾞ時間をoに近づけると同時

に､不安定なﾈｯﾄﾜ-ｸでもできる限りとぎれない再生を実現している｡さ

らに､ﾏﾙﾁﾋﾞｯﾄﾚ-ﾄにも対応しており､視聴者のﾈｯﾄﾜ-ｸ帯域に応

じて最適な映像ｻｲｽﾞや音質に調整する機能を備えている｡これらの機能によ

り､不安定なﾈｯﾄﾜ-ｸでも安定した動画像をすばやく受信できると同時に､

広帯域ﾈｯﾄﾜ-ｸから狭帯域ﾈｯﾄﾜ-ｸまで､さまざまな環境にある再生

環境-の対応が可能となる｡

また､多言語化対応も大きな特徴のひとつである｡複数の言語に対応した音

声のなかから最適なものを自動的に選択するだけではなく､再生中に言語を変

更したりすることもできる｡これにより､単-の動画像ｺﾝﾃﾝﾂを複数の言

語圏にむけて公開したり､あるいは語学用ｺﾝﾃﾝﾂ-応用した効果的な教材

を作成することができる｡

なお､配信ﾌﾟﾛﾄｺﾙは､動画像配信の標準ﾌﾟﾛﾄｺﾙであるRTSP(RealTime

Streaming Protocol)[6]/RTP (Real-time Transport Protocol)[7]のほか､ Microso氏社独

自のMMS (MultiMedia Protocol)やHTTPにも対応している｡前述の高速ｽﾄﾘ-

ﾐﾝｸﾞ機能は､ WMPIOというwindows版再生ｿﾌﾄｳｪｱでRTSPを利用した場

合にのみ有効になる｡

■Real

Real[8]はRealNetworks社が提供している動画像配信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑである｡

その歴史は古く､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上でまだ動画があまり配信されていなかった

1995年から開発と公開が続けられている｡さらに､ 2002年にはRealのｵ-ﾌﾟﾝｿ

-ｽ版となるHelixも発表され､以来､商用版とｵ-ﾌﾟﾝｿ-ｽ版が混在するこ
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ととなった｡

表3. Real製品がｻﾎﾟ-ﾄするﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑ

(1) (2) (3) (4) (5)

商用版

配信ｻ - ﾊ゙ ○ × ○ ○

ｴ ﾝ ｺ - ﾀ゙ ○ × ○ ×

再生ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ ○ ○ ○ △α HP-UX/AⅠⅩ/ⅠRⅠⅩなど∂

ｵ - ﾌ゚ ﾝ ｿ - ｽ 版

配信ｻ - ﾊ゙ ○ ○ ○ △ (ｿ - ｽ を取得可能)

ｴ ﾝ ｺ - ﾀ゙ ○ △ ○ ○ 多数(ｿ - ｽ を取得可能)

再生ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ ○ ○ ○ ○ 多数(ｿ - ｽ を取得可能)

(1) Microso免Windowsｼﾘ-ｽﾞ

(2) Apple MacOSX

(3)Linux各種ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭ-ｼｮﾝ

(4) SunMicrosystems Solaris

(5)その他

α旧版のみ

b旧版のみ

商用版に関しては､配信ｻ-ﾊﾞ(Helix Serverｼﾘ-ｽﾞ)､ｴﾝｺ-ﾀﾞ

(RealProducerｼﾘ-ｽﾞ)､再生ｿﾌﾄｳｪｱ(RealPlayerｼﾘ-ｽﾞ)を核として､著

作権管理ｻ-ﾊﾞ(HelixDRM)など､多くの製品が提供されている｡配信ｻ-ﾊﾞと

ｴﾝｺ-ﾀﾞは､商用利用を想定した仕様のものは有料であるが､それぞれHelix

seⅣer BasicおよびRealProducer Basicは無償で提供されている｡同様に､再生ｿ

ﾌﾄｳｪｱに関してもRealPlayerを無償で利用できる｡

-方のｵ-ﾌﾟﾝｿ-ｽ版は公開されたｿ-ｽ･ｺ-ﾄﾞを元に､ HelixDNAｼﾘ

-ｽﾞとしてHelixCommunityで開発が続けられている｡ Helix DNSからは

RealNetworks社が保持する特許に関する部分は除かれている｡たとえば､商用版

で採用されているSureStream (可能な限りｽﾄﾘ-ﾐﾝｸﾞをとぎれないように配

送する技術)などの機能は利用できない｡

Realの大きな特徴は､その対応ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの多様さであろう｡表3に挙

げたように､UNIXをべ-ｽとした各種OS-幅広く対応している｡特にHelixDNS

ｼﾘ-ｽﾞはｿ-ｽが公開されていることもあり､商用でないOS-も対応してい
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る｡この対応ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの幅の広さは､特に理系学生を対象としたｺﾝ

ﾃﾝﾂを念頭においた場合に､非常に重要なﾎﾟｲﾝﾄとなる｡

ｺﾝﾃﾝﾂはSMIL (Synchronized Multimedia lntegration Language)[9]と呼ばれ

るﾏ-ｸｱｯﾌﾟ言語を利用して記述する｡これによって､動画像と文字や静止

画などを柔軟に組み合わせた対話型ｺﾝﾃﾝﾂを配信できる｡講義ﾋﾞﾃﾞｵと資

料の同期した配信の実現など､ e-Leamingでの応用範囲は広い｡

なお､配信ﾌﾟﾛﾄｺﾙはRTSP/RTPとMMS､および､ HTTPに対応している｡

IQuickTime

QuickTimeは､ Apple社が提供している統合型ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑである｡他の

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑと同様に､配信ｻ-ﾊﾞとｴﾝｺ-ﾀﾞ､および､再生ｿﾌﾄｳ

ｪｱを核として､いくつかのｿﾌﾄｳｪｱから構成されている｡

まず､動画像配信ｻ-ﾊﾞとしては､ QTSS (QuickTime Streaming Server)が提供

されており*11､開発者登録をおこなえば無償利用が可能である｡動作環境は

MacOSXの他に､ Windows 2003 Serverや-部のLinuxにも対応している｡ -方､

ｴﾝｺ-ﾀﾞはQuickTime ProとQinckTime Broadcasterの2種類が提供されている｡

前者は有償ｿﾌﾄｳｪｱであるが､著作権保護機能を有しており､ MacOSXと

windowsで完全に同-の機能を提供している｡後者は無償で提供されているが､

MacOSXのみでの動作となり､著作権保護機能も備えていない｡

視聴者はQuickTime PlayerでquickTimeｺﾝﾃﾝﾂを再生できる｡ QuickTime

playerはQuickTime Proの無償版で､ MacOSXとWindowsで動作する｡

QuickTimeの最大の特徴は､ ".mov=ﾌｱｲﾙ･ﾌｵ-ﾏｯﾄにある｡このﾌｵ

-ﾏｯﾄはさまざまなﾒﾃﾞｨｱを格納できる高い汎用性をもっており､音声や

動画像だけではなく､画像やﾃｷｽﾄ文字列までを同時に収容できる｡これに

より､豊かな表現を単-のﾌｱｲﾙに凝縮することができ､管理ｺｽﾄを低減

できる可能性があるだけではなく､ｺﾝﾃﾝﾂの可搬性が大きく向上する｡ま

た､ｺﾝﾎﾟ-ﾈﾝﾄの作成によって新しいﾒﾃﾞｨｱの種類を定義することで､

容易に拡張できることも大きな特徴であり､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの拡張性に寄与

することが期待できる｡

*11 DSS (DaⅣinStreamingSeⅣer)という配信ｻ-ﾊﾞも無償提供されている｡こちらは開発版という位置づ

けであり､ｿ-ｽ･ｺ-ﾄﾞと無償で提供されているが､ Apple社保有の特許を利用した機能は利用でき

ない｡
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WindowsMedia9の高速ｽﾄﾘ-ﾐﾝｸﾞ機能に対応するものとしては､ｽｷｯ

ﾌﾟﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝやｲﾝｽﾀﾝﾄｵﾝがある｡これらの技術によって､ﾊﾞｯﾌ

ｱﾘﾝｸﾞの時間をoに近づけたり､ﾈｯﾄﾜ-ｸ回線の輪摸によって動画像が中

断することを防いだりできる｡

なお､配信ﾌﾟﾛﾄｺﾙはRTSP/RTPとHTTPに対応している｡

3､3ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

すでに述べたように､単位認定を目的としたe-Leamingｼｽﾃﾑの場合､平成

13年文部科学省告示第五十-号により､教員と受講者の双方向ｺﾐｭﾆｹ-ｼ

ﾖﾝ､および､受講者間で相互に議論する機会の提供が求められている｡この

ことから､大学ではe-Leamingｼｽﾃﾑに特化した双方向ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ､

あるいは協調学習ｼｽﾃﾑに関する研究が数多くおこなわれている｡

これらの協調学習支援のほとんどは､ Web掲示板､ﾁﾔﾂﾄ､および､ﾒ-ﾘ

ﾝｸﾞ･ﾘｽﾄの3種類に大別できる｡これらは､ e-Leamingｼｽﾃﾑの機能の-部

として提供可能であるが､そのほかにも面接授業を補助的に開催し､それによ

ってｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝや指導を補うという方法もある｡上記の3種類の協調学

習支援に補助的面接授業を加えた4種類に関して､その特徴を表4にまとめた｡

これらの協調学習支援に共通した間題としては､ｺﾝﾃﾝﾂの作成者､すな

わち､授業をおこなった教員の異動による支援体制の維持である｡すなわち､

公開ｺﾝﾃﾝﾂを半永久的に提供する場合､その内容に関する責任者が提供組

織に所属していることを保証できない｡

このことは単位認定を目的としたｺﾝﾃﾝﾂでは起こりえない｡これは､履

修者の理解度を確認する作業の必要性から､内容に関する確認過程の機会が生

まれるからである｡ -方､このような機会のない自習支援や地域貢献事業など

では､内容に関しては無保証という形をとらざるを得ないのが実情だろう｡し

かし､履修者というｺﾐｭﾆﾃｲによって自己解決できる可能性も高い｡した

がって､どのような目的であろうとも､履修者間がｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝをとれ

る"場=を提供し､その活動を支援していくことは重要であると云える｡

3.3.1 Web掲示板

World Wide Webの機能を応用したｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑは､ Blogな

どの普及によって広く-般に浸透した｡このようなｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ･ｼｽ
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ﾃﾑを､ここでは総称してWeb掲示板と呼ぶ｡

表4:ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能の対比表

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

w eb掲示板 × ○ ○ × ○ △ ○

ﾒ - ﾘ ﾝ ｸ゙ . ﾘ ｽ ﾄ × ○ ○ ○ ○ △ △

ﾁ ﾔ ﾂ ﾄ △ △ ○ ○ × △ △

補助的面按授業 ○ × × - △ ○ -

(1)実時間性

(2)時間的拘束からの解放

(3)場所的拘束からの解放

(4)配信方式(○はﾌﾟｯｼｭ方式､ ×はﾌﾟﾙ式を表す)

(5)人数に対するｽｹ-ﾗﾋﾞﾘﾃｲ

(6)表現能力

(7) e-1eamingｼｽﾃﾑとの親和性

そもそも､ e-LeamingｼｽﾃﾑはWBTとしてWWW技術上に構築されることが

多く､そのためにWeb掲示板とe-Leamingｼｽﾃﾑの親和性は非常に高い｡実際､

LMSを備えた既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑのほぼすべてが､ web掲示板の機能を持ち

合わせている｡ Web掲示板の特徴は､この親和性の高さを活かした統合ｼｽﾃﾑ

環境の提供であろう｡

たとえば､掲示板-質疑の投稿をする場合に､対象となるｺﾝﾃﾝﾂの-部

を引用するといった機能の実現が容易である｡ -般的には講義資料などの文字

ｺﾝﾃﾝﾂの引用であるが､京都女子大学の場合は講義ﾋﾞﾃﾞｵと連動した投稿

までを実現している(付録A.8)｡また､投稿内容を分析して統計情報などを教員

に提示するなど､教員の指導支援機能の実現も可能である｡

web掲示板は､ WWW技術の特性からﾌﾟﾙ型の配信方式をとる｡この方式はｸ

ﾗｲｱﾝﾄからの取得要求に応じてｺﾝﾃﾝﾂを配信するものであるから､新

着の投稿や質疑に対する応答を確認するためには､受講者や教員がweb掲示板に

ｱｸｾｽしなければならない｡結呆として､投稿が長期間放置されるという事

故が発生しやすい｡したがって､ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ･ﾂ-ﾙとしてWeb掲示板
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を利用する場合には､新着投稿が発見されるような支援強化機能が必要であろ

う｡

このような機能をもっとも容易に実現できるのは､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽに新着

投稿を通知するｺﾝﾃﾝﾂを追加することである｡特に､受講者登録をおこな

うことによるｱｸｾｽ認証を併用する場合には､ｼｽﾃﾑの最初のﾍﾟ-ｼﾞ(ﾎ-

ﾑ･ﾍﾟ-ｼﾞ)を個々人でｶｽﾀﾏｲｽﾞできるように構築し､注目するｺﾝﾃﾝﾂ

に対する新着投稿のみを表示するなどの工夫が考えられる｡

これと類似する方法としては､近年注目されているRSS (RDF Site

Summary)[10]によって新着投稿を配信することもできるだろう｡ RSSはﾌﾞﾗｳ

ｻﾞやﾒ-ﾙ･ﾘ-ﾀﾞにも統合されてきており､能動的なｱｸｾｽを意識するこ

となく更新情報を取得することができる｡

また､ﾒ-ﾙも新着情報の通知に利用できる｡あらかじめ注目するｺﾝﾃﾝ

ﾂを指示しておくことで､それに関連する投稿を自動的にﾒ-ﾙで配信するの

である｡これは､ﾌﾟﾙ型というある種の欠点を持ったweb掲示板を､ﾌﾟｯｼｭ型

配信であるﾒ-ﾙで補完する試みであるといえる｡ｼｽﾃﾑ構築も容易である

ことから､多くの既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑでも取り入れていると思われる｡

上記の新着投稿配信に対する工夫は､すべて排他的ではない｡既存ﾌﾟﾗｯﾄ

ﾌｵ-ﾑのなかには､上記のうち複数の手法を組み込んでいるものもあるし､

機能がなくても安価に実現することができるものばかりである｡したがって､

これらの手法を組み合わせて利用するのもいいだろう｡

なお､投稿のｱ-ｶｲﾌﾞはｼｽﾃﾑ側で維持することとなる｡そのため､記

事に対する操作は基本的にｼｽﾃﾑ側で提供しなければならない｡たとえば､

複数の投稿に対する横断的な検索はWebﾌﾞﾗｳｻﾞでは困難であり､したがってｼ

ｽﾃﾑ側で提供すべき機能であるといえる｡

3.3.2ﾒｰﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄ

電子ﾒ-ﾙはWorld Wide Webと並んで､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄの急劇な普及を牽引

したｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝである｡現在では携帯電話にも電子ﾒ-ﾙ機能が組み込

まれ､日常生活においてもｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ基盤として浸透した｡

電子ﾒ-ﾙを利用すると､ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄと呼ばれるｸﾞﾙ-ﾌﾟ同報通信

が実現できる｡これは､ある特定のﾒ-ﾙ･ｱﾄﾞﾚｽでﾒ-ﾙを受信すると､

そこに登録された複数のﾒ-ﾙ･ｱﾄﾞﾚｽに対して再送信する､という仕組み

で実現している｡現在では同じ趣味を有するひとが集う仮想的な"場"として広く
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利用されており､個人が受け取るﾒ-ﾙの多くがﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄによるも

のである､という利用者も多い｡多対多ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝの手段としてﾒ-

ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄがこれほどまでに普及したのは､日常的に利用するﾒ-ﾙと同

じｲﾝﾀﾌｪｲｽを利用できることや､配信がﾌﾟｯｼｭ型であることなどが大

きな要因であろう｡

ﾒ-ﾙの-ﾂﾀﾞにはさまざまな情報が含まれている｡利用者が直接指定する

送信者(From)や宛先(To)､題目(Subject)などが知られているが､そのほかにもﾒ

-ﾙの識別子(Message-ID)や返信の元となったﾒ-ﾙの識別子(In-Reply-To)とい

った情報も､ﾒ-ﾙ･ｿﾌﾄｳｪｱ(MUA;MailUserAgent)によって自動的に付

与されることが-般的である｡

これらの-ﾂﾀﾞ情報は､ﾒ-ﾙの管理上で非常に大きな役割を果たす｡たと

えば､ Message-IDやIn-Reply-Toを利用することで､ -連のやりとりを関連するﾒ

-ﾙとしてまとめることができる｡ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄのなかにはｱ-ｶｲﾌﾞ

がweb上で公開されているものもあるが､その多くがこの特性を応用し､ｽﾚｯ

ﾄﾞなどで議論を構造化して表示している｡このような議論の保存と再利用とい

う観点では､ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄとweb掲示板では大きな差はなく､ WBTによ

るe-Leamingｼｽﾃﾑとﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄの親和性は比較的高いと云える｡

また､ｱ-ｶｲﾌﾞの検索に関してもweb掲示板と同じ形でｼｽﾃﾑに組み込む

ことができる｡しかし､受講者がｱ-ｶｲﾌﾞの-部をﾒ-ﾙとして取得できる

ようにすることも可能であり､この場合は受講者側の環境で検索を実行できる｡

このような自由度の高さも､ e-Leamingｼｽﾃﾑとﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄの組み合

わせにおける利点であろう｡

-方､ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄに流通するﾒ-ﾙを受け取るためには登録が必要

であり､その管理ｺｽﾄが発生する｡ Web掲示板でも登録と認証によって利用者

を制限できるが､ｼｽﾃﾑの提供目的によっては必ずしも必要ではない｡また､

WebとMUAの間での連携に関する技術が十分に成熟していないことから､講義

内容を引用した記事をﾒ-ﾙで投稿するためには､ -般的に手動での作業が必

要となり､受講生の利便性を損なうという側面もある｡ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄと

Web掲示板のいずれを採用するかは､これらの特性の違いに留意しなければなら

ない｡

3.3.3ﾁﾔﾂﾄ

ﾁｬｯﾄとは､ﾈｯﾄﾜ-ｸ上で仮想的に設置された"場"で会話するｼｽﾃﾑ
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全般を指す｡ -般的にはﾃｷｽﾄによる会話のみが可能であるが､ -部のｼｽ

ﾃﾑでは表現を豊かにするための工夫が見られることもある｡代表的なものと

しては､ IRC (Intemet Relay Chat)[1 1]やIM (Instant Messenger)が挙げられるが､掲

示板のﾍﾟ-ｼﾞを頻繁に再読込することによって実時間性を向上し､擬似的にﾁ

ﾔﾂﾄのように見せかけるｼｽﾃﾑもある｡

ﾁｬｯﾄでは､議論に参加している利用者が同時刻に=場"にいることが前提と

なる｡また､ひとつひとつのﾒｯｾ-ｼﾞは-般的に短い｡そのため､ e-Leaming

ｼｽﾃﾑで提供する他の機能と比較して､実時間性が高いという特徴を持つ｡

この実時間性の高さによってﾁｬｯﾄでの議論は進展が速くなる傾向にあり､

より深い議論ができる可能性がある｡

その-方､実時間性の高さと文字によるｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝであることに起

因して､さまざまな間題が発生する可能性も高い｡たとえば､ｷ-ﾎﾞ-ﾄﾞでの

入力に不慣れな利用者には過度の負担を強いることになる｡特に､ある程度以

上の人数でのﾁﾔﾂﾄでは､そのような利用者が議論から取り残されていくこ

とが懸念される｡

また､ﾁﾔﾂﾄで交換されるﾒｯｾ-ｼﾞは､十分に整理されていない散発的

なものになる傾向がある｡そのため､内容は構造化されているものではなく､

あらかじめ文章を構成して投稿するWeb掲示板やﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄと比較して､

記録は有用なものとはなりにくい｡

wBTを採用しているe-Leamingｼｽﾃﾑとﾁｬｯﾄの親和性は極めて低い｡こ

れは､前者が利用者間の利用に対する非同期性を前提としているのに対し､後

者は｢同時刻に"場"にいる｣ことを前提としているためである｡また､記録が有

用なものとなりにくいため､ e-Leamingｼｽﾃﾑ上での公開も有効性には疑間が

ある｡

このように､現状のe-Leamingｼｽﾃﾑ､特にWBTによるe-Leamingｼｽﾃﾑ

におけるｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能として､ﾁﾔﾂﾄを取り入れるにはかなりの

間題があると云える｡しかし､ﾁﾔﾂﾄの実時間性によるｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

効率の高さも､また魅力的であることには違いない｡上記のような問題が解決

された､ e-Leamingｼｽﾃﾑと親和性の高いﾁｬｯﾄの登場が切望される｡

3.3.4面接授業

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄやｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ･ｹﾞ-ﾑの影響による､学生のｺﾐｭﾆｹ-

ｼｮﾝ能力の低下が指摘されている｡対面授業では教員や受講生同士のｺﾐｭ
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第28条

大学は､教育上有益と認めるときは､学生が大学の定めるところにより他の大学又は短期大学におい

て履修した授業科目について修得した単位を､ 60単位を超えない範囲で当該大学における授業科目の

履修により修得したものとみなすことができる｡

図6 :平成16年文部科学省令第8号(大学設置基準)より抜粋

ﾆｹ-ｼｮﾝも重視されているが､これはｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ能力育成の観点

からも重要な要素である｡ e-Leamingによる学習では､このような対面ｺﾐｭﾆ

ｹ-ｼｮﾝ能力の育成機会が大幅に失われ､結果としてｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝを

不得手とする学生の増加につながる｡実際､学生に対するｱﾝｹ-ﾄでも､上

記のWeb掲示板などのほうが対面よりも質問しやすい､という意見も少なくない｡

このようなｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ能力の低下を補うことも視野に入れ､

e-Leamingでのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ補助に対面授業を取り入れる動きもある｡す

なわち､定期的な対面授業を加えることで教員と受講者､および､受講者間で

のｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝを補い､ -元的に質問を受け付けたり､あるいは試験を

開催したりするのである｡

このような面接授業によるｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝの補助は､その特性から単位

認定や-部の地域貢献事業などに限られる｡そのなかでも単位認定に関しては､

いままでその中心となってきた面接授業と､学習補助としてのe-Leamingの役割

の逆転という意味で非常に興味深い｡この形態が今後進化することで､面接授

業とe-Leamingｼｽﾃﾑが主と補助という関係ではなく､融合した形での学習が

展開されていく可能性も高いだろう｡

3.4大学間連携

他大学との交流と協力を促進し､相互補完による教育課程の充実を図ること

を目的として､多くの大学で単位互換制度を取り入れている｡この制度は大学

設置基準第二十八条第-項6に基づくもので､他大学で履修した科目が所属大学

の単位として-定数まで認められる｡

所属大学での授業が対面を基本としていたのと同様に､単位互換に基づく他

大学での授業も対面が基本であった｡このため､単位互換協定を締結する大学

は地理的な制約が発生することになる｡すなわち､協定を締結する大学の選定

には､教育課程の充実よりも地理的な近按を優先せざるを得なかったのである｡
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実際､現在でも地域ごとの大学単位互換連合を運用している事例が多く見られ

る｡

このような地理的制約を緩和し､本来の教育課程の充実に重点をおいた単位

互換協定を可能にするために､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを利用した大学間連携が最も

有力な解決策と考えられている｡大学で受講できる科目の真の意味での増加に

よって､広範囲な選択肢の提示による学習意欲の向上だけではなく､学生の幅

広い視野の育成も期待できる｡また､旧来は実現が難しかった海外の大学との

単位互換も､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの利用で実現が可能となった｡

-方､単位認定を前提としない､すなわち､単位互換協定を締結しない場合

でも､他大学とのe-Leamingｻ-ﾋﾞｽにおける相互協力にはさまざまなﾒﾘｯﾄ

がある｡学習補助や自習支援を主な目的とする場合にも､教育内容の多様性か

ら受講生の幅広い視野の育成が期待できる｡また､単-の大学のみでe-Leaming

ｺﾝﾃﾝﾂを充実させることは､運営面などで負担が大きく､現実的には容易

なことではない｡しかし､他大学との協調によってｺﾝﾃﾝﾂの相互乗り入れ

を実現することで､ｺｽﾄの増加を抑えつつ教育内容の充実を図ることができ

る｡

どのような目的で大学間連携を模索するにしろ､相互利用に関して受講者の

利便性が十分に確保されるようにしなければならない｡たとえば､受講者は所

属組織におけるe-Leamingｻ-ﾋﾞｽのﾎﾟ-ﾀﾙ･ｻｲﾄを閲覧するだけで､連携

によって他大学から供給されている科目の-覧を概観できるべきだろう｡この

ためには､科目の情報を扱うﾒﾀﾃﾞ-ﾀを大学間で交換する必要があるが､ﾒ

ﾀﾃﾞ-ﾀの形式が異なる場合には変換などの困難がともなう｡特にｶﾘｷｭﾗ

ﾑが統-されていない大学間で相互連携をする場合は､ﾒﾀﾃﾞ-ﾀ形式の不-

致が起きやすい｡このような事態をあらかじめ回避するため､ LOM (Leaming

object Metadata)など標準規格に沿ったﾒﾀﾃﾞ-ﾀを採用することが望ましいだ

ろう｡ LOMに関しては4.4.4節を参照されたい｡

受講者が他大学の授業を受講する場合は認証が必要であるだろうし､単位互

換を目的としている場合には､受講生の学習進捗や成績に関しても大学間で共

有できなければならない｡したがって､受講生に関する情報もまた､科目の情

報の互換性に関する間題と同様に､連携大学間で同-のﾌｵ-ﾏｯﾄに従う必

要がある｡ LOMの場合と同じく､受講生の情報に関してはLIP (Leamer

lnfbrmation Package)などの標準規格を採用するべきだろう｡ LIPに関しては4･4･3

節を参照されたい｡
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また､ｺﾝﾃﾝﾂの品質格差の是正や受講環境に対する配慮も重要である｡

この問題は契約上の相互協定が､環境などの間題によって事実上の-方向利用

にとどまる可能性を孝んでいる｡たとえば､大学ごとにｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ-の接

続環境が異なる場合は､ある大学では聴講に際して十分な品質が確保できない

かもしれない｡あるいは､そもそものｺﾝﾃﾝﾂ品質に問題があり､他大学の

学生に視聴に値しないと判断される可能性もある｡

相互の受講環境を-定水準以上で維持するためには､たとえば大学間を光ﾌ

ｧｲﾊﾞで直接接続するなど､情報基盤の物理的な強化による対策が考えられる｡

しかし､海外の大学との提携などでは現実的な解とは云えず､実際にはそれぞ

れの契約ISP (Internet Service Provider)の関係などから､相互の接続環境を検証し

ていかなければならない｡また､ｺﾝﾃﾝﾂの品質格差を解消するためには､

ｺﾝﾃﾝﾂ作成に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定など､ある程度の統-を図る努力

が必要であろう｡

3.5受講生および教員ｻﾎﾟｰﾄ

e-Leamingｼｽﾃﾑは､学術ｺﾝﾃﾝﾂを配信するだけではなく､ LMSの機能

を有することが-般的である｡ LMSは受講生や教員に対して学習支援や成績管

理支援など､さまざまなｻ-ﾋﾞｽを提供する｡

3.5.1認証

単位取得を目的としてe-Leamingｻ-ﾋﾞｽを享受したり､他大学との連携によ

って供給された科目を受講する場合には､ｼｽﾃﾑを利用している受講者を特

定できなければならない｡通常､ LMSはﾛｸﾞｲﾝ･ｼｽﾃﾑによる認証を備え

ており､これによって受講者を識別する｡

3.1節で述べたように､認証とそれにともなう情報にはさまざまな個人情報が

含まれている｡そのため､その取り扱いには最大の注意を要する｡特に､大学

間連携によって受講者情報を交換する場合には､漏洩の危険性を十分に検証し

なければならない｡

3.5.2履修登録

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽで単位を認定する場合､履修登録もLMSの機能として統合

的に提供することができる｡ｵﾝﾗｲﾝ履修登録の提供によって､社会人学生
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など遠隔地からの受講生にとっては､事務処理だけの物理的な移動を軽減する

ことができる｡また､単位互換によって他大学で開催される授業を受講する際

にも､他大学に赴く必要がないという意味で利便性向上が期待できる｡

このように､ｵﾝﾗｲﾝ履修登録は事務手続きにともなう地理的移動の軽減

という意味合いが大きいように思われる｡しかし､ひとつの大学内に閉じた

e-Leamingｼｽﾃﾑであったとしても､決して意味のないことではない｡受講登

録から成績確認までを単-ｲﾝﾀﾌｪｲｽで統合的に提供することで､すべて

の受講者の利便性向上につながるからである｡

対面授業の場合､旧来の履修登録は届け出用紙などの書類のやりとりによる

ものであった｡ e-Leamingｼｽﾃﾑをひとつの大学内に閉じたものとして運用す

る場合には､これと全く同じｽｷ-ﾑを流用し､事務職員の手によって書類か

らｼｽﾃﾑに反映することも可能である｡しかし､これはあくまでも過渡的な

対処にすぎず､最終的にはe-Leamingｼｽﾃﾑでｵﾝﾗｲﾝ履修登録機能を提供

すべきであろう｡ただし､対面授業とe-Leamingによる授業で履修登録の仕方が

異なるものであると､かえって受講者の利便性を損なうことになりかねない｡

したがって､ｵﾝﾗｲﾝ履修登録機能を提供する際には､対面授業の履修登録

機能も同時に提供できなければならない｡

3.5.3ｼﾗﾊﾞｽの公開

ｼﾗﾊﾞｽは､学生が受講する講義を選択する際の目安として用いたり､参考

図書に関する情報源として利用する｡ e-Leamingｼｽﾃﾑ上でのｼﾗﾊﾞｽの提供

は､ｼｽﾃﾑ上で授琴を選択と受講登録が完結できるため､学生に対する受講

支援としての意味は大きい｡また､ｼﾗﾊﾞｽを提携ｽｷ-ﾑでﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽに

登録することで､講義のｸﾞﾙ-ﾌﾟ化や依存関係を提示するようなｼｽﾃﾑも提

供できる｡

-方､ｼﾗﾊﾞｽに含まれる情報は､大学で提供される授業の内容や水準を端

的に表すものとして､ -般に広く公開することで得られる利点も大きい｡特に

受験生にとっては大学選択に対する重要な情報となるだろう｡さらに､ｼﾗﾊﾞ

ｽは講義全体の公開に比して著作権問題が発生しにくく､大学に関する情報の

なかでも､手軽に-般公開できるもののひとつである｡

3.5.4ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄの作成.採点､および結果分析

面接授業では､授業内容に関する学生の理解をはかるために､授業に小ﾃｽ
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ﾄなどを折り込むことが-般的である｡ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽにこの考えを持ち込

むと､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄの実施という方法に行き着く｡実際､多くのe-Leaming

ｻ-ﾋﾞｽでは､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄを実施できる機能を備えている｡

しかし､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄは面接授業におけるﾃｽﾄと異なり､素材の作

成や結果の分析には専門的な知識が必要である｡既存のLMSではこの点をふま

え､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄの作成から結果分析までを総合的に支援するものもあ

る｡積極的かつ継続的なe-Leamingの活用には､このような支援機能が重要とな

るであろう｡

これらの支援機能のうち､採点と分析はあらかじめ試験問題と正答の組を登

録しておくことで､自動的な採点とそれに基づく分析をおこなうものである｡

しかし､このような自動での採点は選択式問題などの形式に限られ､導出課程

や記述内容が重要となるような間題には適さない｡したがって､ｵﾝﾗｲﾝ･

ﾃｽﾄは科目の性質に大きく依存すると云え､全ての科目で実施可能というわ

けではない｡

単位認定作業のための試験をｵﾝﾗｲﾝで実施する際には､講義室での試験

と異なり不正行為防止が困難であることに注意する｡特定の時間だけに受験が

可能であるような機能を盛り込むなどの工夫も必要であろう｡また､単純な選

択式の間題などではなく､ﾚﾎﾟ-ﾄ形式の課題を提出させるという方法も考え

られる｡しかし､可能であれば単位認定のための試験は､通常の面接授業と同

じ形態が望ましい｡単位互換による他大学の授業に関しても同様の議論ができ

る｡この場合は､試験だけを各所属大学で開催するということも視野に入れて

おく必要がある｡

3.5-5学習進捗管理

受講者のﾃﾞ-ﾀをすべて統合的に管理することで､受講者の学習進捗を把握

することが可能になる｡さらに､全受講者の進捗状況を分析することで､それ

に応じた教材作成をおこなうこともできる｡また､他の受講者よりも進捗が遅

れている受講者を発見したり､講義内容の問題点を発見したりすることが期待

できる｡

-方､受講者側からは現在の学習状況を把握することができる｡これは単位

認定や授業補助の場合の進捗把握だけでなく､自習支援の場合に自身の学習計

画を立てるために利用できる｡このような受講者が各自の学習状況を確認でき

る環境の整備は､学習意欲を持続させるためのﾓﾁﾍﾞ-ｼｮﾝのひとつとなる｡
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3.5.6科目間連携

ｼﾗﾊﾞｽの項でも述べたが､科目間の相互参照や依存などの関係を視覚的に

提示することは､受講者の自習を支援する上で重要な機能である｡特に他大学

とｺﾝﾃﾝﾂの相互乗り入れを実施している場合には､広い視野に立った受講

を促進することが期待できる｡

また､単位認定を目的とする際は､ｶﾘｷｭﾗﾑを設定する｡この設定を科

目間連携と組み合わせることで､受講者の取得単位に基づく受講可能科目を提

示することができる｡

3.6ｼｽﾃﾑ構築

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの構築には､既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを基盤とした構築方法

と､独自ｼｽﾃﾑを構築する方法がある｡目的の実現可能性という意味での自

由度とｺｽﾄのﾊﾞﾗﾝｽから､どちらを選択するかは自ずと決まるが､いった

ん構築したものを根底から変更するには､莫大なｺｽﾄが必要となることは避

けられない｡ゆえに､どのようなｼｽﾃﾑを構築するかは､管理と運用の側面

からもっとも深い検討が必要である｡

3.6-1既存ﾌﾟﾗﾂﾄﾌｵ-ﾑを基盤とした構築

e-Leamingｼｽﾃﾑのなかにはﾊﾟｯｹ-ｼﾞとして公開されていたり､製品とし

て提供されているものが数多くあり､それらを基盤としてｼｽﾃﾑを構築する

ことができる｡現在､主流となっているいくつかのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑについて

は､ 4.5節を参照されたい｡

この方法の最大の利点は導入時のｺｽﾄであろう｡多少のｶｽﾀﾏｲｽﾞは必

要であるが､原則としてﾊﾟｯｹ-ｼﾞのまま導入することから､新規の開発がほ

とんど発生しない｡そのため､ﾊﾟｯｹ-ｼﾞを稼働させるﾊ-ﾄﾞｳｪｱのみの投

資ですむ場合も多い｡また､ ASP (Application Service Provider)の形で提供されて

いるｻ-ﾋﾞｽを利用する場合は､ﾊ-ﾄﾞｳｪｱに対する投資すら必要がない｡

目的に応じたﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが各地で作成されるため､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑ

自体の数は非常に多いが､その中でも利用例が多いものは少数である｡このよ

うな利用者の多いﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑには､利用者間のｺﾐｭﾆﾃｲが構成され

ており､すでにさまざまな運用ﾉｳﾊｳが蓄積されている｡このことも､既存
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ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを利用することの有利な点のひとつであろう｡

-方､これらのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑは､あらかじめなんらかの利用目的を想定

して作成されている｡ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの構築目的は多岐にわたるため､要求

に合致するﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが必ずしも見つかるとは限らない｡このような場

合､開発が可能であれば多少の改変を加えて運用することができるが､開発で

きない場合は目的を変更するか､独自のｼｽﾃﾑを構築するかという選択を迫

られることになる｡

3.6.2独自ｼｽﾃﾑの構築

e-Leamingの目的や公開形式によっては極めてｼﾝﾌﾟﾙな公開形態が適してい

る事例や､既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑにはない機能の導入が必要な場合は､既存の

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを利用せずに独自に公開ｻｲﾄを構築する必要がある｡この

場合は､関係する配信校もしくは配信団体ごとの個別の事情に即した公開独自

のｻｲﾄを設計し､開発する｡

個別の事情を反映した独自ｼｽﾃﾑの構築には､初期ｺｽﾄとして設計や開

発に携わる人員と機材､時間が既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを用いるよりも多く必要

となる他､運用ﾉｳ-ｳがないため､初期運用ｺｽﾄも高くなる傾向がある｡

しかし､必要最低限の機能を独自で構築することで､機動性や性能を高めたり､

ﾃﾞｻﾞｲﾝを工夫するなどの自由度が飛躍的に増大する｡また､従来の事務処理

や教務関連ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ､各種手続きとの連携を図るためには､既存ﾌﾟﾗｯﾄ

ﾌｵ-ﾑでは対応が困難である場合が多い｡

独自開発の場合でも､企業や他の大学などとの共同開発を行うことで導入ｺ

ｽﾄの削減や導入までの期間短縮が可能になる｡独自で公開を構築する場合は

以下のように分類することができる｡

･研究活動の-環

･企業との共同開発

研究活動の-環として公開ｻｲﾄを構築する場合は､提供される機能はｼﾝ

ﾌﾟﾙな傾向がある｡これは公開目的が単位認定や-般公開のような複雑な機能

を要するものではなく､必須となる機能が少ないためである｡

-方､企業や他大学との共同開発で公開ｻｲﾄを構築する場合は多くの機能

を導入している傾向がある｡この場合は､既存のﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを参考に豊

富な機能を盛り込んだ大掛かりなｼｽﾃﾑを導入できるという利点がある｡

既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを導入する場合は､導入ｺｽﾄや開発期間の問題より
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も､公開ｻｲﾄでどのような機能を必要としており､どのﾚﾍﾞﾙを保った機能

を導入するか､という問題の方が重要である｡既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑでは､そ

れぞれ提供する機能や対象範囲､'厳密さのﾚﾍﾞﾙなどが異なっている｡既存ﾌﾟ

ﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの多くは汎用性を求めるため､ -つのｻｲﾄ構築には不必要と

思われる機能も搭載されていることがある｡公開目的や制約条件等の設定が似

通っていない既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを利用すると､ｻｲﾄ管理ｺｽﾄが大きく

なってしまうという間題が発生する｡例えば､公開ｻｲﾄにｱｯﾌﾟﾛ-ﾄﾞでき

る講義ｺﾝﾃﾝﾂが独自形式しか許可されていない場合は､講義ｺﾝﾃﾝﾂ作

成ﾂ-ﾙの扱いやすさなども間題になる｡

3.7著作権

ここでは､国内外の著作権について概説し､日本の著作権に関しては､教育､

特に遠隔教育分野における著作権の変遷を示し､今後のe-Leamingの著作権に対

する有り様を考察する｡

3.7.1国外の著作権関連条約

･ the Berne Convention for the Protection of Literary and Artistic Works(ﾍﾞﾙﾇ条

約)

･ World lntellectual Property Organization (WIPO)[ 1 2]

今目では､多くの国が著作権の保護に関するﾍﾞﾙﾇ条約に加盟しており､こ

のﾍﾞﾙﾇ条約に基づいて､各国の国内法が定められている｡

■ﾍﾞﾙﾇ条約

1886年(明治19年)にﾖ-ﾛﾂﾊﾟ諸国を中心に成立したﾍﾞﾙﾇ条約(the Beme

convention fbr the Protection of Literary and Artistic Works)の正式名称は｢文学的

及び美術的著作物の保護に関するﾍﾞﾙﾇ条約｣と翻訳されており､日本ではこ

の条約に1899年(明治32年)に加盟､公布している｡

ﾍﾞﾙﾇ条約の主な原則は､ ｢内国民待遇｣ ｢法廷地法原則｣ ｢無方式主義｣ ｢遡

及効｣であり､外国人の著作物保護や著作権享有の方法､条約発行以前の著作

物に対する取り扱い等について言及している｡

当初は著作権の発生に何ら手続きを要しない無方式主義を条約上の原則とし

ており､対象としていた著作物も文学的および美術的著作物に限られていた｡
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そこで､ﾍﾞﾙﾇ条約は､新たなﾒﾃﾞｨｱ-の対応などのため､ﾛ-ﾏ改定､ﾌﾞ

ﾘｭｯｾﾙ改定など数次の改正を行ったが､最新のﾊﾟﾘ改定条約(1971年)を最後

に現在は活動を事実上停止した｡

ﾍﾞﾙﾇ条約の事務局は､全世界の知的所有権保護の促進･改善を目的とする

知的所有権保護国際合同事務局(BIRPI)であったが､現在はその後継組織であ

る世界知的所有権機関(World lntellectual Property Organization: WIPO)が行って

いる｡ WIPOは､国連の専門機関であり､世界規模での著作権､特許権など知的

所有権の保護を促進･改善することを目的としている｡

■WIPO著件権条約(著作権に関する世界知的所有権機関条約)

著作権の国際的保護の基本となるﾍﾞﾙﾇ条約は､ 1971年に最終の改正(ﾊﾟﾘ改

正条約)が行われた後､活動を停止した｡これは､情報技術の発展や社会状況の

変化に対応するための改正に､加盟国の全会-致が必要だったため､継続した

審議/活動が困難だったためである｡

これを打開するため､活動を停止したﾍﾞﾙﾇ条約の実質的な改定を目的とし､

WIPOにおいて1991年より別の条約を制定する活動がはじまった｡これは､ﾍﾞﾙ

ﾇ条約第20条の｢特別の取極｣として､ﾍﾞﾙﾇ条約が許与する権利よりも広い

権利を著作者に与える｢付属条約｣を設け､各国がこれを批准することにより､

情報技術等の発展に対応したより高いﾚﾍﾞﾙの著作権保護を目指すものである｡

この｢付属条約｣が､ 1996年12月にWIPOの外交会議で採択された｢著作権に

関する世界知的所有権機関条約｣ (wIPO著作権条約)である｡これは､ｲﾝﾀ-

ﾈｯﾄなど電子ﾈｯﾄﾜ-ｸに世界で初めて対応した著作権関係の条約とな

っており､締約国に対し､ﾍﾞﾙﾇ条約上の基本原則(無方式主義､内国民待遇等)

及び保護のﾚﾍﾞﾙを遵守した上で､さらに次のような新たな保護を与えること

を求めている｡

･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの保護(第4条)

･ﾃﾞ-ﾀその他の素材の編集物･ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽの保護(第5条)

･著作物の譲渡権の保護(第6条)

･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､映画の著作物及びﾚｺ-ﾄﾞに収録された著作

物に関する商業的貸与権の保護(第7条)

･著作物の､有線又は無線の方法による公衆-の伝達権の保護(第8条)

･写真の著作物の保護期間の､通常の著作物との同等化(第9条)

･著作物の技術的保護手段回避に関する規制(第11条)
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･著作物の電子的権利管理情報の除去･改変等の規制(第12条)

この条約に加入するため､目本では1999年(平成11年)に著作権法を改正し､

2000年(平成12年)6月に加入を果たした｡この条約は2002年(平成14年)3月6日に発

効し､条約上の義務を履行する義務が加入国に生じている｡

■その他の著作権関連団体

wIPOの他に､ International Trademark Association (INTA)[13]やｱﾒﾘｶの米著

作権局(United State Copyright Office)[14]､ﾖ-ﾛﾂﾊﾟの特許庁(European Patent

offlCe)[15]等､各国に著作権や特許権などの知的所有権の保護を促進･改善する

ことを目的とする団体が存在するが､これらも､基本的にはﾍﾞﾙﾇ条約に批准

した活動､運用を行っている｡

3.7,2国内の著作権関連規約

我が国における著作権は､昭和45年5月6日に施行された著作権法により定義､

規定されている｡著作権法は､国内外の社会情勢に加味して適宜改正､変更さ

れており､著作権に関連する法令や判例も多く存在する｡

3.7.3著作権法の目的

そもそも､著作権法の目的は著作物並びに実演､ﾚｺ-ﾄﾞ､放送及び有線放

送に関し著作者の権利及びこれに隣接する権利を定め､これらの文化的所産の

公正な利用に留意しつつ､著作者等の権利の保護を図り､もって文化の発展に

寄与すること､とされている(著作権法第-章総則第-節通則第-条)｡

この著作権法の中で､教育機関､特にe-Leamingや遠隔教育に最も密琴に関わ

る条文は､著作権法第二章第三節第五款の､第三十五条(学校その他の教育機関

における複製等)であると考える｡図7にその条文を抜粋したものを掲載する｡

この条文に関連する最近の著作権法の動きとしては､平成15年6月の著作権法

の-部の改正が挙げられる｡施行目は平成16年1月1目であり､この時の著作権

法の主な改正点は映画の著作物保護期間の延長等のほかに､教育に関わる権利

の拡大(教育の情報化進展等に対応してｺﾝﾃﾝﾂの活用を促進するため､例外

的に無許諾利用できる範囲が拡大された)や､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを利用した試験実

施に関する規定等が盛り込まれている｡以下に､教育に係る権利制限の拡大に

関する条項を列挙する｡
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･教育機関における児童生徒等による複製(著作権法三十五条-項)

･授業の同時中継に伴う教材等の公衆送信(同三十五条二項)

･試験間題としての公衆送信(同三十六条-項)

･拡大教科書の作成のための複製(同三十三条の二､ -項)

上記の条項により､以下のような変化が望めるようになった｡

･授業での使用を目的として例外的に無許諾で教材等の複製は､ ｢教育を担

任する者｣限定ではなく､ ｢授業を受ける者｣にも可能

･遠隔地で同時中継の授業を受ける生徒等向けに例外的に無許諾で公衆送信

可能

･ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ等を利用して試験を行う場合に､試験問題として著作物を

例外的に無許諾で公衆送信可能

･既存の教科書の文字等を拡大した｢拡大教科書｣の作成にも､教科書に掲

載された著作物を例外的に無許諾で複製することが可能

著作権法第2章著作者の権利第3節権利の内容第5款著作権の制限

(学校その他の教育機関における複製等)

第35条

学校その他の教育機関(営利を目的として設置されているものを除く｡ )において教育を担任する者及

び授業を受ける者は､その授業の過程における使用に供することを目的とする場合には､必要と認めら

れる限度において､公表された著作物を複製することができる｡ただし､当該著作物の種類及び用途並

びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は､この限りでな

い｡

2公表された著作物については､前項の教育機関における授業の過程において､当該授業を直接受

ける者に対して当該著作物をその原作品若しくは複製物を提供し､若しくは提示して利用する場合又は

当該著作物を第3 8条第1項の規定により上演し､演奏し､上映し､若しくは口述して利用する場合に

は､当該授業が行われる場所以外の場所において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信(自動公衆

送信の場合にあっては､送信可能化を含む｡ )を行うことができる｡ただし､当該著作物の種類及び用途

並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は､この限りでな

い｡

図7 :平15法85 (平成15年著作権法-部改正)
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3.7.4国内の著作権法関連組織

･著作権法学会[16]

･社団法人著作権情報ｾﾝﾀ-[17]

･財団法人ｿﾌﾄｳｪｱ情報ｾﾝﾀ-[18]

･独立行政法人ﾒﾃﾞｨｱ教育開発ｾﾝﾀ-[19]

このほかにも､特許庁や日本弁理士会の他に､日本音楽著作権協会や日本書籍

出版協会等の著作権関連組織は存在するが､本論文が主眼としているe-Leaming､

遠隔教育とは関連が薄いため､ここでは割愛する｡

■著作権法学会

学術分野としては､著作権法学会が存在する｡これは､ 1962年(昭和37年)3月

に､内外の著作権法制の調査研究及び著作権思想の普及を図ることを目的とし

て設立された学術団体であり､研究者や法律実務家､関連業界によって研究お

よび議論がなされている｡

■社団法人著作権情報ｾﾝﾀｰ

社団法人著作権情報ｾﾝﾀ-(CRIC: Copyright Research and lnformation Center)

では､外国の著作権法令集やﾘﾝｸ集､著作権ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ等を管理/運営して

おり､著作権に関する質問も受け付けている*12｡

財団法人ｿﾌﾄｳｪｱ情報ｾﾝﾀ-には､ｿﾌﾄｳｪｱ特許情報ｾﾝﾀ-と

いう付属機関が存在する｡ここでは､ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ著作物の登録や著作権に関連

する海外の裁判と､その判決の情報提供等をおこなっている｡

■独立行政法人ﾒﾃﾞｨｱ教育開発ｾﾝﾀｰ

独立行政法人ﾒﾃﾞｨｱ教育開発ｾﾝﾀ-(National lnstitute of Multimedia

Education: NIME)は､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ資源を活用する際に必要となる著作権等の

処理作業に関して､権利処理に関わる基礎知識や関係法令その他の情報を提供

している｡利用者が､ここで提供される情幸削こよって著作権制度の趣旨や内容

を知り､著作物を利用する際に､過去の事例を考慮した権利処理を迅速かつ的

確に行えるように支援することを目的としている｡

また､教育ﾒﾃﾞｨｱﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄでは､ IT教育支援協議会や産学ﾊﾞ-ﾁﾔ

* 1 2http ://www･cric.or.j p/qa/qa.html
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ﾙ･ﾕﾆﾊﾞ-ｼﾃｲ･ｺﾝｿ-ｼｱﾑ､国立大学情報処理教育ｾﾝﾀ-協議会

など､種々のｺﾝｿ-ｼｱﾑのﾎﾟ-ﾀﾙ･ｻｲﾄを運営している*13｡

3.8まとめ

本章では､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構成する要素について整理し､ｻ-ﾋﾞｽの目

的に対応した手法を提示した｡

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを構成する要素は数多い｡たとえば､ｻ-ﾋﾞｽを始める前

にｺﾝﾃﾝﾂの公開範囲に関して検討しなければならないし､多くの場合に受

講生同士や受講生と教員とのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ手段が求められるだろう｡さ

らに､それぞれの要素に対して与えられる選択肢も数多い｡ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮ

ﾝ手段を提供する際には､ Web掲示板やﾁﾔﾂﾄ､ﾒ-ﾘﾝｸﾞ･ﾘｽﾄなど､さ

まざまなｼｽﾃﾑが考えられる｡

このように､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽを開始する際に考慮しなければならない項目

は数多く､その項目ごとの選択肢もまた単-ではない｡そして､これらの手法

は目的や制約条件に大きく束縛される｡したがって､ｻ-ﾋﾞｽやｼｽﾃﾑの仕

様について検討する前に､目的や制約条件に関する深い議論が必要である｡

* 1 3htfp ://www.ps.nime. ac.) p/Consorlium.hlm
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4 e-Learning関連技術の標準化動向と既存ﾌﾟﾗﾂﾄﾌｵｰﾑ

ここでは､ e-Leamingに関連する技術仕様の標準化に向けた取り組みについて

まとめ､ 3章での分析からそれぞれの標準化のねらいを明らかにする｡

4. 1 e-Learningに関わる技術仕様の分類

近年のe-Leamingの特徴としては､まず､学習教材(ｺﾝﾃﾝﾂ)の種類や量が

増えていることが挙げられる｡また､遠隔授業と比較すると､ e-Leamingは個人

の学習履歴､履修/単位情報､習得度などの学習者に関する情報や学習目標を達

成するためのｶﾘｷｭﾗﾑ体系等の情報も扱っている｡

e-Leamingの実行･管理を統合的に実施するためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑである

LMS(Leaming Management System)では､教材ｺﾝﾃﾝﾂを学習者端末に提示し､

学習履歴を学習ﾛｸﾞとして保存する｢教材配信｣ ､教材ｺﾝﾃﾝﾂを作成する

｢教材作成｣ ､学生と講師間､または学生同士の学習を実行するための｢ｺﾐ

ｭﾆｹ-ｼｮﾝ｣ ､学習進捗状況や成績等の履歴を把握するための｢成績進捗

管理｣ ､必要とされる知識やｽｷﾙを体系立てて管理する｢ｽｷﾙ管理｣ ､ｶ

ﾘｷｭﾗﾑ内やｶﾘｷｭﾗﾑ間の制約条件を管理し､進捗を支援するための｢ｶ

ﾘｷｭﾗﾑ管理｣ ､利用者の種別や所属に応じたGUIやﾒﾆｭ-を提示する｢利

用者ｲﾝﾀﾌｪｲｽ｣ ､ LMSが外部ｼｽﾃﾑと連携するための｢外部API｣の

八つの機能によって構成されている｡この機能は､以下の三つのいずれか､ま

たは複数にまたがるものと考えられる｡

･ｺﾝﾃﾝﾂに関わるもの

･学習者情報に関するもの

･学習体系に関するもの

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ技術を用いて作成された教育用ｺﾝﾃﾝﾂは､ e-Leamingｻ-

ﾋﾞｽ提供者と学習者､学習者同士､または異なるﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑ間で交換､

連携するために配信される｡また､知識･ｽｷﾙ体系に適切に対応するｶﾘｷ

ｭﾗﾑｺﾝﾃﾝﾂの導出方法や､連携する際のﾃﾞ-ﾀ形式･通信体系など､多

くの関連技術の標準規格が必要となる｡この三つのｶﾃｺﾞﾘについての標準化

の必要性は各国で検討されており､国際的に広く検討されている｡
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4. 2 e-Learningに関わる技術仕様標準化の目的

高等教育機関の付加価値向上や､教育に対する多用なﾆ-ｽﾞに対応するため､

e-Leamingに注目が集まっている｡しかし､ e-Leamingに関する独自仕様が乱立す

ることによって､以下の問題が生じると考えられる｡

･開発ｺｽﾄの上昇

･異なる組織での連携･協調の困難

･情報流通の阻害による低価格化や高品質化の遅れ

これら問題を低減するため､米国や欧州において､ｺﾝﾃﾝﾂに関わるもの

だけでなく学習者情報や学習体系に関わるものも含め､ 1990年後半から標準化

策定が活発に行われた｡現在は､多くの製品が標準化された仕様に準拠した形

で開発され､広く利用されている｡つまり､標準化した仕様に準拠して製品を

開発し､それを利用することで､相互に接続されたe-Leamingｼｽﾃﾑの構築､

運用ｺｽﾄを低減させることが期待できる｡特に､ 2.2節設備ｺｽﾄ､および2.3

節運用ｺｽﾄで挙げたように､高等教育機関や企業がe-Leamingを導入するため

の導入や運用を外注(ｱｳﾄｿ-ｼﾝｸﾞ)する機会が増える可能性のもとでは､外

注先が複数のﾍﾞﾝﾀﾞが共同で提供するe-Leaming ASP(Application Service

Provider)やe-Leamingﾎﾟ-ﾀﾙなどである場合､情報の標準化の重要性は増す

と考えられる｡

ここで､留意すべきことは､ e-Leamingに必要な標準化はｺﾝﾃﾝﾂや学習者

情報などの情報を扱うﾃﾞ-ﾀ形式や通信に関係するﾌﾟﾛﾄｺﾙを対象とするも

のであり､内容を標準化することではない｡技術標準が内容､特に教育を目的

とした情報の中身を制限することは､ここでいう標準化の目的に大きく帝離す

る｡

4.3標準化を推進する組織とその活動

e-Leamingに関する技術の標準化を進めている国内外の組織として以下のもの

を挙げ､それぞれの活動を概説する｡

･ AICC (航空産業cBT委員会: Aviation lndustry CBT Committee)

'ADLnet (Advanced Distributed Leaming lnitiative)

● IMS (The lnstmctional Management Systems)

･ IEEE LTSC (米国電気電子技術者協会教育技術標準化委員会)
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･ ISO/IEC JTCl/ SC 36

･欧州の標準化動向

･ Di仇1Se ProjectとIEC-APC

･AEN(ｱｼﾞｱeﾗ-ﾆﾝｸﾞﾈｯﾄﾜ-ｸ)

･ ALIC (先進学習基盤協議会)

･ eLC(目本eﾗ-ﾆﾝｸﾞｺﾝｿ-ｼｱﾑ)

活動の結果として策定された仕様や規格は､前節でも挙げたように､主に､

講義資料などのｺﾝﾃﾝﾂに関するもの､履修や単位取得情報などの学習者情

幸臥ｶﾘｷｭﾗﾑ体系やｼﾗﾊﾞｽ等の講義関連情報の三つに分類することがで

きる｡これらの分類をもとに､これらの標準規定を用いることで第2章で議論

した目的および制約条件をどのように扱うことができるか､考察と分析を行う｡

4.3. 1 ÅlCC (航空産業CBT委員会: Åviation lndustry CBT Committee)

AICC(航空産業cBT委員会: Aviation ln血stry CBT Committee)[20]は､ 1988年に

設立された民間産業の業界団体である｡ここでは､ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀとﾈｯﾄﾜ-

ｸを活用した教育を実施してきた米国航空産業(航空機ﾒ-ｶ-や大手航空会

社)が､学習ｼｽﾃﾑﾒ-ｶと共同開発し､ﾊﾟｲﾛﾂﾄの訓練用ﾌﾗｲﾄ･ｼﾐ

ｭﾚ-ﾀや､整備士の教育にCBT (Computer-based-training)を活用した｡同時に､

これらの学習管理ｼｽﾃﾑと教材の互換性を確保するため､ 1993年からは学習

ｼｽﾃﾑの技術仕様の定義､推進､活用等規格として､ CMI(ComputerManaged

lns加ction)の制定を継続的に行っている｡現在､ A主cc cMI仕様は航空業界だけ

ではなく､運輸､通信､医療･福祉､保険､金融､製造など､幅広い業界にお

ける教育の標準仕様として活用されている｡

AICCの規格の中で標準化の対象となるのは､教材･教育素材が異なる学習管

理ｼｽﾃﾑ上でも使用可能となるｺﾝﾃﾝﾂに関するものと､学習過程の制

御･学習者情報の収集管理の統-を目的としたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに関する

もののこつである｡その後､後述のADLとの連携し､ AICCで策定した規格を基

にしたSCORM (Sharable Courseware Object Reference Model)[21]の規格策定を行

っている｡これは､教材構造の記述をⅩMLで記述しており､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを

利用したeﾗ-ﾆﾝｸﾞの新標準となる｡

4.3[2 ADL (ADLnet: Advanced Distributed Learning lnitiative)

ADL (ADLnet: Advanced Distributed Leaming lnitiative)[22]は､ 1999年1月に米国
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国防総省の指揮により､教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの高度化やｺ-ｽｳｴｱ作成の効率化

を目的として設立された標準化団体である｡ 2000年1月にWBT(Web-based

Training)のﾘﾌｱﾚﾝｽ･ﾓﾃﾞﾙであるSCORMのVersion.1.0の提供を開始し､

その後ADLとAICCが連携を深め､ｺﾝﾃﾝﾂ管理での仕様を-本化することを

発表した｡ SCORMの詳細については後述するが､ ADL版のSCORMは､実装可

能で最も進んだwBTの標準規格として世界的に採用される方向にある｡

4.3.3 1MS (The lnstructional Management Systems)

IMS (The lnstructional Management Systems)は､大学等の高等教育機関での標準

化を検討していた非営利団体である米国EDUCAUSE(元Educom)[23]の高等教育

の情報化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑであるNLII Pational Leaming lnfrastructure lnitiative)[24]の

-環として､ 1997年に設立された｡現在は､ IMSｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙﾗ-ﾆﾝｸﾞｺﾝｿ

-ｼｱﾑ(IMS Global Leaming Consortium)[25]として､政府機関､大学､ｺﾝﾋﾟｭ

-ﾀﾍﾞﾝﾀﾞ､教育関係企業が参加し､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄのような分散学習環境に

関する各種技術仕様の策定と標準化を進めている米国の標準化団体である｡

ここでは､ AICCで挙げたｺﾝﾃﾝﾂおよびﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに関する規

定に加え､教材ｺﾝﾃﾝﾂ､学習管理ｼｽﾃﾑ､教材ﾘｿ-ｽ検索再利用のた

めのﾒﾀﾃﾞ-ﾀや､学習者情報･成績･履歴･資格を整理する学習者ﾌﾟﾛﾌｧ

ｲﾙ､企業人事情報ｼｽﾃﾑやﾗｲﾌﾞﾗﾘ､ｸﾞﾙ-ﾌﾟｳｪｱなど､非常に幅広

い領域を視野に入れた標準ｲﾝﾀﾌｪｲｽを規定している｡表5では､ IMSで策

定された規格のうち､現在までにFinal Specification又はFinal Proposal､ Final

Releaseという状態になっているものである｡

Final Specification等の状態に至る過程として､ Public Draftという状態やpublic

Draft Specificationという状態にあった過去の仕様についても､最終仕様書(Final

Specification)やxMLｽｷ-ﾏ等と同様に､ IMSのWebｻｲﾄで公開されている*14｡

4･3.4 1EEE LTSC (米国電気電子技術者協会教育技術標準化委員会)

IEEE(米国電気電子技術者協会)は､ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀやﾈｯﾄﾜ-ｸの様々な規格

の制定に幅広く扱う標準化団体である｡ IEEEでは､ 1996年12月､ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ

による教育研修の標準化を検討する委員会として､政府機関や大学､ｺﾝﾋﾟｭ

* 1 4h"p :"www･ imsglobal･ org/speciflCations ･html
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表5 : IMSで規定されたeﾗ-ﾆﾝｸﾞ関連規格(Final Speclflcation又はFinal Proposal､

Final Releaseになっているもの)

仕様ﾊﾞ-ｼﾞｮﾝ

2005.7.5

2005.3,1

2005.1.24

2005.1.17

2004.11.1

2004.8.30

2004.8.23

2004.8.24

2004.7.30

2004.3.22

2003.7.25

2003.6.12

2003.3.26

2003.3.20

2003.2.13

2003.1.30

2002.10.25

2002.7.16

2002.2.13

2001.10.01

2001.8.10

2001.6.11

2001.4.20

2001.3.18

2001.3.18

2001.3.18

2000.8.25

2000.6.05

2000.5.05

2000.5.05

ePortfblio

General Web Services

Question and Test lnteroperability

Leamer lnfbrmation Package

Content Packaging

Resource List lnteroperability

AccessForAll Met;ﾄData

Enterprise SeⅣices

Shareable State Persistence

Vocabulary Definition Exchange

Leamer lnfbrmation Package Accessibility fbr LIP

Content Packaging

Question & Test lnteroperability

Simple Sequenclng

Learning Design

Digital Repositories Specification

Reusable Definition of Competency or Educationa1 0bjective

Enterprise Specification

Question & Test lnteroperabilitySpecification

Meta-data Specification

Content Packaging Specification

Meta-data Specification

Content Packaging Specification

Question & Test lnteroperabilitySpecification (Lite)

Question & Test lnteroperabilitySpecification

Leamer lnformation Package Specification

Question and Test lnteroperabilitySpecification

Content Packaging Specification

Question and Test lnteroperabilitySpecification

Learning Resource Meta-data Specification

1.0

1.0.1

2.0

1.0.1

1.1.4

1.0

1.0

1.0

1.0

1

1

1.1.3

1.2.1

1.0

1.0

1

1.0

1.1

1.2

1.2.1

1.1.2

1.2

‖=‖

1.1

1.1

00

01

-ﾀﾍﾞﾝﾀﾞなどが参加する形で教育技術標準化委員会のLTSC (Leaming
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Technology Standards Committee: P1484部会)[26]が発足した｡設立当初から多くの

WG(Working Group)が活動し､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂから学習者ﾓﾃﾞﾙ､

ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼﾏﾈ-ｼﾞﾒﾝﾄなど広範な分野を対象に活動しており､現在は以

下のWGが活動を続けている｡

･ wGl : Architecture & Reference Model*15

･ wG4: Digital Rights Expression Language* 16

･ wGl l : Computing Managed lnstmction*17

･ wG12: Learn1ng Object Metadata*18

･ wG20: Reusable Competency Definitions*19

これらのWGの多くは他の団体と連携して規格制定活動を行っている｡例えば､

WGllはAICCおよびADLNetと連携してCMI規格を､ wG12はIMSおよび

ARIADNEと連携してLOM規格を扱っている｡

4.3.5 1SOﾊEC JTCl/ SC 36

ISO/IEC JTClとは､ ISO (国際標準化機構)およびIEC (国際電気標準会議)の

JTC (合同技術委員会:Joint Technical Committee)であり､その中の36番目のSC(専

門委員会)がInfbrmation Technology fbr Leaming, Education, and Training(学習,教

育,訓練のための情報技術委員会)である[27]｡ IECは､電気･電子･通信･原子

力などの分野で各国の規格･標準の調整を行う国際機関である｡ ISOは上記分野

を扱わないため､両者はお互いに補間関係にあるが､ e-Leamingに関連する技術

はISOとIECの両方に関わる案件であるため､共同で標準化策定を行うために､

JTCを設立している｡このSC36には7つのWGと1つのRG (Rapporteur Group)が存

在する｡各組織が扱う内容は以下のとおりである｡

･ wGI Vocabulary*20

･ wG2 Collaborative Technology*21

* 1 5http:〟1tsc･ieee･org/wg l /

* 1 6hup ://1tsc･ ieee･ org/wg4/

* 1 7http:〟1tsc･ieee･org/wgl l /

* 1 8h"p:"ltsc･ieee･org/wg1 2/

* 1 9hup ://1tsc･ ieee ･org/wg20/

*20h"p:"vocabulary.jtc l sc36.org/

*2 1h仕p:〟collab-tech｣tc l sc36.org/
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･ wG3 Participant lnfb-ation*22

･ WG4 MDLET (Management and Delivery fbr Leaming, Education, and Training)

*23

･ wG5 Quality Assurance and Descriptive Frameworks*24

･ wG6 ISP (Intemational Standardized Profiles)*25

･ wG7 CLHFA (Culture, Language, and Human Functioning Activities)*26

･ RGI MRG (Marketing Rapporteur Group)*27

4.3.6欧州での標準化動向

欧州ではCEN(European Committee fbr Standardization)/ ISSS(Infbrmation Society

Standardization System)[28]やIST(Infbrmation Society Technologies)[29] ､

PROMETEUS(PROmoting Multimedia access to Education and Training in EUropean

Society)[30] ､ ARIADNE (Alliance of Remote lnstructional Authoring and Distrib山ion

Networks fbrEurope)[31]などが中心となり､eﾗ⊥ﾆﾝｸﾞに関する技術の標準化を

策定している｡

cEN/ISSSは､欧州情報化社会標準化活動を統括する目的で1997年に設立され､

EC (Electronic Commerce)､ eBES (e-Business Board fbr European Standardization)､

KM (Knowledge Management)､ LT (Leaming Technology)等多くのﾜ-ｸｼｮｯﾌﾟ

を運営している｡ CEN/ISSSが規定している欧州での標準化仕様や文書類の配布

は､ﾜ-ｸｼｮｯﾌﾟﾒﾝﾊﾞ内に限定されているようだが､ﾜ-ｸｼｮｯﾌﾟ自体

-の参加には､地域や参加者の制限も特に行っていない｡

4.3.7 Diffuse ProjeGtとIEC-APC

Diffuse Projectは､ 2000年2月から2003年1月までの3か年計画で実施された欧州

におけるIST (Infbrmation Society Technologies)計画のひとつであり､電子情報の

交換に関わる標準規約や仕様についての包括的なﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄの構築を目的

* 22hllp ://parficipant-info ･jtc l sc3 6 ･ org/

23hllp://mdlef.)fc l sc36･org/

24hlfp ://frameworks ･j tc l sc3 6 ･ org/

25http://ispjtc l sc36･org/

26hffp ://clhfa.]tc l sc3 6 ･org/

27http://mrg｣tc l sc36･org/
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としたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄである｡

これに関連する国内組織はIEC-APC(IEC活動推進会議)である｡ IEC-APCの目

的は､電気及び電子の技術分野における標準化の間題及び関連事項に関する国

際協力と､国際的意志疎通を図ることであり､提案､支援､情報提供､調査研

究､調整などの活動を行っている｡このIEC-APCのｻｲﾄでは､ EUとの契約に

基づき､2002年にDiffuseProjectの翻訳版であるﾒﾃﾞｨｱ融合(ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､

情報交換)関連ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽを公開している｡ここでは､ Business Guide(特定分野

の標準と仕様のｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝ情報)､ Standards List(標準と仕様書ﾘｽﾄ)､

Standards Fora List (標準化ﾌｵ-ﾗﾑﾘｽﾄ)が集められている｡ e-Leamingに関

わる標準規約や仕様についての概説と利用範囲､出典等は､ ｢Standards List｣

の｢特定分野のﾃﾞ-ﾀ交換｣ ｢電子学習標準の仕様｣ (Electronic Leaming Standards

andSpeciflCations)､という項目で明記されている*28｡

4[3.8 AEN (ｱｼﾞｱe-Learningﾈｯﾄﾜｰｸ)

2000年10月､目中韓･ ASEAN経済閣僚会合において｢ｱｼﾞｱIT共通ｽｷﾙ標

準化ｲﾆｼｱﾃｲﾌﾞ｣が提案･承認された｡ 2001年9月には､ AEM+3 (ASEAN

+目･中･韓経済大臣会合)において､ｱｼﾞｱ各国におけるe-Leamingの導入が円

滑に進められるよう国境を越えて教材ｺﾝﾃﾝﾂ及びｻ-ﾋﾞｽが展開される

環境づくりにむけて､ｱｼﾞｱ各国で協力を行う｢ｱｼﾞｱeﾗ-ﾆﾝｸﾞｲﾆｼｱﾃ

ｲﾌﾞ｣構想が承認された*29｡

この構想はｱｼﾞｱにおける効果的な人材育成､産業競争力の向上及び､

e-Leamingﾋﾞｼﾞﾈｽの促進を図ることを目的としており､ 2005年度までにAEN(ｱ

ｼﾞｱe-Leamingﾈｯﾄﾜ-ｸ:Asia e-Leaming Network)を形成､推進することを目

標としている｡ 2005年8月現在､ｱｼﾞｱの13ｶ国で構成されているAENの活動目

的は､以下のとおりである｡

･ e-Leamingに関する最新動向･技術情報等の情報共有

･ e-Leamingにかかわるｼｽﾃﾑ･ｺﾝﾃﾝﾂの相互運用性を確保するための

ｺﾝｾﾝｻｽ形成

･ e-Leamingの利用促進､啓蒙･普及について継続的な協調

2002年度-2004年度でｶﾝﾌｱﾚﾝｽや相互運用性の実証実験､国際wG活動

* 28h"p :〟www･ iecapc ･jp/06/diffhsenew/standards/eLeaming.html

* 29hup :〟-w･kantei･ go ,jp/jp/singi/it2/keuei/0206 1 8 -2-2.html
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が企画･開催され､ e-Leamingに関わる技術情報等の交換や､標準規格に則った

e-Leamingｼｽﾃﾑやｺﾝﾃﾝﾂの開発･提供等が実現されている｡これらの成

果物は､ AENのWebｻｲﾄに公開されている*30｡

4.3.9 AL]C (先進学習基盤協議会)

日本で本格的に国際規格標準化を統合する機関として､ALIC (先進学習基盤協

議会:Advanced Leaming lnfrastructure Consortium)が2000年4月に発足した｡ ALIC

は経済産業省の特別認可法人であるIPA(情報処理振興事業協会)の教育･人材関

連事業の-環として運用されたが､ 2005年8月31日をもってその活動を終えてい

る｡

この協議会の活動目的は､ ｢いっでも､どこでも､だれでも学習できるため

のﾙ-ﾙ作り｣や政府-の提言､国際標準などの制定､維持･管理などであり､

具体的な活動結呆は後述する日本e-Leamingｺﾝｿ-ｼｱﾑのｻｲﾄで公開され

ている*31

4.3.10 eLC (日本e-Learingｺﾝｿｰｼｱﾑ)

eLC(日本ｲ-ﾗ-ﾆﾝｸﾞｺﾝｿｼｱﾑ)[32]は､産業界･学術界･政府などの

官界が協力し､日本におけるe-Leamingの普及促進を目的として設立された特定

非営利活動法人である｡ここでは､標準化の推進活動やe-Leaming関連の情報提

供の他､e-Leaming･ｼｽﾃﾑの構築や運営管理に関する教育などの活動を行い､

e-Leamingの成呆を発信するためのﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄを運用している*32

このｺﾝｿ-ｼｱﾑは2大学を含む94団体の法人正会員と法人準会員(10団体)､

個人正会員(1人)､個人準会員(21人)によって構成され(2005年8月現在)､関連ｾ

ﾐﾅ-や技術講習会を開催する等の活発な活動を続けている｡また､ SCORM標

準規格であるSCORM Ver.1.2およびSCORM Verl.3の日本語訳をﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄ

上で無償公開している*33

また､ ITSCJ(情報処理学会情報規格調査会)のSC36国内委員会と技術情報交換

を行いながら､標準化技術の開発と普及を進めている｡

* 3 0http ://www･ asia-eleamlng･net/

* 3 1 hlfp ://www. elc.or.j p/kyoutsu/alicjePOrt･html

* 32叫〟/www. elc.or｣ p/

* 3 3hlfp ://www. elc. or.) p/cgi-bin/csvmail/download･htm
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4.4標準化されている仕様

ここでは､ e-Leamingに関わる技術として標準化活動が推進されている規格の

うち､代表的と思われる以下のものについて､それぞれを概説する｡

･ CMI (Computer Managed lnstruction)

'SCORM (Sharable Content Object Reference Model)

● LIP (Leamer lnfb-ation Package)

'LOM (Leaming Object Metadata)

● CP (Content Packaging)

'QTI (Question & Test lnteroperability)

CMI､ SCORMは､ WBTｺﾝﾃﾝﾂの規格であり､ CPはWBTｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟ

ﾂｹ-ｼﾞﾝｸﾞの規格である｡ LIPは学習者情報の規格であり､ LOMは学習ﾘｿ-

ｽのﾒﾀﾃﾞ-ﾀ､ QTIは演習問題に関しての規格となっている｡

4.4. 1 CMI (Computer Managed fnstructjon)

CMI(Comp山er Managed lnstmction)は､ AICCで策定されたLT(Leaming

Technology)に関する規格のひとつである｡ CMIOOl(CMI Guidelines for

lnteroperability)をはじめとする-連のCMIｼﾘ-ｽﾞは､教材ｺﾝﾃﾝﾂと学習者

履歴情報の互換性に関する規格であり､ 1998年2月にWBT環境での動作を想定し

たver2･0が発表された後､ ⅩMLなどを利用したver3.Xが議論された｡

4. 4･ 2 SCOR川(Sharable Content Object Reference Modeり

SCROMはAICCで策定されたwBTｺﾝﾃﾝﾂ仕様であるCMI規格と､ IMS､

IEEE LTSCおよびARIADNEで策定されたﾒﾀﾃﾞ-ﾀ仕様のLOM(Leaming

Object Metadata)を基にして､ ADLが統合･改良を続けているe-Leamingのﾌﾟﾗｯ

ﾄﾌｵ-ﾑとｺﾝﾃﾝﾂの規格である｡

SCORMの大きな特徴は､ e-Leamingｼｽﾃﾑや教材(ｺﾝﾃﾝﾂ)を個別に作り

込むことで別のｻｲﾄ-の移植や連携が困難になる問題を解決するための方法

として､各教材に共通の機能と､教材ごとに固有の機能を分離していることで

ある｡ SCORMは､この共通部分をLMS(Leaming Management System)､固有の部

分を教材ｺﾝﾃﾝﾂとして分離して開発する場合の､両者間のｲﾝﾀﾌｪｲｽ

やﾃﾞ-ﾀ形式を規定している標準規格である｡

SCORMの規定では､ SCORMは､ｺﾝﾃﾝﾂはLMSｻ-ﾊﾞに読み込まれるｺ
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-ｽ構造と､ WWWｸﾗｲｱﾝﾄ上で実行されるSCO(Shareable Content Object)､

およびｺ-ｽ構造に付属するﾒﾀﾃﾞ-ﾀから構成される｡ｺ-ｽ構造は階層型

の教材構造記述で､教科書の目次に相当し､階層の末端のﾍﾟ-ｼﾞはSCOと-対

-対応している｡規格では､ｺ-ｽ構造のﾃﾞ-ﾀ･ﾓﾃﾞﾙとⅩML-対応(ｺ-ｽ

構造のⅩMLによる表現方法)およびSCOがLMSと通信を行い､演習問題の結果や

学習経過時間を通信するためのJavaScript APIとﾃﾞ-ﾀ形式を定めている｡

scoRMでは規格-の適合ﾚﾍﾞﾙが規定されており､ LMSとｺﾝﾃﾝﾂの適合ﾚ

ﾍﾞﾙが合致しないと相互運用性を確保出来ない場合がある｡

この規格を用いて､ SCOはLMSと､学習者IDや氏名､ﾍﾟ-ｼﾞの習得状況､演

習間題の解答と正誤､学習経過時間などの情報を交換する｡ｺ-ｽ構造と

sco-LSM間のｲﾝﾀﾌｪｲｽの規格を定めることにより､同-の教材を複数の

異なるLMSが実行することが可能になり(相互運用性)､ SCOを複数の異なるｺ-

ｽ構造と組み合わせて利用することも可能になる(再利用性)｡

2000年1月に公開されたSCORM Version l.0は改定が重ねられ､最新版は

scoRM2004である(2005年8月現在)｡この他にも2001年10月に公開された

scoRM Versi｡n l.2と2001年1月に公開されたSCORM Version l.1が現在の市場を

流通しているようである*34｡

4.4.3 L[P (Learner lnfomation Package)

Leamer lnfbmation Package(LIP)は､ IMSで策定された学習者の属性を記述する

ための規格である｡この規格では公開ｻｲﾄ間での学習者情報を交換するため

のﾌｵ-ﾏｯﾄが標準化されている｡主要項目には､氏名･ID等の識別情報､

学習目的､保有資格､学習履歴､ｽｷﾙ･知識等のｺﾝﾋﾟﾃﾝｼ､ﾊﾟｽﾜ-ﾄﾞ

等のｾｷｭﾘﾃｲ等に関わる情報が含まれている｡これらの学習者情報と､LOM

規格で記述された教育体系情報を用いることで､学習者ごとの学習目標と学習

状況に応じた動的な学習ｶﾘｷｭﾗﾑ生成ｼｽﾃﾑの構築も可能となる｡

この標準規格は､ CEN/ISSSのWS-LT(Leaming Technology Workshop)やISO/IEC

JTCI SC36が連携しながら標準化策定を行っている｡

4.4.4 LOM (Learning Object Metadata)

LOM(Leaming Object Metadata:学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ･ﾒﾀﾃﾞ-ﾀ)規格は､教育

* 34 http:"www･adlnet･org/scorm/history/index･cfm
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研修に使用されるﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ､非ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ全てのﾘｿ-ｽを含むLO(学習ｵﾌﾞ

ｼﾞｪｸﾄ:Leaming Object)の各種属性を記述するためのﾒﾀﾃﾞ-ﾀと､ﾒﾀﾃﾞ-

ﾀのﾃﾞ-ﾀ･ﾓﾃﾞﾙおよびⅩMﾚ1ｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞを規定している｡

LOM規格の目的は､学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄを管理･検索･評価･獲得､および使

用の促進である｡この規格では､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂ､教材､学習ｿ

ﾌﾄｳｪｱ､ｿﾌﾄｳｪｱ･ﾂ-ﾙ､学習目標､教師､教育機関など広義の学

習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄを含むﾘｿ-ｽを検索､再利用するためのｲﾝﾃﾞｯｸｽ情報が

作成可能となる｡このｲﾝﾃﾞｯｸｽ情報は､題名､内容説明などの-般情報､

教育分野､対象学習者､難易度などの教育関連情報､知的所有権情報､ほかの

学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄとの関連を表す情報などから構成される｡ LOMを利用して学

習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ･ﾘｽﾄを生成することにより､教育に応じた学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸ

ﾄの分類や､ｶﾘｷｭﾗﾑなどの教育体系に即した学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄの体系化

が可能となる｡

この規格は､欧州ISTの以下のRTDﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで利用されている｡

● CUBER(Personalized Curriculum Builder in the Federated Virtual University of the

Europe ofRegions)[33]

● EASEL(E血cator Access to Services in the Electronic Landscape)

● ITALES(Innovative Teaching And Leaming Environments fbr Schools)

● OR-WOR⊥D (Leaming and Teaching Operations Research and ManagementScie-

nce with a Web-based Hypermedia Leaming Environment)

● TRIAL-SOLUTIONS(Tools fbr Re-usable, Integrated, Adaptable Leaming

systems/Standards for Open Learnlng Using Tested lnteroperable Objects and

Networking)

● UNIVERSAL (Universal Exchange for Pan-European Higher Education)

この規格は､ 1999年2月にﾊﾞ-ｼﾞｮﾝ1.0として制定され､その後､ｺﾝﾃﾝﾂ･

ﾊﾟｯｹ-ｼﾞﾝｸﾞ､ﾃｽﾃｲﾝｸﾞ､企業情報ｼｽﾃﾑなどの規格が1999年末から

2000年初めにかけてりﾘ-ｽされているが､現在は､ IMS Meta-Data (Leaming

Resource Meta-data Specification)の-部としてIMSのWebｻｲﾄに公開されてい

る*35｡ IMS Meta-Dataの仕様の最新版はvl.3である｡

35 h"p:"www･imsglobal･org/metadata
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4.4.5 CP (Content Packaging)

cp(IMS ContentPackaging)は教育管理ｼｽﾃﾑのｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟｯｹ-ｼﾞﾝｸﾞ

仕様であり､共同利用および配布可能なﾊﾟｯｹ-ｼﾞの中に学習素材の説明およ

びﾊﾟｯｹ-ｼﾞするための機能が提供されている｡ CPには､特定のｺﾝﾃﾝﾄﾀ

ｲﾌﾟについての説明､構造､ｵﾝﾗｲﾝ学習素材の位置､および定義が記述さ

れている｡

cpのⅩMLﾌｵ-ﾏｯﾄを使用した学習素材は､ IST RTDﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの

EASELﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ､ TRIAしSOLUTIONSで利用されている｡また､ Microso氏

社では､ CP仕様の総括的ﾋﾞｭ-を提供するMicroso氏LRN Toolkit version 3･0をり

ﾘ-ｽしており､多くのe-Leaming関連ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ､ﾍﾞﾝﾀﾞによってｻﾎﾟ-ﾄさ

れている｡

cpの最新版はVersionl.1.4であり､最終仕様書(Final SpeciflCation)はIMSのｻｲ

ﾄで公開されている*36｡

4.4.6 QTl(Question & Test lnteroperability)

IMS Question & Test lnteroperability Specification(QTI)は､質問事項や試験につ

いて記述するためのⅩML言語を規定している｡最新版はVersion2.0であり､最終

仕様書(Final SpeciflCation)はIMSのｻｲﾄで公開されている*37｡

QTI規格では､教育管理ｼｽﾃﾑの質問･試験の共通運用を目的とし､質問事

項や試験について記述するためのⅩMLﾃﾞ-ﾀ構造が定義されている｡利用状況

としては､ ISTのEASELﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで､教育上の適合度を利用している学習ｵ

ﾌﾞｼﾞｪｸﾄをどのようにしてQTI仕様と統合することができるかについて調査

が行われている｡

4.4.7技術仕様の標準化動向のまとめ

高等教育機関の付加価値向上や他大学との差別化､社会人学生や秋入学者-

の対応等､教育に対する多様なﾆ-ｽﾞに対応するため､ e-Leamingに注目が集ま

っている｡

教育の多様化-の対応を目的としたe-Leamingｻ-ﾋﾞｽの構築を任された担当

者が直面し､試行錯誤を強いられる｢独自開発にかかるｺｽﾄ｣ ｢異なる組織

* 3 6 http ://www･ imsglobal ･org/content/packaging/index･html

* 3 7 http ://www･ imsglobal ･org/question/index･html
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間での連携､協調｣ ｢講義品質向上｣などの問題を低減する方法として､ここ

では標準規格化された関連技術を示した｡

e-Leaming関連技術として標準化活動が推進されている規格のうち､代表的と

思われるものは以下の表6のとおりである｡

表6. e-Learningに関わる主な標準化規定

団体概要

AICC, LTSC

AICC, IMS, ADL

IMS, ISO/IEC, CEN/ISSS

IMS, LTSC

IMS

IMS

WBTｺﾝﾃﾝﾂに関する規格

WBTｺﾝﾃﾝﾂに関する規格

学習者情報に関する規格

学習ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ･ﾒﾀﾃﾞ-ﾀに関する規格

ｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟｯｹ-ｼﾞﾝｸﾞに関する規格

演習問題､ﾃｽﾄに関する規格

今後､高等教育機関や企業がe-Leamingの導入を検討する際に独自ｼｽﾃﾑを

開発する場合は､流通ｺｽﾄの低減や講義および教材の品質向上のためにも他

組織との連携･協調をあらかじめ検討しておく必要があるため､標準化された

規格-の準拠は必須となる｡

また､導入後の管理･運営を含めて外注(ｱｳﾄｿ-ｼﾝｸﾞ)する場合も､外注

するﾍﾞﾝﾀﾞがどの規格を用いてｻ-ﾋﾞｽを提供しているか､または､検討して

いるｻ-ﾋﾞｽを実現するには､どのような規格が存在し､相互運用性や再利用

性が保証されているか､ということを含めてあらかじめ検討を行う必要がある｡

情報化社会が進み､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄが通信基盤､社会基盤として広く普及し

た今､ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼ情報をはじめ､扱う情報に対する責任は大きくなり､今後も

ｻ-ﾋﾞｽとともに問題も多様化すると思われる｡これらの種々の問題を国内外

の関係者が認識し､協力して解決するためにも､研究開発時の標準規格の準拠

と社会情勢にあわせた技術の標準化は必要である｡

4.5既存ﾌﾟﾗﾂﾄﾌｵｰﾑ

e-Leamingの構築と運用には､その目的と実施制約条件に即した要素技術の取

捨選択をする必要がある｡この取捨選択には､情報科学分野だけでなく教育工

学分野や知的財産権関連の専門知識を統括した形での構築･運用指針が要求と
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される｡

また､前述の標準化された技術規格を用いて､独自のｼｽﾃﾑを構築する場

合は特に､適切に著作権処理されたｺﾝﾃﾝﾂ作成だけでなく､ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼ情

報を含む学習者情報の取り扱い､ｶﾘｷｭﾗﾑ体系等との整合性を維持､管理

する人員を養成･雇用する必要があり､膨大な専門的知識と時間が必要になる｡

これらの間題を低減する方法の-つとして､既存のe-Leamingﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-

ﾑを利用することが挙げられる｡既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの多くには､受講者を

認証する機能が存在している｡つまり､これらは公開範囲を限定公開としてい

るため､講義を受講者に公開するための制約条件が似通っていたり比較的緩や

かである､といった条件下では､既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを用いることでe-Leaming

を提供するｻｲﾄの構築･運用の簡便化を期待することができる｡

講義公開ｼｽﾃﾑを構築する際にｺ-ｽｳｴｱとしては､ WebCT,､Blackboard,

TopClass､ FirstClass､ eCourse､ LeamlngSpase､ exCampus､ WebOCM､ u-1eamlng

等､非常に多くのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが乱立しているが､ここでは特に､既存ﾌﾟ

ﾗｯﾄﾌｵ-ﾑとして7つを取り上げ､それぞれについて概説する｡

4.5.1 WebCT

webCTはｶﾅﾀﾞのﾌﾞﾘﾃｲﾂｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ大学で開発されたｺ-ｽの設計､

開発､管理を容易にする統合ｺ-ｽ管理ｿﾌﾄｳｪｱである｡現在はWebCT社

[34]が､主に対面講義を前提としたｵﾝｷﾔﾝﾊﾟｽｺ-ｽでの講義の補完的な教

材･学習環境の提供を目的とした非同期e-Leamingﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑとして､高

等教育機関を中心にｻ-ﾋﾞｽを提供している｡標準化動向としては､ WebCT3.5

からはIMSで策定される規格に準拠した学生情報ｼｽﾃﾑとの連携が検討され

ており､ 2005年9月現在の最新版はWebCT Campus Editionとなっている｡

日本では､名古屋大学情報連携基盤ｾﾝﾀ-の梶田将司助教授が日本語版を

開発し*38､同氏が興した名古屋大学発のﾍﾞﾝﾁﾔ-企業である株式会社ｴﾐｯ

ﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ*39において､ WebCTｻ-ﾋﾞｽの提供を行っている｡また､利用実績

としては他に､ｱﾌﾘｶﾊﾞ-ﾁｬﾙ大学[35]やｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ大学が挙げられ､北

米だけでなく世界各国の大学がwebCTVistaを利用していることがわかる｡

webCTのｿﾌﾄｳｪｱ構成は､ WebCTｻ-ﾊﾞとWebﾌﾞﾗｳｻﾞだけである｡

･38開発当時は､同大学情報ﾒﾃﾞｨｱ教育ｾﾝﾀ-助手であった｡

* 3 9hflp ://www･emit-j apan･com/
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webCTｻ-ﾊﾞでは､ httpｻ-ﾊﾞとしてapacheを利用し､その上ではCGI(Common

Gateway lnterface)として動作するよう設計･実装されている｡ CGlはPerlやc言語

により記述されているが､ﾁﾔﾂﾄやﾎﾜｲﾄﾎﾞ-ﾄﾞを利用する場合は､ Java

やJavaSctiptも利用している｡

主な機能としては､以下の三つが挙げられる｡

･ｺ-ｽの概観を設計可能なｲﾝﾀﾌｪｲｽ

･学習やｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ､協調学習を容易にするための教育用ﾂ-ﾙ群

･ｺ-ｽの管理作業や改良作業においてﾃﾞｻﾞｲﾅを補助する管理ﾂ-ﾙ群

webCTで用いられるｱｸｾｽﾓ-ﾄﾞは｢管理者｣ ｢ﾃﾞｻﾞｲﾅ｣ ｢ﾃｲ-ﾁﾝ

ｸﾞｱｼｽﾀﾝﾄ｣ ｢学生｣の四つが用意されており､ﾛｸﾞｵﾝした際に､ｺ-

ｽごとに決められた権限に従って自動的にﾓ-ﾄﾞが選択される｡管理者以外が

webCTにｱｸｾｽする際に使用するWebCTのｴﾝﾄﾘﾎﾟｲﾝﾄは｢myWebCT｣

と呼ばれており､ここには各ｺ-ｽに関する情報や管理者からの連終事項等が

表示される(図8)*40｡
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図8 : WebCTの画面
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WebCTは､ WebCT社のｻｲﾄから無料でﾀﾞｳﾝﾛ-ﾄﾞ可能であり､ WebCTの

ｲﾝｽﾄ-ﾙおよびｺ-ｽｺﾝﾃﾝﾂの作成にはﾗｲｾﾝｽは必要ない｡しか

し､作成したｺﾝﾃﾝﾂを学生に閲覧させる場合は､学生数に応じたﾗｲｾﾝ

ｽ取得が必要となる｡

WebCTの欠点としては､このﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが主に北米の高等教育現場か

らのﾌｲ-ﾄﾞﾊﾞｯｸを基に改良され続けているため､ｱｼﾞｱや欧州など他地域

の教育事情は反映されにくい､ということが挙げられる｡

4.5.2 B】aGkboard

BlackboardはBlackboard社[36]が提供しているｺ-ｽ管理ｼｽﾃﾑである｡ 1997

年に設立されたBlackboard社は､教育産業向けｴﾝﾀ-ﾌﾟﾗｲｽﾞｿﾌﾄｳｪｱと

その関連ｻ-ﾋﾞｽを提供する企業であり､製品ﾗｲﾝはBlackboard Academic

SuiteとBlackboard Commerce Suiteのこつのｽｲ-ﾄにまとめられた五つのｿﾌ

ﾄｳｪｱである｡ Blackboard社はもともと､ IMSｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙﾗ-ﾆﾝｸﾞｺﾝｿ-

ｼｱﾑ-ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞｻ-ﾋﾞｽを提供しており､最初にりﾘ-ｽした製品

は､ 1998年にｺ-ﾈﾙ大学で開発されたｵﾝﾗｲﾝﾗ-ﾆﾝｸﾞｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮ

ﾝであった｡ Blackboardでは､ NLE(Networked Leaming Environment)というｵﾝ

ﾗｲﾝ学習環境のﾋﾞｼﾞｮﾝを大学と共有し､協力関係を結びながら環境開発を

続けているが､ﾀ-ｹﾞｯﾄには大学等の教育機関だけでなく､教育出版社や企

業も含まれている｡

NLEの目的は､受講者や教職員の誰もが､従来の授業形態をこえた拡張的な

ｵﾝﾗｲﾝ学習環境-踏み出せる支援をすることである｡単にｺ-ｽをｵﾝﾗ

ｲﾝ化するだけでなく､図書室や実験室､保護者会や同窓会など､教育ｺﾐｭ

ﾆﾃｲが持つ多くの側面をもｵﾝﾗｲﾝ学習環境に組み込むことを目指し､ -

教員の-つのｸﾗｽという単純なものから､国内外の複数の教員がｺﾗﾎﾞﾚ-

ﾄして作成する新ｶﾘｷｭﾗﾑなど複雑なものまで網羅する､強力なﾌﾟﾗｯﾄ

ﾌｵ-ﾑを提供している｡

利用実績としては､ 2001年以来の､ｼ-ﾄﾝﾎ-ﾙ大学(seton Hall University)

の学習環境においてBlackboardは重要な役割を担っており､同大学教職員のうち

60%がBlackboardを使用していると云われている｡また､ｼ-ﾄﾝﾎ-ﾙ大学で

は､以下のこつの機能を開発し､ｼｽﾃﾑを拡張している｡

･早期警告ｼｽﾃﾑ

･ｱｶﾃﾞﾐｯｸﾀﾞｯｼｭﾎﾞ-ﾄﾞ
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早期警告ｼｽﾃﾑは､必要とされる成果が達成されなかった場合に学生とｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞに告知が配信されるｼｽﾃﾑであるoまた､ｱｶﾃﾞﾐｯｸﾀﾞｯｼｭﾎﾞ

-ﾄﾞは､学生が自分の学習進捗状況の概要を確認できるｼｽﾃﾑとなっている｡

ｼ-ﾄﾝﾎ-ﾙ大学だけでなく､ﾃﾞｭﾌﾟﾛ-大学やﾃﾞｭ-ｸ大学､ﾆｭ-ﾖ

-ｸ州立大学ﾊﾞｯﾌｱﾛ-校などでも利用されるなど､北米での教育現場で多

用されており､目本語版も開発されているo

玉川大学の大学共通e-Learingｼｽﾃﾑ｢Blackboard@Tamagawa｣ [37]では､ 2004

年度からe-Leamingのﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄとしてBlackboardを利用しているo図9は､

その体験ｺ-ｽのｽﾅｯﾌﾟｼｮｯﾄである｡

榔BつのH帥VahJO Lo叫
l上且Z ) = Ⅰ島つのH肋VdLL8 LeB'nhTg 】 ‥ 6つのHゆVdLLO LAamin9, 6つの川小Vdt･8 L叫1 :人…に

①--◎く垂至璽)

をﾀﾘｯｸしてください.

｢哲通の人よりも大きな夢を持とう｣ -
そんな厳いをこめて玉川大学の朗立着･小厨肖芳の再いた夢の-文字は,
ﾜ対の下のr夕｣が-画多L} ｢月Jになっています,
玉川の丘を切り妬き.確想の学園を作りに生燕を書削ﾅた小戚肖芳の夢は,
今も玉川大学に受け撫がれ玉川故帝の蘇針盤ともなっています.
玉川は夢に眺吸する大学です.
自分の未来を切り閑くことに墳擁的な学生が集います.
の教貯の基本となるのほ,姐学以架受け継がれているr食人教

図9.玉川大学e-Learningﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄ｢Blackboard@Tamagawa｣

また､信州大学e-Leaming[38]でもe-Leamingのﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄ作りに

Blackboardを利用しているo信州大学の事例では､初めて利用する際に言語を選

択した上でﾛｸﾞｲﾝすれば､登録した学生でなくても､ｹﾞｽﾄとしてｻｲﾄの

-部を閲覧(ﾌﾟﾚﾋﾞｭ-)することができるoただし､授業開始後-定時間が経過

すると､登録した学生しか受講できない状態になる｡
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4.5.3 Centra

centraは､ Centra So氏ware, Inc[39]が開発･提供している同期型e-Leamingを実

現するためのｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑである｡ Centraは､ Webﾍﾞ-ｽのｱ

ﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝｿﾌﾄｳｪｱの提供と､ ASP(Application Service Provider)ｻ-ﾋﾞ

ｽを提供するために1995年に設立された米国の企業である｡

同期型e-Leamingとは､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上でﾄﾚ-ﾆﾝｸﾞやｾﾐﾅ-等を双方

向で実現するためのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能を付随させたものであり､ Centra

では､音声､資料､ｶﾒﾗ画像をwebﾌﾞﾗｳｻﾞ上でﾘｱﾙﾀｲﾑに共有する

RTEC(Real-Time Enterprise Collaboration)を統合している｡このﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑ

を利用してe-Leamingを同期型にすることで､面接講義で行われるようなｺﾐｭ

ﾆｹ-ｼｮﾝをｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上でﾘｱﾙﾀｲﾑに行うことが可能となり､講

義に臨場感を与え､受講者のﾓﾁﾍﾞ-ｼｮﾝを高めるとともに､学習効果を向

上させることが期待できる｡

centraｼﾘ-ｽﾞの最新版はCentra 7であり*41､ 2001年よりﾏｸﾆｶ株式会社が

centraの目本の総代理店をつとめ､ Centraｼﾘ-ｽﾞの日本語化および販売を開始

している｡ Centraは､目本国内では日本ｵﾗｸﾙ(株)や伊藤忠商事(株)等の企業

や目本大学等の大学に導入されており､教育や知識共有のためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ

-ﾑとして利用されている｡

centra社および株式会社ﾏｸﾆｶは､ Centraﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを販売､提供す

るだけでなく､導入前のｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞやﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを利用するため

の研修･ｻﾎﾟ-ﾄなどのe-Leaming導入支援を行っている｡

4.5.4 TopClass

TopClassはWBT Systems[40]が開発しているe-Leamingﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑであ

る｡ TopClassのﾂ-ﾙはｵﾝﾗｲﾝでのﾃｽﾄ､双方向ｺﾝﾃﾝﾂ､ﾚﾎﾟ-ﾃｲ

ﾝｸﾞといった教育手段の導入を促すだけでなく､教育内容の開発やそれらのﾘ

ｿ-ｽ管理を支援することが可能となっている｡

利用実績としては､ｵ-ｽﾄﾗﾘｱのﾃﾞｨ-ｷﾝ大学[41]が挙げられる｡ﾃﾞｨ

-ｷﾝ大学は､ｷﾔﾝﾊﾟｽ教育と遠隔教育のこつの形態を持っ大学として1975

年に設立された｡この前身は､工科大学と教員養成ｶﾚｯｼﾞであり､中等教育

修了者と成人学生を対象とした公開制ｷﾔﾝﾊﾟｽであり､設立の目標には､教

*4 1 http ://www･ centra･ com/products/
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材出版物等の品質面では英国の公開大学の例に倣い､図書ｻ-ﾋﾞｽの面ではｵ

ﾝﾗｲﾝｷﾔﾝﾊﾟｽの例にひけをとらない水準を目指す､とされている｡この

大学で1995年-1997年にﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ･ﾗ-ﾆﾝｸﾞのﾋﾞｼﾞｮﾝが打ち出されて

いる｡これは､学習ﾌﾟﾛｾｽの中心に学習者を位置づけ､以下のような特徴を

持つ枠組みを目指している｡

･多様な学生集団とｶﾘｷｭﾗﾑのﾆ-ｽﾞに適合した様々な教育ﾓﾃﾞﾙを実

現

･継続的な変化と改善が可能

･国際基準と-貫性を持ち､既存学習ﾘｿ-ｽの利用を容易にするitem教授･

学習を支援するｵﾝﾗｲﾝ管理ﾂ-ﾙ

この大学の新しいﾋﾞｼﾞｮﾝを実現するために､様々な教授･学習ﾆ-ｽﾞにか

なう既成ｼｽﾃﾑとして､ TopClassが大学の情報管理ｼｽﾃﾑの核として採用さ

れた｡その後､この大学では､ TopClassのﾗｲｾﾝｽが2003年2月末に満了する

際に段階的にWebCTVistaを導入し､ 2004年までにﾘﾌﾟﾚｲｽを完了している｡

4.5.5 exCampus

exCampus(ｴﾂｸｽｷｬﾝﾊﾟｽ)[42]は､学習者管理､ｺﾝﾃﾝﾂ登録､電子掲

示板運用等の基本機能を有するe-Leamingﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑである｡独立行政法

人大学共同利用機関ﾒﾃﾞｨｱ教育開発ｾﾝﾀ-が開発･運用を行っており､

e-Leamingｻｲﾄを構築･運用するためのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを無償公開している｡

2005年9月現在のexCampus最新版はexCampus ver2.0.0であり､ excampusで提供

される機能は以下のとおりである｡

･学習者登録･管理機能

･ｺﾝﾃﾝﾂ(ｽﾄﾘ-ﾐﾝｸﾞﾋﾞﾃﾞｵ･資料)登録･管理機能

･ﾆｭ-ｽ登録･管理機能

･電子掲示板機能

･ﾒ-ﾙ配信機能

･ﾚﾎﾟ-ﾄ提出機能

ここからも明らかなように､ exCampusには教材作成ﾂ-ﾙ(ｵ-ｻﾘﾝｸﾞﾂ-

ﾙ)の機能は含まれていないため､別途作成した教材や資料等のｺﾝﾃﾝﾂを

exCampusに登録してe-Leamingｻｲﾄ上で公開することになる｡また､ｺ-ｽｳ

ｴｱと連携することも不可能であるため､学習者のｺ-ｽｳｪｱ進捗状況を-

覧する､等の機能は存在しない｡
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excampusの構成としては､ Apache､ PostgreS(〕L､ PHP､ Perlといったﾌﾘ-ｳ

ｪｱが稼働するLinuxが想定されており､ｸﾗｲｱﾝﾄは､ Webﾌﾞﾗｳｻﾞのみで

ある｡

このexCampus.orgのｻｲﾄでは､単にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを公開するだけでなく､活用

事例や運用ﾉｳﾊｳ等についても､逐次公開されている｡利用実績としては､

東京大学大学院情報学環･学際情報学府のiiionlineが挙げられ､運用ﾉｳﾊｳは

主に､このiiionline運営ｽﾀｯﾌ間で蓄積されたものをｳｪﾌﾞｺﾝﾃﾝﾂ化した

ものとされる｡また､ここで蓄積･紹介された運営ﾉｳﾊｳは､ ｢eﾗ-ﾆﾝｸﾞ･

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｰ大学の挑戦｣という書籍になり出版されている｡

4-5.6 WebOCM

webOCM[43]は大阪大学ｻｲﾊﾞ-ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀ-･ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ言語教育

研究部門が開発したﾈｯﾄﾜ-ｸ上に講義を公開するための授業支援ｼｽﾃﾑ

である｡ WebOCMを利用するためには､ﾌﾞﾗｳｻﾞ機能を拡張するためのActiveX､

httpｻ-ﾊﾞとしてⅠISと､それを拡張するDLLが必要となる｡

webOCMが提供する主な機能は以下のようなものが挙げられる｡

･高機能ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ･ﾂ-ﾙ｢新世界｣

･ﾜﾝﾀｯﾁ辞書機能

･ﾘｱﾙﾀｲﾑ辞書登録(辞書拡張機能)

･ｴｷｽﾊﾟ-ﾄｼｽﾃﾑ

･ﾃｽﾃｲﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

･出席管理ｼｽﾃﾑ

･成績管理ｼｽﾃﾑ

･ web対応ｱﾝｹ-ﾄｼｽﾃﾑ

｢新世界｣とは､未読ﾒｯｾ-ｼﾞのﾘｱﾙﾀｲﾑ通知機能がついたｺﾐｭﾆ

ｹ-ｼｮﾝ･ﾂ-ﾙである｡これは､ﾒｯｾ-ｼﾞにﾘｱﾙﾀｲﾑ性があるため､

ｵﾝﾗｲﾝ講義中の議論にも用いることができる｡任意のﾎ-ﾑﾍﾟ-ｼﾞ上の任

意の単語をﾀﾞﾌﾞﾙｸﾘｯｸすることでその語意が表示されるﾜﾝﾀｯﾁ辞書機

能は､外国語の教材を用いる場合､学習者に好評となる機能である｡大阪大学

ではﾄﾞｲﾂ語教育にWebOCMが利用されている(図10)｡

出席管理ｼｽﾃﾑでは､受講生がwebOCMにｱｸｾｽした日時とWebOCMを

終了した日時が､自動的にﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽに記録され､これが出欠ﾃﾞ-ﾀとして

利用されている｡このWebOCMのｼｽﾃﾑは､他大学でも実験的に利用される
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こととなっており､非営利目的の教育機関に限り､無料公開を予定している｡

図10 :大阪大学ｻｲﾊﾞ-ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀ-WebOCM

4.5.7既存ﾌﾟﾗﾂﾄﾌｵｰﾑのまとめ

ﾈｯﾄﾜ-ｸの広帯域化やﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂの作成の簡便化など､

e-Leamingを取り巻く環境が著しく進化している｡また､高等教育機関でのｶﾘ

ｷｭﾗﾑ体制や､学習者情報の自動収集などの管理と利用など､ e-Leamingに期

待することや利用方法が大学ごとに異なる｡

本節で既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの例として取り上げた-部のｺ-ｽｳｪｱの利

用実績からもわかる通り､すべての目的や実施制約条件に適応できる既存ﾌﾟﾗ

ｯﾄﾌｵ-ﾑは存在しない｡そのため､それぞれの大学が目的や制約条件を考

慮にいれ､学生や教員の利用方法と導入による効果を模索しつつ､乱立してい

る既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを利用したり､新たに環境構築の-部として開発して

いる状態である｡

高等教育機関の目的､制約条件､思惑の-致は不可能であるため､今後も､

今回取り上げたｺ-ｽｳｪｱだけでなく､ｵﾝﾗｲﾝﾁｭ-ﾄﾘｱﾙやｵﾝﾗ
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ｲﾝ試験の機能を含む汎用的なﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑを望むことは困難と云える｡

既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑが有機的に参集し､広範囲に汎用的なe-Leaming環境を

構築するためには､現在で各大学が既に所有している受講･成績管理等の学生

情報ｼｽﾃﾑとの連携や､他ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑとの互換性が保てるような仕組

みを工夫し､積極的に取り入れ､情報流通をする必要があると云える｡

4-5.8 e-Learningの導入効果を測る指標

e-Leaming導入成果を詳しく評価･分析するための手法としては､ｶ-ｸﾊﾟﾄ

ﾘｯｸ博士による｢4段階評価法｣と呼ばれる手法が最も有名である｡これは､

｢学習者の満足度｣ ｢学習者の理解度｣ ｢学習者の行動変化｣ ｢学習で得られ

た成果｣の4つのﾚﾍﾞﾙで経時変化を見るものであり､学習者-のｱﾝｹ-ﾄ

だけでなく､ﾃｽﾄ､本人や上司-の個別ｲﾝﾀﾋﾞｭ-などを行うほか､

e-Leamingと売上増加･ｺｽﾄ削減･品質向上などとの結びつきについても分析

することが提唱されている｡

ｶ-ｸﾊﾟﾄﾘｯｸの評価法を進展させ､経営指標のひとつとしてe-Leamingの

｢ROI (Retumonlnvestment) ｣ ､つまり投資対効果を示す企業も存在する｡具

体的には､ e-Leamingを導入したことで事業の収益率がどれくらい上がったのか

を､ e-Leamingにかかる総ｺｽﾄとの関係で割り出したり､統計分析の手法を用

いて､集合研修とe-Leamingのｸﾞﾙ-ﾌﾟ両者の学習成果やｺｽﾄを比較すること

により投資効果を割り出したりする｡
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5.公開方式の検討と今後の展望

本章では､ e-Leamingにおける講義等の公開方式の調査対象として､九州産業

大学と東京大学(iii online)のふたっの大学の取り組みを挙げ､今までのe-Leaming

を構築する上で検討すべき要素技術の分析に基づいた評価と構成について議論

する｡さらにここまでの議論をふまえ､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽの将来的展望につい

て包括的に考察する｡

5.1大学の既存事例に関する考察

ここでは調査した事例のうち､九州産業大学とiiionlineでの事例内容に関して

考察する｡このふたっの事例に関して､その現状での公開状況を表7にまとめた｡

表7:公開状況の比較

九州産業大学iii online

公開目的

公開内容

ｼｽﾃﾑ構築

ｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能

ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄの作成,採点,結果分析

学習状況管理

ｼﾗﾊﾞｽ閲覧

ｵﾝﾗｲﾝでの履修登録

講義補助単位取得/講義の-般公開

講義ﾋﾞﾃﾞｵ講義ﾋﾞﾃﾞｵと講義資料

大学で開発exCampasを利用

5.1.1九州産業大学(付録A.12)

九州産業大学のe-LJeaming利用の目的は､講義の予習と講師の相互研修の材料

とした講義の公開である｡この場合､講義補助という目的上､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃ

ｽﾄ､学習状況の管理､ｼﾗﾊﾞｽ閲覧やｵﾝﾗｲﾝでの履修登録は必要ではな

い｡

公開している内容(ｺﾝﾃﾝﾂ)は､構内で行われた講義をﾋﾞﾃﾞｵ撮影･編集し

たものである｡この講義ﾋﾞﾃﾞｵは､ｱ-ｶｲﾌﾞｼｽﾃﾑに講義ｽｹｼﾞｭ-ﾙを

入力するため､講義時刻になると自動的に撮影が開始･収録される｡
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このｼｽﾃﾑでは収録のﾀｲﾐﾝｸﾞは自動化されているが､講師は講義開始

前､または講義中にﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗを操作し､撮影される範囲を手動で調整する

必要がある｡これはﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗが講義室の天井に設置されているためであり､

講師は､講義中も常にどのように撮影されているかを意識しながらﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗを適宜操作することを強いられる｡また､板書内容やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀから出力

されている講義ｽﾗｲﾄﾞが､収録されたﾋﾞﾃﾞｵでは判読困難となる場合もある｡

しかし､ -方では､講師そのものが自分の意思でｶﾒﾗを操作するため､講師

が意図するものを講義ﾋﾞﾃﾞｵに収録し､意図的に講義の-部を見えにくくする

ことも可能である｡

九州産業大学のｼｽﾃﾑではｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能は採用されていないた

め､講義補助の目的上､予習中に疑問に感じた箇所は講義時に質問するという

ｽﾀｲﾙが採用されている｡しかし､講義中の受講者の発言は記録されないた

め､講義中に質疑応答があった場合は講義ﾋﾞﾃﾞｵの視聴者は講義の流れを追う

のが困難になる｡

このように､講義補助だけでなく､正式な授業ｱ-ｶｲﾌﾞとして九州産業大

学のようなｼｽﾃﾑを用いる場合は､質問の内容を記録する手法や､講師と受

講者､または受講者同士のｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能､講義ﾋﾞﾃﾞｵの撮影方法を

検討する必要があると云える｡

5.1.2東京大学の事例(iii onJine) (付録A.1)

東京大学大学院学際情報学府のiii onlineでは､学内向けの単位取得を主な目的

としているが､学外向けに大学での講義の-般公開も行っている｡

学内向けの公開では､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑとして4章で例示したexCampasを採用

している｡ exCampasはｼﾝﾌﾟﾙな機能を提供する事を目的としているため､

WebCTやBlackBoardなどのようにｵﾝﾗｲﾝ学習のための豊富な機能を備えて

いるとは云いがたい｡また､可能な限りの講義ﾋﾞﾃﾞｵと講義資料の公開を行っ

ているが､この講義資料と講義ﾋﾞﾃﾞｵの同期は行われていない｡このため､実

際の授業と同様の流れをｵﾝﾗｲﾝで体験することはきわめて困難であるとい

える｡

講師と受講者､または受講者間でのｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ機能としては掲示板

が利用されており､ｵﾝﾗｲﾝ･ﾃｽﾄ､学習状況の管理､ｵﾝﾗｲﾝでの履

修登録の機能はないが､学内向け単位取得目的に必要なｼﾗﾊﾞｽ閲覧とﾚﾎﾟ-

ﾄ提出に関する機能は付加されている｡
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講義を収録したﾋﾞﾃﾞｵの公開方法としては､受講者が参照したい箇所から講

義ﾋﾞﾃﾞｵの聴講を始めることを想定しているため､講義ﾋﾞﾃﾞｵを講義の流れに

沿って分割公開している｡全てを通して講義を視聴する場合は､分割公開､つ

まり単-ﾌｱｲﾙとして公開されていないため､全講義ﾋﾞﾃﾞｵﾌｱｲﾙをﾀﾞｳ

ﾝﾛ-ﾄﾞする必要がある｡

5.2 e-Learningの今後と展望

高等教育とは､中等教育(日本では通常高等学校で行われる教育)を終えたあと､

政府に認定された教育機関で実施される教育･訓練･研究指導のことを指す｡

大学や大学院のみならず､教員養成学校や看護学校などの職業訓練校､技術短

期大学､各種の技術専門学校､ ITを活用した通信教育なども含まれる｡日本に

おける高等教育機関-の進学率は､昭和50年初めに専門学校が多く設立された

こ`とにより､約80万人となり昭和60年頃までほぼ横ばいであった｡昭和60年初

めころからの､大学そのものが設立されるとともに､既設の大学での新たな学

部の設置､その後の短期大学の4年制大学-の移行などにより､大学-の進学者

は昭和60年から平成12年にかけて約40万人から約60万人-急速に増加し､その

後は約60万人で安定している｡この間､高等教育機関全体-の進学者数は､平

成5年の約120万人弱をﾋﾟ-ｸに現在は110万人弱に減ってきている｡現状では､

減少傾向にあるが110万人は18歳人口に対して約73%である｡これは少子化によ

る影響であると考えられ､中等教育終了後の高等教育の進学率は安定している｡

これに対し､大学院の入学定員は急激に増加しており､平成元年は4万5千人

強であったが､平成15年では9万人を超えている｡実際の入学者は平成元年には

2万5千人程度だったが､平成15年にはほぼ入学定員と同じぐらいとなっている｡

このことは､大学院-の就学需要が高まっていることを顕著に表している｡

大学-の進学率は､少子化が進んでいることも関係して､ここ数年あまり変

化していないにもかかわらず､大学院-の進学率は著しく増加している｡これ

は､単に大学卒業後すぐに､大学院に進学している者が増加している以外にも､

大学卒業後に就職して何年か経たのちに仕事上のｽｷﾙｱｯﾌﾟや理論的な知見

を求める者､いわゆる社会人入学者が急速に増加していると考えられる｡実際

に､昭和51年の学校教育法の-部改正により､大学院大学が制度化され､続い

て平成11年の学校教育法の-部改正により､大学院の重点化が行われることに

なり､社会人を対象とした大学院が多く整備されてきている｡
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大学院-の入学者が多様化することにより､被教育内容が大きく異なる学生

に対して十分なｶﾘｷｭﾗﾑを検討する必要がある｡また､従来の大学教育に

もいくつか問題点が指摘されており､その中で大きなものとしては､大学入学

に必要な教科のみを高等学校で履修していることが挙げられる｡例えば､物理

を履修しないで工学部に､生物を履修しないで医学部に進学するといったこと

である｡大学では､このような多様性のある学生に対するｶﾘｷｭﾗﾑを用意

せずに､各教官の判断に任せているところに問題がある｡これは大学院に対し

ても同様のことが言える｡しかしながら､これにはおのずと限度があり､すべ

てを単-の学部や研究科での教育で補うことは不可能である｡これは大学全体

もしくは大学間で連携して取り組むべき間題であり､少数の教官が対応できる

問題ではない｡

このような間題を解決するためには､学部･研究科間および大学･大学院間

の単位互換制度を充実することが望まれる｡しかし､教官が他の学部･研究科

や大学･大学院での講義を多数担当することや､学生自身が他の学部･研究科

や大学･大学院で開講される講義を聴講することは現実的に不可能である｡こ

のため､ e-Leamingｼｽﾃﾑなど遠隔から講義に参加できるｼｽﾃﾑの普及が望

まれる｡

e-Leamingｼｽﾃﾑ等を使っての遠隔講義を行うに当たっては､大きく分けて

以下の2つの検討課題が考えられる｡

･どのような学生を対象とするのか

･環境の整備

平成に入り､大学院進学率が急速に増加しているが､全人口比率で考えれば､

平成9年度で米国の6分の1､英国の3分の1である｡このことから､今後も大学院

進学率は増加するものと思われる｡このような急速な増加となった背景には､

家庭の経済的な余裕の外に経済的安定指向が主流であり､純粋な学問探求から

生まれたとは限らない｡しかしながら､教官側は､大学院においては研究者養

成を主であると認識しているが､学生側は､高度専門職業人を目指しており､

教官側と学生側の意識のずれがあると考えられる｡このことは理科系において

は特に顕著であり､修士課程(博士前期課程)のみで博士課程(博士後期課程)に進

級しない学生がほとんどであることからも伺える｡この対応としては研究者養

成面と高度専門職業人養成面に分離した教育を行う必要がある｡

また､文化系のように座学中心で講義が行われるものと､理科系のように演

習等を交えながら進めるものとでは､必然的に講義手法が異なってくる｡
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e-Leamingｼｽﾃﾑを用いた場合､座学中心の講義では､教官が-方的に講義を

進めても構わない場合が多い｡学生の理解が不十分であったとしても､講義資

料等から参考文献を見つけ､それを講義以外の時間で閲覧することにより､理

解を深めることが可能であると考えられる｡しかし､演習を交えたような講義

では学生の理解度を見ながら進める必要がある場合が多く､臨場感が伝わりに

くいe-Leamingｼｽﾃﾑでは､効率よく講義を進行することが困難であると考え

られる｡

これらのことから､講義の内容･形態は多種多様にならざるを得ない｡また､

学生がﾘｱﾙﾀｲﾑに講義を受けることができる場合と､社会人学生など昼間

にﾘｱﾙﾀｲﾑに講義を受けることができない場合などによっても講義手法を

考慮する必要がある｡どのような学生を対象とするかによって講義手法を考え

なければならない問題は､ e-Leamingｼｽﾃﾑを利用するか否かに関わらず生じ

る間題であるが､ e-Leamingｼｽﾃﾑの制約によっても大きく左右される｡

現在最も主流となっているe-Leamingｼｽﾃﾑは､ Webﾍﾞ-ｽのｼｽﾃﾑであ

り､そこに講義の模様を撮影した映像と講義資料をwebﾌﾞﾗｳｻﾞから選択して､

講義を学習するというものである｡このような形態はｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型の講義で

ある｡つまり､好きなときに講義の模様を撮影した映像をみることができる授

業である｡ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型の授業では､受講生はWebﾌﾞﾗｳｻﾞとﾋﾞﾃﾞｵﾋﾞｭ-ﾜ

を用意するだけでよい｡これらのｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝは多くの場合に無料で入手

できるため､受講生側のｺｽﾄは非常に安価なものである｡ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型の

e-Leamingｼｽﾃﾑの間題点は､通信教育同様に-人で勉強するものなので､孤

独になりがちであるというものである｡ｱﾒﾘｶでもe-Leamingｼｽﾃﾑにより

講義を受講できる大学が増えているが､ﾄﾞﾛﾂﾌﾟｱｳﾄする割合が非常に高い

と言われており､閉校に追い込まれた大学も存在する｡教官とのやりとりや受

講生同士の交流をはかるため､BBSやｽｸ-ﾘﾝｸﾞなどの交流の場を設けるなど

して､運用面から継続して勉強していく環境を提供することも､ e-Leamingｼｽ

ﾃﾑには重要な要素である｡また､教室で撮影した臨場感のある講義を作成し

たり､講義の模様の映像と講義資料が連動して提示するといった工夫が必要で

ある｡後者に関しては､いくつかｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝが開発されており､ webﾌﾞﾗ

ｳｻﾞのﾌﾟﾗｸﾞｲﾝｱﾌﾟﾘｹ-ｼｮﾝとして実現されているものもある｡

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型のe-Leamingｼｽﾃﾑにおいて､講義を提供する側での問題点

として､どのようなｺﾝﾃﾝﾂを用意すべきかがわかりづらいというものがあ

る｡つまり､受講生のﾆ-ｽﾞがどこにあるのかわからないという問題がある｡
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通常､高等教育機関では事前にｼﾗﾊﾞｽを作成してどのような内容を提供する

のかを受講生に示しているが､講義中の理解度を感じながら説明内容を変更す

るといったことができない｡

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型のe-Leamingｼｽﾃﾑに対して､教官と受講生が同時に講義に

参加しながら講義を進めていくものをﾗｲﾌﾞ型e-Leamingｼｽﾃﾑと呼ぶ｡ﾗｲ

ﾌﾞ型e-Leamingｼｽﾃﾑでは､ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型e-Leamingｼｽﾃﾑの機能に加えて､

講義の模様をﾘｱﾙﾀｲﾑに送る必要がある｡また､教官が受講生の様子を感

じ取るために､受講生側のｼｽﾃﾑにもｶﾒﾗを設置するなどして､教官側に

その様子を送る必要がある｡この場合､いくつかの限られた遠隔教室に対する

講義であれば､多少ｺｽﾄはかかるもののｶﾒﾗを設置し受講生の様子を受け

取ることが可能であるが､各受講生が在宅のまま講義に参加する場合には､ｶ

ﾒﾗ設置の間題以外にも､受講生全体の雰囲気を-度に把握することは困難と

なってくる｡

再び､高等教育､特に大学院における受講生のﾆ-ｽﾞについて考えてみると､

研究者養成を期待している場合と高度専門職業人養成を期待している場合があ

るが､両者ともに単に-方向的な講義を受講するだけでは､効果があまり期待

できず､ｲﾝﾀﾗｸﾃｲﾌﾞな講義を提供する必要があると考えられる｡なぜな

らば､人間は単純に｢読んだこと｣の10%､ ｢聞いたこと｣の20%程度しか記

憶に定着しないと言われており､また､実際に｢体験したこと｣は90%までが

記憶に残ると言われているためである｡

以上のことをまとめると､ e-Leamingｼｽﾃﾑを用いた講義では､講義内容の

充実を図るとともに､教官と受講生の双方向性を確保することが重要であると

言える｡このことは､従来行われてきた講義室での教育体系とは別の新たな教

育体系を確立することであると言える｡しかしながら､新たな教育体系を実現

するにあたっては､以下のような間題点がある｡

■講義準備のための環境･体制･経責の負担が大きい

これには､授業支援のためのｺ-ﾃﾞｨﾈ-ﾀ及び推進体制の確保や､ﾃｲ-

ﾁﾝｸﾞｽﾀｯﾌ及び機器操作ｽﾀｯﾌの確保､資料等を簡単に電子化できる施

設設備の充実､教員向けの情報研修体制の整備といったことが含まれる｡

■ﾈｯﾄﾜｰｸやPCを含めた受講生の環境整備の負担が大きい

これには､学生-人-人に-台のﾉ-ﾄﾊﾟｿｺﾝを貸与することなどが含ま
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れる｡

近い将来､ pCの高性能化やﾈｯﾄﾜ-ｸの広帯域化が進み､教官と受講生の

間で高品質な映像をﾘｱﾙﾀｲﾑにやりとりすることが容易になることが予想

でき､ﾊ-ﾄﾞｳｪｱ面でのｲﾝﾌﾗ整備は徐々に低ｺｽﾄ化すると考えられる｡

しかし､ PCやｶﾒﾗを使ってのWebべ-ｽのｼｽﾃﾑによる講義では､臨場感

やｲﾝﾀﾗｸﾃｲﾌﾞ性を提供するには限界がある｡このため､最終的には映像

や資料などの講義ｺﾝﾃﾝﾂの工夫が重要であり､あらゆる面で質を高めるこ

とが重要である｡また､新たな可能性として､ Networked Virtual Environme山等

の3次元仮想空間技術を利用して､仮想的な教室を構築して､教室の臨場感､他

の受講生の存在感を提供することが考えられる｡このとき､ -ﾂﾄﾞﾏｳﾝﾄﾃﾞ

ｲｽﾌﾟﾚｲを用いるなどして､臨場感を高めることができる｡ 3次元仮想空間技

術を利用した場合には､ｼｽﾃﾑの充実度から受講生の期待が高くなる分､講

義ｺﾝﾃﾝﾂの作成により工夫が必要となると考えられる｡この他､携帯端末

の高性能化にもより､受講生が利用する端末の多様化が進むと考えられる｡こ

のため､同じ講義であっても､受講者の環境を意識して複数のｺﾝﾃﾝﾂを準

備する必要がある｡

以上の議論をまとめると､高等教育において､特に大学院においてのe-Leaming

ｼｽﾃﾑの利用は､社会人入学者が増えるにつれて盛んになるが､従来の対面

講義とは違った教育体系の確立､内容的に質の高い講義ｺﾝﾃﾝﾂの提供が､

e-Leamingｼｽﾃﾑによる講義の成功の鍵となると考えられる｡この他､多種多

様な受講生側のﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑに対応したe-Leamingｼｽﾃﾑを実現する必要

がある｡
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6.まとめ

優秀な人材の確保と社会性保持のために､多くの高等教育機関､特に大学が､

｢教育内容の多様化｣ ｢教育内容の透明化や質的向上｣ ｢教育機会の多様化｣

の問題に取り組んでいる｡また､これら取り組みには､情報のﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ化､

および情報通信基盤または社会基盤として認知され､成長を続けているｲﾝﾀ

-ﾈｯﾄ技術が大きな影響を与えている｡この影響から､面按授業を補完した

り時間や地理的制限を緩和するために面接授業に代替する手段として､

e-Leamingｻ-ﾋﾞｽが提供されるようになってきている｡

本論文では､目本における高等教育機関､特に大学におけるe-Leamingの現状

を調査した｡先行事例の調査を進めるにあたり､ e-Leamingｻ-ﾋﾞｽに必要な機

能が､公開目的や内容に依存して大きくばらついており､かつ著作権処理やｻ

-ﾋﾞｽ機器構成等､組織によってｻ-ﾋﾞｽ構築の際に制約される条件が異なる

ことが分かった｡そこで､それぞれの調査事例については､公開目的や公開内

容を分類し､制約条件を整理した｡これらの分類･整理に基づき､ e-Leamingｼ

ｽﾃﾑとして学内または学外-の公開ｻｲﾄを構築する際に必要とされる機能

を列挙し､各々の機能を導入した場合の利点と欠点を調査事例に基づいて述べ

た｡

-方､学内または学外-の公開ｻｲﾄを構築する場合は､必要な機能を盛り

込み､必要十分な手段を用いて提供する事が重要である｡大きな制約条件とな

る著作権法に関する問題､および､講義ｺﾝﾃﾝﾂを取り扱う上での標準化技

術は､大学間連携やｺﾝﾃﾝﾂの再利用など､公開ｻｲﾄ構築の際に重要な検

討要素となる｡これらの項目については､これまでの取り組みと現状の動向を

調査した｡

また､既存のe-Leamingの事例調査内容と著作権法､および既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ

-ﾑの動向調査などから得られた知見をまとめ､考察を行った｡現在のe-Leaming

既存ﾌﾟﾗｯﾄﾌｵ-ﾑの多くはWebｲﾝﾀﾌｪｲｽを用いて構築されている｡今

後､講義ｺﾝﾃﾝﾂの作成支援や安全な情報交換の仕組み､大学間連携と著作

物取り扱いに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定等が進められることによって､この形式

以外のe-Leamingｻ-ﾋﾞｽが発現し､高等教育現場が知識の体系化および社会貢

献を行う場として活性化すると予想される｡最後にこれらの知見と考察を基に

今後のe-Leamingの展望を記述し､本調査のまとめとした｡
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付録Å.調査対象組織

本研究では､ e-Leamingの目的や実施上の制約条件に関する整理･分類を目的

とし､大学を中心とした多様な高等教育関連組織における取り組みを調査した｡

調査対象は20の団体と大学である｡ここではそれぞれの組織におけるe-Leaming

のｻ-ﾋﾞｽ内容をまとめる｡

A. 1東京大学大学院学際情報学府

東京大学大学院学際情報学府ではiii onlineｻ-ﾋﾞｽを提供している[44]｡この

ｻ-ﾋﾞｽは東京大学大学院学際情報学府の授業をｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ経由で配信し

ているものであり､主に東京大学大学院の学生が受講することを想定している｡

同大学の学生は履修届を提出し､ iiionline経由で講義を受講する｡このｻ-ﾋﾞｽ

を利用して単位を取得することも可能である｡ iiionlineの利用には履修届の他に

所定の手続きが必要となるが､この手続きを経ることで講義映像や電子化され

た資料の閲覧､議論や課題提出のための掲示板ｼｽﾃﾑが利用可能となる｡

-方､ iiionlineは､同大学の学生以外の-般市民に対して､ -部の講義映像や

資料を公開･配信している｡これらの映像は特別な手続きは必要なく､自由に

閲覧することができる｡

iiionlineは以下の3点を目的に提供されている｡

1.社会人と大学院生を両立する学生に対する学習機会の提供

2.大学院情報の-般公開

3.学習過程の可視化と改善

｢社会人と大学院生を両立する学生に対する学習機会の提供｣は､学習機会

の多様化を主目的としている｡社会人学生は､必要な講義の全てに必ずしも出

席できるとは限らない｡この状態を支援し､かつ､多くの専業学生に対しても

自習や補習の機会を提供することで､学習機会や取り組み方の多様化を実現し

ている｡

｢大学院情報の-般公開｣とは､講義内容の公開を通じて大学院の情報を社

会に広く提供することを目的としている｡現在､ -般の人々が大学の研究･開

発､調査などの活動に触れる機会は少なく､実際には､ｵ-ﾌﾟﾝｷﾔﾝﾊﾟｽな

どの大学が適宜準備した数少ないｲﾍﾞﾝﾄ-の参加等に限られている｡このよ

うな状態の中で大学の講義内容を広く-般に公開可能となれば､大学の活動を

-105-



知る機会を拡充し､ｲﾍﾞﾝﾄを補足することができるoつまり､ -般の人々に

対して大学の日常的な括動を伝えることが可能となる｡これは､大学院進学希

望者にとっても事前に大学の講義内容や括動概要を知る重要な機会となる｡

｢学習過程の可視化と改善｣は､電子掲示板ｼｽﾃﾑを利用した取り組みを

示している｡ iiionlineでは単に掲示板ｼｽﾃﾑを設置するだけではなく､掲示板

にﾓﾃﾞﾚ-ﾀと呼ばれる管理者を割り当てている｡ﾓﾃﾞﾚ-ﾀは受講者からの

書き込みに対して､その受講者の学習状態を考慮しながら回答や対応をする｡

これにより､学習を途中で放棄する学生を減少させる効果が期待できる｡また､

通常の掲示板のように､履修者同士の知識共有や意見交換など､互助学習の場

としても利用される｡
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Å.2信州大学大学院

信州大学大学院工学系研究科情報工学専攻では､社会人が働きながら学べる

環境の構築を目的として講義をｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上で公開している[45]｡同大学当

該専攻には､社会人学生だけでなく研究室に通う-般の学生でも入学が可能で

あるため､通信制ではなく通学生の大学院である｡この専攻の特徴としては､

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄで公開されている講義だけで学位取得のための単位を習得する

ことが可能であることが挙げられる｡修士論文の学位審査時には登校する必要

があるが､学生生活で必要となる各種手続きは郵送によって行われるため､普

段大学院に通学することなく学習し､単位や学位を取得することが可能である｡

公開されている教材は全て-般に向けて公開されており､入学を予定してい

る受講生はIDの登録を行うことが推奨されている｡これにより､入学後も引き

続き登録したIDで受講を行うことで､入学前の学習状況を入学後に反映させる

ことが可能になる｡このｻ-ﾋﾞｽを利用することで､社会人学生は入学後の限

られた時間を有効に利用することができる｡

信州大学大学院工学系研究科情報工学専攻の講義公開は､社会人が大学院で

学ぶことに対する配慮が主目的であるが､副次的に学外の人間でも講義の視聴

を認めている｡
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Å.3信州大学
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図12 :信州大学大学院ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ大学院

また､信州大学では､大学院工学系研究科情報工学専攻とは別に

Blackboard [46]を用いたe-Leamingｼｽﾃﾑも稼働している｡このｼｽﾃﾑでは､

学生はｵﾌﾗｲﾝで行われている講義とは別に､ｵﾝﾗｲﾝ上で公開されてい

る講義を受講することで卒業に必要な単位をそろえる｡学生以外の受講は原則

として認められていない｡

本ｼｽﾃﾑを受講する場合は､ IDとﾊﾟｽﾜ-ﾄﾞを登録することで受講希望科

目を申請するo原則として､講義の担当者が受講生からの申請に応じて登録を

行うが､例外として受講生が自主登録できる講義も存在する｡
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A.4金沢大学
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図13 :信州大学e-Learningｻｲﾄﾄｯﾌﾟﾍﾟ-ｼﾞ

金沢大学では､ IT教育推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの-環として正規授業-のﾌﾞﾚｲﾝﾃﾞ

ｲﾄﾞe-Leamingを導入している｡ IT教育推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの目的は以下のとおりで

ある｡

･公開用講義素材の作成､ﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽ登録

･作成した講義素材の公開

･自宅からの安全な接続

･留学生のための渡日前学習支援教育ｺﾝﾃﾝﾂの作成

･ lT教育を活用した大学間交流の活発化

･社会人向けｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ大学院の開設準備

･小中学校教貞研究用e-Leamingｼｽﾃﾑとｺﾝﾃﾝﾂの開発

このｼｽﾃﾑでは､ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂを活用した対面講義とﾈｯ
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ﾄﾜ-ｸを利用した予習･復習･課題演習を行うことで1単位45時間の実現を目

指している｡ここでは､講師の講義資料作成補助として､講義資料の素材を大

学共通で作成しており､公開ｻｲﾄは金沢大学で開発したWebClassを用いてい

る｡運用の様子は外部公開用ｺﾝﾃﾝﾂ･ﾍﾟ-ｼﾞ(図14)で確認することができるo
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図14∴金沢大学外部公開用ｺﾝﾃﾝﾂﾍﾟ-ｼﾞ

A.5熊本大学

貫巨本大学では高度情報化ｷﾔﾝﾊﾟｽを目指す活動の-環としてe-Learningに取

り組んでいるoここでは学務情報ｼｽﾃﾑ(SOSEKI)と授業支援ｼｽﾃﾑが連動

して､対面授業､ｵﾝﾗｲﾝ授業､もしくはこのこつの併用授業を支援してい

る｡大学構内では無線LANを整備することで､ｵﾝﾗｲﾝ授業-のｱｸｾｽ性

に関しても考慮した環境を構築している｡

授業支援ｼｽﾃﾑとしては､ WebCTを導入している｡これにより､学生は学

内/学外を問わず､講義を受講可能となる｡熊本大学ではWebCTで公開されて

いる講義は全てWebCTに登録されていて､講師と受講者はいつでもｺﾝﾃﾝﾂ
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を利用できる状態にしている｡ -方､履修登録は大学独自で開発したSOSEKIを

介して行う等､ webCTで提供されていない機能を独自の工夫により補完してい

る｡

webCT上で行われている講義では､最後に理解度確認ﾃｽﾄが実施される｡

この理解度確認ﾃｽﾄの結呆に満足できない場合は､期間が限定されているも

のの､再度講義を受講した後に理解度確認ﾃｽﾄを再受験することができる｡

これにより､対面授業とe-Leamingを併用して講義を行うことで受講生の理解度

を高めることが期待できる｡

また､熊本大学では､地域住民向けにe-Learning stationとして公開講座をｲﾝ

ﾀ-ﾈｯﾄ上で行っている(図15)｡講義の受講を希望する場合､開講前に受講手

続きをｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上で行う必要がある｡講義定員はそれぞれの講義担当者

が設定する場合があり､質疑応答も可能である講義とそうでないものが存在す

る｡
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図15∴熊本大学e-Leanlng stationｻﾝﾌﾟﾙﾍﾟ-ｼﾞ

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上で公開講義を行うことで､大学まで赴くことが困難であっ

ても講義の受講が可能になる｡また､熊本大学のｼｽﾃﾑでは受講者の持つ知
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識にばらつきがある場合でも受講者個人の理解度に応じた学習進捗が期待でき

る｡

A.6佐賀大学

佐賀大学では､学部生を対象とした｢佐賀大学e-Leamingｼｽﾃﾑ｣と学外の

人間を対象にした｢佐賀大学生涯学習｣のこつのe-Leamingﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施し

ている｡ LMSは企業と共同で開発されたNetWalkerを使用している｡

図16 :佐賀大学e-Learningｼｽﾃﾑ

佐賀大学e-Leamingｼｽﾃﾑの対象は教養科目の他に全学科目や大学院の科目

である｡これらは､講義を受講することで単位の取得が可能になる｡受講に必

要な手続きはwebﾍﾟ-ｼﾞを介して行い､講義に関する議論や意見交換もw｡bﾍﾟ-

ｼﾞから行うことが出来るoこの意見交換は講師も閲覧可能であり､必要に応じ

てｺﾒﾝﾄやｱﾄﾞﾊﾞｲｽを書き込むことができる｡ e-Leaming中に生じたﾄﾗﾌﾞ
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ﾙは､学生同士やTAが電子掲示板を通じで情報交換することで解決を図ってい

る｡

佐賀大学生涯学習では､地域住民や高校生等を対象に､地域貢献を目的に公

開講義をweb上で配信している｡佐賀大学で行われている研究の紹介や､地域に

関係する研究の講義を公開講義として配信している｡

講義ﾋﾞﾃﾞｵはｽﾀｼﾞｵで収録した動画をRealVideoでｴﾝｺ-ﾄﾞしている｡講

義ｺﾝﾃﾝﾂはSynchronized M111timedia lntegration Language (SMIL)を用いて講

義資料と講義ﾋﾞﾃﾞｵを同期して配信している｡
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Å.7東北大学

東北大学では､高等教育の教育機会拡大を目的とした東北大学ｲﾝﾀ-ﾈｯ

ﾄｽｸ-ﾙ(ISTU:Tnternet School ofTohoku University [47])を運用している｡ ISTU

は束北大学大学院の全研究科を対象に､講義と公開講座の-部をｲﾝﾀ-ﾈｯ

ﾄ上に公開しているo公開されている講義ｺﾝﾃﾝﾂのみの受講で各研究科の

博士号､および修士号の学位取得も可能である｡また､ e-Leamingを研究対象と

とらえた教育情報学教育部では､ e-Leamingの専門家の育成にも注力している｡

ISTUの主な対象者は以下の通りである｡

･大学院ﾚべﾙの学生

･世界中の研究者志願者

･高度専門知識を求めている-般人

このように､学ぶ意欲がありながら時間的な制約や場所的制約のため学習が

困難な人が本ｼｽﾃﾑの対象となる｡また､専門分野の枠にとらわれず､ｼ-

ﾑﾚｽな研究活動を教育面から支援することも目的の-つとなっているo

ISTUでは､知のｱ-ｶｲﾌﾟ作業として大学内に蓄積された膨大な知的資源を

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾃﾞ-ﾀ標準ﾌｵ-ﾏｯﾄで保存管理している｡このため､長い年月

をかけて蓄積した研究成果の整理が必要となる｡ -般の方を対象とした｢ﾈｯ

ﾄ開放講座｣は､ ISTUとｲﾝﾀ-ﾈｯﾄを利用して大学教育公開講座を配信す

るものである｡ﾈｯﾄ開放講座により､より広範囲の人が公開講座に参加する

ことが可能になる｡

図18: ISTUｹﾞｽﾄﾍﾟ-ｼﾞ
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A.8京都女子大学

京都女子大学では､全学的な教育と研究の情報化推進を行うための情報基盤

として学内LAN(Kyoto Women's university lntegrated lnfbrmation Network System:

KWIINS)を構築している｡このKWIINSを用いた授業支援体制の-環として講義

ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑを構築し､試験的に運用している｡

講義ﾋﾞﾃﾞｵﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑは､同大学現代社会学部を中心とする講義

の横断的なﾋﾞﾃﾞｵ検索を可能とするﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑである｡このﾃﾞ-ﾀ

ﾍﾞ-ｽｼｽﾃﾑにより､学生は現代社会学部の講義を横断的に視覚化できる｡

非常に広い分野を扱う現代社会学を学ぶ上で､広い視野を保ちっっ学習を行う

ことは学生にとって困難である｡そこで､開講されている講義を横断的に視覚

化することで学生が興味を持った分野に関連する講義を検索し､興味の幅を広

げることを目的としている｡

-方､学生のﾉ-ﾄﾊﾟｿｺﾝで作成されたﾉ-ﾄﾃﾞ-ﾀを､ﾋﾞﾃﾞｵ検索に利

用することも可能である｡対象としている講義ではPowerPointなどのｽﾗｲﾄﾞ式

講義資料ではなく､黒板を用いた講義が多い｡このため､資料のﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ化

が必要になるが､京都女子大学ではこの問題を解決するために講義ﾋﾞﾃﾞｵと学

生のﾉ-ﾄﾊﾟｿｺﾝに蓄積された講義ﾉ-ﾄﾃﾞ-ﾀに着目している｡具体的に

は以下の手順で､学生のﾉ-ﾄﾊﾟｿｺﾝ中の講義ﾉ-ﾄﾃﾞ-ﾀと講義ﾋﾞﾃﾞｵを

同期させる｡

･学生のﾉ-ﾄﾊﾟｿｺﾝに専用のｴﾃﾞｨﾀをｲﾝｽﾄ-ﾙ

･講義中にとられたﾒﾓに対して時間情報を付加させる

･ﾉ-ﾄﾃﾞ-ﾀに付加された時間情報と講義ﾋﾞﾃﾞｵの時刻を合わせて登録す

る

このように､講義ﾋﾞﾃﾞｵと個人がとったﾉ-ﾄﾃﾞ-ﾀを同期して登録するこ

とで､ある講義の特定の時間を検索することが可能になる｡また､ﾉ-ﾄ索引

のﾊﾟ-ｿﾅﾗｲｽﾞも可能である｡

このｼｽﾃﾑでは､電子掲示板を用いた受講生と講師のｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝ

も行っている｡電子掲示板を用いたｺﾐｭﾆｹ-ｼｮﾝを導入することで､以

下の点が期待できる｡

･学生が質問を発しやすい

･学生の感想や質問の再利用が紙に比べて容易である
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電子掲示板には掲示板とﾋﾞﾃﾞｵの連携機能が組み込まれている｡この連携機

能により､電子掲示板-の書き込み時に講義ﾋﾞﾃﾞｵのどの部分について書き込

むか､という表現が可能となる｡

A.9明治薬科大学薬学部

明治薬科大学薬学部では､学生の薬剤師国家試験合格を目的に講義をｱ-ｶ

ｲﾌﾞ化し､ﾈｯﾄﾜ-ｸ上で公開を行っている｡同大学では多様な入学試験を

実施しているため､入学する学生が高等学校で学習･習得した理科の内容が大

きく異なる｡このため､理科については入学時点で､学生の学力差が既に大き

く開いていている状態にある｡これに加え､近年の基礎薬学は科学技術の発展

により広領域化しており専門性が高まっているという背景もある｡このように､

入学時に学力のばらつきがあり､かつ学習情報が増大しているため､ -度講義

を聞いただけでは講義内容を十分に理解することが困難となる｡そこで､明治

薬科大学ではﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾝﾃﾝﾂを用いた講義をｱ-ｶｲﾌﾞ化し公開

を行っている｡公開対象は学内の学生､および､在学中に国家試験に合格して

いない卒業生である｡このｼｽﾃﾑは国家試験のための勉強の他に､学期末試

験の際の試験勉強にも利用されている｡

公開ｺﾝﾃﾝﾂは､講義資料をﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀで投影した際に､ﾀﾌﾞﾚｯﾄ型

pcで書き加えた修正箇所も時系列に沿って保存する｡このｺﾝﾃﾝﾂを独自の

圧縮方法を用いてｽﾄﾘ-ﾑ配信している｡このため､専用の再生ﾌﾟﾚｲﾔ-

が必要となるが､ｺﾝﾃﾝﾂの盗用を防ぐことができる｡また､高い圧縮率で

圧縮しているため保存するﾃﾞ-ﾀ容量も少なく､ｺﾝﾃﾝﾂを保存するための

ﾃﾞｨｽｸｽﾍﾟ-ｽを節約できるという利点もある｡

ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上から講義を復習できることで､学生の国家試験合格率は確

実に上昇している[48]｡また､他の教職員が行う講義を教職員自身が参照するこ

とにより､講義改善が見込まれる｡
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図19. :明薬ｻｲﾊﾞ-ｷﾔﾝﾊﾟｽ(ﾒｲﾝﾍﾟ-ｼﾞ) [48]

A.10東邦大学理学部

東邦大学理学部では,教育IT化実験(Toho Educational Support System ‥ TESS)の

-環として授業ｱ-ｶｲﾌﾞｻ-ﾋﾞｽを提供している｡同大学における授業ｱ-

ｶｲﾌﾞｻ-ﾋﾞｽは講義をﾋﾞﾃﾞｵ化し保存･公開することであり､学生の講義復

習に利用するとともに､さまざまな価値を作り出すことを試みる実験である｡

授業ｱ-ｶｲﾌﾞｻ-ﾋﾞｽの目的を以下に挙げる｡

･学生が講義をいつでも復習できる環境を用意する

･やむをえない事情で講義を欠席した場合でも､講義の内容や雰囲気を見る

ことができる

･時間帯の重複などの理由で講義が受けられない場合には､講義の代替とし

て聴講できる

授業をｱ-ｶｲﾌﾟ化しweb上から参照可能にすることで､優れた講義を選択し､

外部に公開することが可能になる｡公開された講義は受験生や企業から視聴可

能となる｡これにより､大学の評価向上とともに優れた受験生を集めたり共同

研究のきっかけが生じる等の効果も期待できる｡また､教員間で互いの講義を
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視聴することで講義改善の参考にすることも目指している｡

図20東邦大学理学部における教育IT化実験

Å.11東京工業大学

東京工業大学では､ 21世紀cOEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｢大規模知識資源の体系化と活用

基盤構築｣の教育･学習知識資源ｸﾞﾙ-ﾌﾟにおいて､ e-Leaming学習に関するWeb

ﾍﾞ-ｽ･ﾄﾚ-ﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑとｺﾝﾃﾝﾂを研究開発している｡このｸﾞﾙ-

ﾌﾟでは｢あすなろ[49]｣ ､ ｢Unified Presentation Contents Retrieved by lntelligent

search Engine (UPRISE)｣ ､ ｢Paper Retrieval System using Reference lnformation

(pRESRI)｣の3つのｼｽﾃﾑの開発を行っているo

｢あすなろ｣は､日本語学習者を対象とし､多言語によって語の意味や文の
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構成を学習できる学習支援ｼｽﾃﾑである｡主な利用者は母国語で文献解析を

行うｱｼﾞｱ圏理工系留学生を対象にしている｡具体的には､入力に対して形態

素解析と構文解析を行い､学習者の理解を補助している(図21)o将来的には目本

語学習のみならず他の言語学習も可能なｼｽﾃﾑ-の発展が計画されている｡

他7L/ -ﾑの単富吾をｸﾘｯ久ﾉてくだ乱､ ｡

8払( J修士課事呈の学生です

下のﾃｲｽﾄﾌｵ-ﾑに掛斤したい白本吉吾文を入力してくだ乱､

畢慧ことの恥J∵ｶす脚7)

藍盗聾蓉盗聾芸
複含要索Tiし

f7cA甘｡｡m拙力表示r7柵子m表示F7兼桶途折F7併｣即弓細蓑荒rF)如d…売l

r7r? r7T｢｢て榔

図21 :東京工業大学多言語対応日本語読解学習支援ｼｽﾃﾑ"あすなろ"

upRISEでは､講義ﾋﾞﾃﾞｵとその中で用いられている講義資料を､実際に使わ

れている状況の情報を加味して蓄積することで的確なｷ-ﾜ-ﾄﾞ検索を可能に

しているoこのｼｽﾃﾑにより､講義を遠隔から受講する受講生が自習や復習

をする際の効果的な学習に役立てることが可能であるo

pRESRlは､研究論文の参考論文情報を利用して論文間の関係や研究の流れを

抽出するｼｽﾃﾑである｡検索項目を入力することで参照論文や被参照論文な

どの関連情報がｸﾞﾗﾌ化して示され､論文作成時に利用することができる｡

東京工業大学では以上のｼｽﾃﾑを用いて学習時の講義や論文の検索を補助

し､学習の効率化を計っている｡今後､これらのｼｽﾃﾑをさらに改良し､国
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内外の理工系学生-公開することを目標としている｡
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図22 : UPRISE

A.12九州産業大学

九州産業大学では､情報科学科の全ての講義室で行われている講義をﾋﾞﾃﾞｵ

に収録する｢講義記録ｼｽﾃﾑ｣を導入している｡このｼｽﾃﾑの目的は以下

のとおりである｡

･学生が講義を復習する際の時間的制約の解消

･講師が各自の講義を反省し､講義方法などの相互研修の材料にする

講義ﾋﾞﾃﾞｵは､講義室に備え付けいているｶﾒﾗとﾏｲｸを利用して撮影さ

れる｡ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗは講義室の天井に設置されており､講師があらかじめ決め

られている角度を選択してﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗを換作するo撮影のﾀｲﾐﾝｸﾞは､講

義が開始される学期始めに収録用ｻ-ﾊﾞに講義日程を入力することで自動化が

図られている｡撮影された講義ﾋﾞﾃﾞｵはRealVideo形式に変換してWeb上で公開

される｡公開されている講義はﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽで管理しているため､ Webﾌﾞﾗｳｻﾞ

からの講義検索が可能である｡
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図23 :講義記録ｼｽﾃﾑ[50]

このｼｽﾃﾑの目的の-つである学生の自習支援では､講義を見直すことが

可能であるため､好意的に利用されている｡また､外部からのｱｸｾｽやﾋﾞﾃﾞ

ｵ画質の改善などの要望も出ている｡しかし､外部からの接続に対する接続帯

域の確保や著作権の間題などが末解決であるため､外部接続-の対応は予定し

ていない｡

画質の問題はｴﾝｺ-ﾄﾞﾋﾞｯﾄﾚ-ﾄを上げることで解決が図れるが､これ

に伴い発生するﾈｯﾄﾜ-ｸ-の影響と保存ﾃﾞｨｽｸｽﾍﾟ-ｽの間題があるた

め､現在は利用目的に沿ったｪﾝｺ-ﾄﾞﾋﾞｯﾄﾚ-ﾄを選択している｡今後､

画質を改善するためには設備を改める必要がある｡

講師の相互研修の材料としての講義記録ｼｽﾃﾑは､自分の講義の客観的な

評価が可能になる｡また､複数の講師が同-の講義を担当する場合には､互い

の講義を視聴することで内容の偏りを防ぐことが可能になる｡これらはWeb上で

ﾕ-ｻﾞ自身のﾍﾟ-ｽで講義ｺﾝﾃﾝﾂを視聴できることが大きな要因になって

いる｡
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Å.13千歳科学技術大学

千歳科学技術大学では､学生の個性を重視した細やかで人間的な教育を実現

する対面教育を行う上でのﾂ-ﾙの-つとして､ e-Learningを採り入れている｡

同時に､受講生が目常的に計算機を使う環境を構築することで､卒業後のｷﾔ

ﾘｱｱｯﾌﾟにつながる能力の獲得も目的としている｡

学習画面では必要に応じて解法のﾋﾝﾄや教科書-のﾎﾟｲﾝﾀを表示し､自

主学習でのつまずきを防いでいる｡黒板では表現できない変化をFlashによって

視覚的に表現したり､質問用のﾒｯｾ-ｼﾞﾎﾞｯｸｽを設置して講師-質問しや

すい環境を提供するなどの工夫も施されている｡このような仕組みを採用する

ことで､受講者の苦手分野の克服を期待している｡また､ web上で公開し､受講

者の都合にあわせて自習や復習を行える環境を提供することで､実際の講義で

の理解度の向上を図っている｡

講師-のｻﾎﾟ-ﾄとしては､受講者の学習結果をｻ-ﾊﾞに蓄積し､必要に応

じて閲覧可能としている｡ここでの学習結果とは以下に挙げる内容である｡

･成績

･学習履歴

･演習の正解数､不正解数､あきらめた回数

このように､講師がｼｽﾃﾑを利用することで講義を円滑に行う環境が用意

できるため､率先してこのｼｽﾃﾑを講義に採用することが期待される｡

-般の方を対象とした外部用としては､ｹﾞｽﾄｱｶｳﾝﾄを作成し､講義等

の公開を行っている(図24)｡
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図24. :ｹﾞｽﾄﾕ-ｻﾞ用ﾍﾟ-ｼﾞ

A.14明治大学

明治大学では､大学生括に必要となる情報を発信する｢Oh-o! Meijiﾎﾟ-ﾀﾙﾍﾟ

-ｼﾞ(portalPage)｣と共に講義に関する教育情報を発信する｢Oh10! Meijiｸﾗｽ･

ｳｪﾌﾞ(class Web)｣を設置している｡このこつのｳｪﾌﾞｻｲﾄは,明治大学に

おいて有効かつ効率的な大学生活と教育研究括動を支援することを目的として

いる｡

Portal Pageでは､利用者個人を対象にした大学からの連終事項や成績情報の照

会が可能である｡このPollalPage-は､全学的に使用されている共通認証ｼｽﾃ

ﾑを介してｱｸｾｽされ､参照される情報は大学が保有している学籍､成績な

どのﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽと連携している｡

Class Web(図25)は､大学での教育･研究をﾈｯﾄﾜ-ｸ上で公開し､効果的

に利用することを目的に開発されている｡このｼｽﾃﾑを用いることで､ﾈｯ
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ﾄﾜ-ｸ上から授業に講師と受講者が双方向で参加することが可能になった｡

これと同時に､学生はこのｼｽﾃﾑを利用して履修している講義に関して予習､

復習､履修者間の議論､ﾚﾎﾟ-ﾄの提出などが可能になった.

class Web上で公開されている情報は､その公開範囲を｢ｹﾞｽﾄを含む全ての

利用者｣ ､ ｢学生｣ ､ ｢教職員｣ ､ ｢受講者｣などで分類･設定されている｡
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図25:Oh-o ! Meiji Class Web (ｹﾞｽﾄﾕ-ｻﾞ)

このｼｽﾃﾑにより､大学の持つ知的資源である教育と研究内容を､ﾈｯﾄ

ﾜ-ｸを介して時間と場所の制約から開放されて取得できる環境が実現された｡

このｼｽﾃﾑが学内にある教室などの設備と同様のｲﾝﾌﾗに成長することで､

大学での教育や研究をより充実させるためのｼｽﾃﾑとして利用されることが
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予測される｡また､社会に対しても公開が可能であるため､社会が明治大学を

評価する際の基準の-つとなり得る｡

Å.15九州工業大学

九州工業大学e-Learning事業推進室ではﾊﾞ-ﾁｬﾙﾕﾆﾊﾞ-ｼﾃｲ推進事業を

行っている｡この事業では将来のｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ環境が高速化に対応した教育

の基本ﾓﾃﾞﾙの確立を目的としているが､ 2002年3月をもって-次計画を終了し

ている｡具体的には､以下に挙げる項目に重点をおき､ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ教材の

作成､試用､評価などを行っている｡

･ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀによるﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱの活用

･ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄによる教育と教材の双方向性の実現

･受講者から時間と場所の制約の開放

･講師による継続的な教材作成環境の構築

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱの活用では､実際の講義映像に加え､ｱﾆﾒ-ｼｮﾝなどを

採り入れたｺﾝﾃﾝﾂを作成することで､時間軸の変化も含めた表現を行い､

講義内容を直感的に理解できるようにしている｡また､他のｺﾝﾋﾟｭ-ﾀのﾏ

ﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ機能を利用することで､対面講義がもつ問題を解決する教材の作

成を目指している｡

双方向性の実現では､受講者や講師とｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ､および､受講者と講師

間の対話を目標としている｡ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀとの対話とは演習問題やｼﾐｭﾚ-

ｼｮﾝであり､講師が受講者の学習状況を確認するために用いることが考えら

れる｡ -方､学習者と講師間の対話にはﾒ-ﾙや掲示板での質問が挙げられる

が､この事業の開始前からこれらの対話支援は存在していたため､ここでは重

要視していない｡

時間と場所の制約からの解放､というのは､三つのｷﾔﾝﾊﾟｽと-つのｻﾃ

ﾗｲﾄｷﾔﾝﾊﾟｽからの遠隔講義を行い､どこからでも講義に参加できる環境

を構築する､というものである｡同時に､単位互換を含む他大学との連携や､

-般的なｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ接続環境でも必要十分な品質の講義ｺﾝﾃﾝﾂの提供

可能な環境も構築している(図26)｡
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図26. :講義-覧

継続的な教材作成環境の構築では､教材作成のﾉｳ-ｳを大学内で蓄積する

必要があるoこのため､この事業で以下の作業を大学内で行い､ﾉｳﾊｳを蓄

積した｡

･撮影以外の作業は大学側で実施する

･教材作成に多くの教師が参加するようにする
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A.16帝塚山大学

帝塚山大学では､新教育研究支援総合ﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ

TUNE(Tezukayama University Network Evolution)を運用しているo TUNEは情報教

育研究ｾﾝﾀ-のｻ-ﾊﾞﾏｼﾝと講義室に設置しているﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ及びﾉ-

ﾄ型ﾊﾟｿｺﾝを含むﾈｯﾄﾜ-ｸで構築されている｡これを用いることで､Web

提供型教材TIES(Tezukayama lnternet Edueational Service)を提供している｡ TIESは､

講義をｻﾎﾟ-ﾄするためのe-Leamingとして､学生の学力低下と多様化､学習意

欲の低下という課題を解決する目的で開発された｡講義ｺﾝﾃﾝﾂは講義ﾋﾞﾃﾞ

ｵと講義資料を同期して公開されている｡

外部公開用としては､ OpenTIES[51]を利用している｡ここではﾕ-ｻﾞ登録を

行うことで講義を受講できる｡ OpenTIESではﾕ-ｻﾞごとに学習状況を保存して

おり､受講した講義の確認が可能である(図27)｡同時に､講義検索や人気のある

講義を表示する機能も有する｡

図27:Open TIESﾄｯﾌﾟﾍﾟ-ｼﾞ
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A.17ｻｲﾊﾞｰｷﾔﾝﾊﾟｽｺﾝｿｰｼｱﾑ

私立大学情報教育協会では､ﾈｯﾄﾜ-ｸを通じて参加大学の相互協力を推

進するｻｲﾊﾞ-ｷﾔﾝﾊﾟｽｺﾝｿ-ｼｱﾑを設立している｡このｺﾝｿ-ｼｱ

ﾑでは以下の項目に関する活動を続けている｡

･教材の共同使用

･教材の共同開発

･他大学教員等による授業支援

･大学間の共同授業

･電子ｼﾞｬ-ﾅﾙ等の共同購入･共同利用

･大学共同による支援体制

参加大学では､ｺﾝｿ-ｼｱﾑの活動を通してﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄに登録されて

いる教材を講義に使用可能となる｡ﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄに登録されている教材は参

加大学の教職員が共同で作成すると同時に､ﾈｯﾄﾜ-ｸ上にｻｲﾊﾞ-支援ｾ

ﾝﾀ-を構築することで､大学の規模や学系を越えて相互協力を可能にしてい

る｡福岡大学のｻｲﾊﾞ-ｷﾔﾝﾊﾟｽｺﾝｿ-ｼｱﾑのｻｲﾄでは､作成された

講義ｺﾝﾃﾝﾂを視聴することが可能である(図28)｡
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図28二福岡大学ｻｲﾊﾞ-ｷｬﾝﾊﾟｽｺﾝｿ-ｼｱﾑﾄﾞｲﾂ語入門

-128-



予算や人員の間題から単-の大学ではe-Learningを実施することが困難である

場合でも､このようなｺﾝｿ-ｼｱﾑの活動を通じて他の大学や教職員と協力

することで､ e-Learningの共同運用が可能にある｡学生も質の高い教材で学習す

ることで､より学習の理解度を高めることが期待できる｡

Å.18ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業流通ﾌｵｰﾗﾑ

ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業流通ﾌｵ-ﾗﾑは､総務省情報通信政策局､文部科学省高

等教育局､独立行政法人ﾒﾃﾞｨｱ教育開発ｾﾝﾀ-後援の下､高等教育機関に

おけるｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ授業ｺﾝﾃﾝﾂの流通促進を目的とし設立された｡このﾌ

ｵ-ﾗﾑでは､ｺﾝﾃﾝﾂ配信校と受信校､ｺﾝﾃﾝﾂ作成会社とｺﾝﾃﾝﾂ

配信協力会社が共同で講義を配信している｡

配信される講義ｺﾝﾃﾝﾂは講義映像と講義資料を元に作成され､ LMSを通

じて受講生に配信されている｡小ﾃｽﾄやﾚﾎﾟ-ﾄ､ｱﾝｹ-ﾄの実施､ web

掲示板を通じた議論もLMS上で行うことが可能である｡また､本方式では､講

師と教育ｺ-ﾁによるﾁ-ﾑﾃｲ-ﾁﾝｸﾞ方式が採用されている｡このﾁ-ﾑ

ﾃｲ-ﾁﾝｸﾞ方式により学生に対してきめ細かい個別指導がなされている｡こ

の括動を通じて以下に挙げる効果が期待できる｡

･高等教育機関の連携による知の共同創造

･各教育機関における特色強化

･魅力ある講義の提供による学生満足度の向上

･新しい教育ｽﾀｲﾙの普及による教育改革

これらの効果をもとに､高等教育のｵ-ﾌﾟﾝ化による社会-の貢献が期待で

きる｡

Å.19国際ﾈｯﾄﾜｰｸ大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ

国際ﾈｯﾄﾜ-ｸ大学ｺﾝｿ-ｼｱﾑは､岐阜県と岐阜県内の18大学からな

る大学連合である｡ｺﾝｿ-ｼｱﾑに参加している大学が単位互換制度を結び､

互いの講義をｲﾝﾀ-ﾈｯﾄ上で公開している｡ﾄｯﾌﾟﾍﾟ-ｼﾞからｹﾞｽﾄ用の

ﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄ-のﾘﾝｸがある(図29はｹﾞｽﾄ用ﾎﾟ-ﾀﾙｻｲﾄのﾄｯﾌﾟﾍﾟ

-ｼﾞ)｡受講生は､ﾎﾟ-ﾀﾙﾍﾟ-ｼﾞにﾛｸﾞｲﾝした後に閲覧したい科目を選択し

て公開されている講義資料と講義映像を閲覧することができる｡他にも､以下
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に挙げるｻ-ﾋﾞｽをﾎﾟ-ﾀﾙﾍﾟ-ｼﾞから利用可能である｡

･講義内容の質疑応答

･受講生同士の情報交換

･ﾚﾎﾟ-ﾄの提出

･講師､事務局からの連絡事項の確認

受講生は､受講可能な講義の増加により､興味を持った分野について学ぶこ

とができる｡

-方､ｺﾝｿ-ｼｱﾑ内にはeﾗ-ﾆﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進協議会が設置され

ている｡ここでは産学官連携でﾌﾞﾛ-ﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜ-ｸに対応した高等教

育や､社会人教育分野におけるe-Leamingｺﾝﾃﾝﾂの研究開発と教育ｼｽﾃﾑ

を構築することを目的としている｡同時に､ e-Leamingﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを検討す

ることで､岐阜県内の高等教育の教育振興と地域産業の人材育成も目的として

いる｡
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Å.20日本OCW協会

目本ocw協会では､参加大学の講義を非営利かつ教育目的の利用に限り著作

権を放棄し､講義資料や講義ｼﾗﾊﾞｽを公開している｡公開方法はﾏｻﾁｭ-

ｾｯﾂ工科大学のMIT OCWをﾓﾃﾞﾙとして採用している｡ MIT OCWでは既に

900の講義を公開し､利便性の高い教育資源として全世界で利用されている｡日

本ocw協会の目的は､大学が持つ知的資源としての講義を広く公開することに

よる知の共有にある｡目本ocw協会に参加している大学は以下に挙げる6大学で

ある｡

･東京大学(uT OpenCourseWare)

･大阪大学(大阪大学open courseware)

･京都大学

･慶応義塾大学(慶応義塾opencourseware)

･東京工業大学(Tokyo Tech OCW)

･早稲田大学(早稲田大学opencourseware)

ここに挙げた大学では､それぞれ公開用のｻｲﾄを構築し､ｺﾝﾃﾝﾂを公

開している｡ｻｲﾄによっては､日本語の講義資料の他に英語の講義資料も公

開しているため､国内からの利用の他に海外からの利用も見込まれている｡ -

方､公開内容は､講義ｼﾗﾊﾞｽのみの場合もあれば講義資料全てを公開してい

る講義もあり､大学や講義によって､大きなばらつきがある｡

講義資料を公開することで､学生がこれを自習用に利用することの他に､教

師が自分の講義の参考にすることも可能である｡利用目的が限定されてはいる

が､大学の知的資源ともいえる講義を広く公開することで､多くの知識を共有

することが可能になる｡
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A.20.1東京大学

東京大学のOCWのｻｲﾄでは､自ｻｲﾄの公開ｺﾝﾃﾝﾂとMITOCWの公開

ｺﾝﾃﾝﾂの講義ｼﾗﾊﾞｽを検索し､それぞれの講義の関連性を図示するMIMA

Searchを公開している(図30)｡

このように講義ごとの関連性を図示することで､興味のある講義に関連した

情報を効率よく知ることができる｡これは学習を進める上でより深い知識を得

られる他､日本ocw協会の目的である知の共有をより進めることが可能であるo
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Å.20.2大阪大学

大阪大学では､以前から遠隔教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして海外-大阪大学での講

義を発信していたが､より多くの人々-教育資源の発信を可能にする目的で日

本OCW協会-参加した｡大阪大学ocwでは､講義で用いているｽﾗｲﾄﾞ形式の

講義資料を主な公開ｺﾝﾃﾝﾂとしているo

升ｲ)雌恥抱.脚り噸ﾍﾙ粕)
･.l‥〟■･- f･､. -1T....tiO,ﾄ.. Xご1

寺-ﾑｰｺ-ろl)ｽﾄJ:くあもt同･ﾘﾆｸ･向舎せ先･:

大阪大学は､ r地矧=生き､世界lこ仲びるjをﾓｯﾄ-として
おり､市励ち憎頼される半#斤九丑かな群想力.さらには
異なる文1伸丑を屯つ人々ときちんとｺﾐｭ=ｹｰﾄできる
資耳をdfえた人材を育成するため､ r奴裁｣ ､ rﾃﾞｻﾞｲﾝｶJお
よびr国際性｣の三つを具体的な枚育目操に柑lﾌﾟTL lます｡
また.研究他のｷ-ﾜ-ﾄﾞとしてrﾈｯﾄｳ-ｸlと｢ｲﾝﾀ-
ﾌｪｲｽ｣を矧ﾌﾟ､魯種魯稽な連携を有究坊舌用して､字際触
合的な新学問冊域の附拓を推漉するとともIこその結果を
牧育に反映させることをEl指しJn ＼ます｡今臼乱匡内6大学
と連携して､ﾏｻﾁｭ-ｾｯﾂ工料大学の捷唱する0ｺ州こ
大取大学で行われている敢育および研苑舌動の梁産を公
榊することは､まさにT知のﾈｯﾄｳｰ9LJの捕＼＼帝1 =呑画
することであり､それlま､ ｢知乃交瓶｣の鳩としての大学の億
命である洞持に､杜会巽帆舌勤の-現としての当然の書

務であると考えています｡ま7ﾋ､このr知のﾈｯﾄｳ-ｸ｣に可Wd1浪りの牧材を公肺することは.
｢ﾃﾞtfｲﾝｶ｣､闇性｣という教育El頓の冥規に大きく資するものと確憎しTL ＼王す｡

すでに､大阪大学でLま,ｱﾒﾘｶ･ｶﾘﾌｵﾙﾆｱ州ｳﾝﾌﾗﾝｼｽｺ市.ｵﾗﾝﾀﾞ･ｳﾞﾛ-=ﾝｹﾞ
ﾝ市に海外事務所を関紐するとともにﾀｲ国王要大学へのJ lｲｵﾃﾞｸﾉﾛｼﾞ-のPf轟捷供な
どのi那胃敬育ﾌﾟﾛｿｪｸﾄを通じて､大阪大学の敬育を世界に発帽して乱1ﾘましたが､ B本
ocw漣紹会への参加を通じて, J:り争くの人々に大阪大字の赦甫染崖を発措することがで
き.より-JTの某献わ1ﾃえるものと確侶しております｡当芋T)はl唄られた奴柑の公開となります
が､持i充的Eぢ舌勤を榊することが圭雪であるととらえ､字内体制の聖tI等を含めて実施し､
充案した内客の発憎lこ男めます｡

ｵ-ﾌﾞﾝｺ-ｽｳｪｱに対する大阪大学の取り組みlこごZ斬宇をいたたぎ､今後ともこ支描をい
ただきますJ:う､よろしくお厨しlいたします｡

大阪大牢の鵬貸事斗の電子版です｡
利用にいかなる萱毒粂も必要としません｡
大阪大学の早位や学位の捜与はありません｡

図31 :大阪大学OCWｻｲﾄ

ｰ133



A.20.3 ##**

京都大学ではMITOCW-のｱｸｾｽの6%'｣がｱｼﾞｱ圏であることに注目し､ｱ

ｼﾞｱ各国の優秀な留学生を発据することを目的に日本OCW協会に参加しているﾛ

それと同時に､世界に向けて京都の文化､伝統を持つ京都大学の教育をｱﾋﾟ-

ﾙするために目本語を積極的に用いた教育ｺﾝﾃﾝﾂの発信をしている｡

槻蜘鵬蛸Wﾂ,ll屯) JUm沙

い.:な■-親逐釧よ:】牡革.ぬ棟玖り噂!栄′-､遠二堅±ま些⑳鼓-.立一親逐浄

KYOTO-U OPEN⊂OURSEWARE
t(yorぞ)りねIVERSl†Y ,

wel(om8 tO KYOTO-U OpcnCour8-W■r= fr.l'OPerT Publi亡朗oTI Of KYOTOIU CotLr=e Mat-H■ls･ V/I

inuitB yQU tO Vi.v -11 th--r"= J".仙bl■ ■tthi, tlm4,

京都大学ｵｰﾌﾟﾝｺ-ｽｳｪｱに~ﾕ､て:

京帝大学大岡三則

-､人tQ)大4fた寸･わ.蛾4)+きl:★tする.

文ｲIl犬itの柵

JLW■■1､ ､▼^ L l-*41:4L4･hも.

京SB六学OpcnCourseW8rOは､全人類のための｢創遠的ｸﾛ~川ﾚ
-ﾛ-加ﾚな知のｸうｽﾀ｣という祝点からEE際的fl知的'B産の菖積に

貫i舟こ卓加すもこと.および京捗大竿のﾋﾞｼﾞﾋﾞﾘﾃｲを芦め､世界中か
ら侵舞な救良宇生を発見すもこと､およぴｲﾝﾀ-ﾈｯH=よるEi]暇的
な敢育展闇を旭っています｡

-.円外t:^や+11ﾅ書*t■き, &Tほ共l=熊しL-t甘ﾋす与.

事4)JE合d)*はt■1=あり.

▲きt書l=よる■Tは+t･るa･*偉iIにとﾋﾞiらf.

ocw@ K Uは､ MrTOCWへのｱｸt=ｽのβ曹即ｱｼﾞｱ勘､らであるとい

う事宍を考慮した･r*羽発ほをねらﾌています｡ｱｼﾞｱ魯国からの億兎
な留苧生智)ｸﾙ-けもととbJこ､世界こ向ﾅて､京紬乃文化･伝枕を

持つ京都大苧の載肯孝ｱﾋﾞ-ﾙするためこ､碑嘩紬こE]本昏を便っ
て､ OCWを作成していさます｡きi5Jこ､ OCWを斬しい敬育ﾒﾃﾞｨ7として
ｱｼﾞｱ魯EEとのｺ三ﾕﾆｹ-ｼﾖﾝを高めEg博文温を稚i乱′てゆきま
す｡

-,十ｵが■ること+J.く.書書もまr=J(e.上き大事｡

事祐t■する尺よlま事きﾓ俊とするも,

この京菅｢六学OCWは､京都
大学で5Biil=判札′ている
教村雀ｲﾝﾀ-ﾈｯﾄで公FFl
す呑ﾌﾞE)ｼﾞｪｸﾄです｡竿内の
早生､教破見,他大草の苧
生ｰBEl漣学金のiFF実考､京

那大学雀志屑する高校生､さ
らなう羊響垂告す姓舎人な

ど､萄ろゆも方々に京都六芋
の許売内昏萱知っていただく
こと雀B的とします｡これによ
って､広く社会に甘l六するだ
けでなく.ｳｪ?1=おける知的
資産の菩柵こ貴kiすること考
El的としたｺﾞﾛｼﾞｪｸﾄですb
この知的望左の世界壱十分
l=薬しんでくだ乱1｡また､内
州=秋の方与に宜伝してく
ださうようおJ乱1L,ます｡
某事大苧
店長尾兼*夫

｣

ｰ■て~ ｢ rて~~ ｢~r47y7緬山ｰ【十~つ

図32 :京都大学oCWｻｲﾄ
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A.20.4康康義塾大学

慶鷹義塾大学では従来から情報技術分野での研究が活発であり､教育資源の

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ化も推進している｡これらの実績を活かし､情報化社会における教育

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの国際的な交流と開かれた教育手段を拡大することを目的に日本

ocw協会に参加している｡公開している教育ｺﾝﾃﾝﾂは講義ｼﾗﾊﾞｽや講義

資料などである｡

畷'終環資.ぎくく
墾墾遜盛遜_4Lふ_ぷ.ﾑ∴ｴ

･z･:.･-;T f ･

ﾌﾀｲﾙ田甲巨噂嫉也搬入り(むり-)叫I)ﾍﾙﾌﾟW

Oﾓ･･. -T...t

80arCh

■ 阜庶義畢Opencour5eWareへようこﾓ

本ｻｲﾄでは農胤大苧で棄控1こ1量供きれてL埼許義の

内容を-喜芦電子化し､無作で穏供し~n lよす｡

鹿康義如既生､申美生であるなしに蘭Iﾌらず､広く-娼

の方々の,む芋の参考にしn lただけることを朋っており王

す｡この取り組みは米固ﾏｻﾁｭ-tZﾂﾂ工料大学(MrT)

のOpenC()ur写eW8retjimし､世界中の女Ed勺染源孝必
空としてしt5人々1こ矧共されLn lます｡

【;主)この鹿虚地OCVVlま､貞血触の旦位奴絢お上び学位己!定i=か
かわるもの羽まありまt!ん刑用l:あbて誉払およLF申し込みは不弄

て可~.柑載講料は,紳誉事lの敬甘用iiIｺR支してこま用.ｺt:一, E'

礼■E王RねJ:び宝貢が白由l二盟められます.またJEL別の書作椴示
を除邑ztｻｲﾄの事作確はTﾍﾞて鵬b)苓しています.

ました

政ｺ告学の巷磁探急･理論･ｱﾌﾞﾛ-ﾁの方法を学び

ます｡ついで蜘ﾉｽﾞﾑの戚立･展間孝考

臥さ引こiE代民主主軌荘立と規代におけるさ

去ざ去な民主主考L民主化理論奉栓討します｡最維

lこ平和の馳脚係
につし｢こ細な角虎から考えTL lさます.

m tﾛth帽CDurSqヽ

A M8叩frorh thl) fh･一lBttkrLt

図33慶鷹義塾大学ocwｻｲﾄ
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Å.20.5東京工菓大学

東京工業大学では､ｸﾞﾛ-ﾊﾞﾙ化したﾈｯﾄﾜ-ｸ社会に学術資源を提供す

る-つの場を形成することを目的に日本ocw協会に参加しているo

図34東京工業大学∝wｻｲﾄ
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Å.20.6早稲田大学

早稲田大学では講義資料などの講義ｺﾝﾃﾝﾂの他に､演劇博物館や博物館

などのﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｱ-ｶｲﾌﾞのﾃﾞ-ﾀﾍﾞ-ｽの-部を提供することを予定してい

るoまた､早稲田大学電子検索ｼｽﾃﾑと連動して､組織的に早稲田OCWを発

展させていく予定である｡

ﾌ7･ｲJ栂触鮮喪示他捌(a)yly-)kｶ～け(tD
Oて･･ ゝ〇;.･lA ･こ‥･f･ 1.T･･.jI

句他=llMWM.W4Sqda.pIEEWlh由xl.rbl

乙江享王■苛

冷ｰ｢▲'--々什JT-J7

: ≡二:l.lﾐ三:二:: l:":ﾐ

･.皿ｱ冊ｲ仙■
EI ll†■l十T lt■l..11仙

･=･'/-･ ∴ ～-JAI

CI…T十T fltI;o93

q:1.∴-こ-I.ti

早稲Efl大学OpenCourseWareにEt:うこそ 億長
EI井克丘

早禦空Fltl.B旦空･.:+1写itt
.:上ｴ三聖宰altlEL_k:_｡牡欝瓢
:./ -T皇ﾆ‡二IT十: ･士･T:.!:tてｲIt ･!.:li:-q.:･.･ヾ

';＼ ●式､:.&･ t:;;l=_;.三ご･ :;Ni;主.4･.i:
ﾁﾞ!品認笥謡蒜㌫㌶諾翌竺紀腎言滅告蔑
l=羊稲EE10CW孝発J&させていく予定です｡今f*の発J&にどうぞごﾓd司噸こ､
朔待下さい｡桝て

おける肋

:&-k-ｼﾞｶﾞ■弄由TLi ""- ■ ~~ ■ ｢｢ ｢二31 山丁`JTl斬革菊r二二=~這

図35 :早稲田大学ocwｻｲﾄ
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